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1　総合振興計画実施計画とは

①基本構想：

②実施計画：

　総合振興計画とは、和光市が目指す都市の将来像を掲げ、その実現に向けて、市民と行政がともに目指す目標を基本目標として具体的に示し、さら
に、その基本目標を達成するためのさまざまな取組を体系的に示すものです。また、「基本構想」と「実施計画」の２層から構成します。

将来像を実現するための取組として基本目標を定め、基本目標の下に基本施策及び施策などの施策体系を構築しています。

基本構想に基づく施策を戦略的に推進するため、事業の優先度を明確にした、３箇年の具体的な事業内容で構成され、予算編成の指
針となるものです。また、社会経済情勢の変化等に迅速に対応するため、実施計画は、毎年度見直しを行います。

【将 来 都 市 像】 市の目指す姿を示し、市の最上位の目標です。 

【基  本  目  標】 都市像を実現するため、市民（住民、NPO、市民団体など）と行政がともに目指す姿を示します。 

【基  本  施  策】 基本目標を実現するために、行政が責任を持って担う内容を示し、施策を分野別にまとめたものです。

【施          策】 基本施策を推進するための、より具体的な施策を示します。

   

　平成32年度までの今後10年間の総合的かつ計画的な行政運営の指針として、次の内容を定めています。 

　また、将来都市像を実現するためのまちづくりを戦略的に行うため、基本目標を定め、その基本目標ごとに、基

本施策及び施策の施策体系を構築し、施策ごとの目標値を定めています。

基　　本　　構　　想

基本構想を計画かつ戦略的に推進

実　　施　　計　　画

　基本構想に定めた将来都市像を達成するため、基本構想に基づく施策を戦略的に推進するため、事業の優

先度を明確にした3箇年の具体的な事業内容を示し、予算編成の指針とします。また、社会経済情勢の変化な

どに迅速に対応するため、毎年度見直しを行います。

　
総

合

振

興

計

画

「実施計画」は・・・

３箇年の計画期間で

毎年ローリングで見直します。

「基本構想」は・・・

平成３２年度を目標とする

１０箇年の計画です。
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　　　総合振興計画体系図
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第四次総合振興計画実施計画策定までの流れ（ＰＤＣＡによるマネジメントサイクル）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月

Do

Check

Action

平成２９年度 平成３０年度
マネジメントサイクル

Plan

実施計画

行政評価（評価）

（施策・事務事業）

平

成

31

～

33

年

度

実

施

計

画

の

策

定

実施計画に基づく事業の実施

実施計画事業を選択

するための意見募集

実
施
計
画
事
業
の
決
定

総合振興計画基本構想

実施計画策定作業

予算編成

行

政

経

営

方

針
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事業費
総額

a

特定財源
充当額

b

うち一般
財源
a－b

事業費
総額

a

特定財源
充当額

b

うち一般
財源
a－b

事業費
総額

a

特定財源
充当額

b

うち一般
財源
a－b

経常的事業 205 15,522,695 6,048,953 9,473,742 15,714,213 6,124,249 9,589,964 15,999,706 6,225,942 9,773,764 

投資的事業 41 1,947,006 1,202,482 744,524 3,591,673 757,051 2,834,622 3,878,524 822,753 3,055,771 

臨時的事業 30 25,051 412 24,639 278,002 8,412 269,590 175,733 412 175,321 

合計 276 17,494,752 7,251,847 10,242,905 19,583,888 6,889,712 12,694,176 20,053,963 7,049,107 13,004,856 

経常的事業 34 790,683 388,419 402,264 815,858 401,085 414,773 783,593 402,752 380,841 

投資的事業 5 2,010,532 1,151,730 858,802 2,392,040 1,575,229 816,811 2,097,156 1,156,382 940,774 

臨時的事業 3 1,945 1 1,944 8,405 8,405 0 1 1 0 

合計 42 2,803,160 1,540,150 1,263,010 3,216,303 1,984,719 1,231,584 2,880,750 1,559,135 1,321,615 

経常的事業 239 16,313,378 6,437,372 9,876,006 16,530,071 6,525,334 10,004,737 16,783,299 6,628,694 10,154,605 

投資的事業 46 3,957,538 2,354,212 1,603,326 5,983,713 2,332,280 3,651,433 5,975,680 1,979,135 3,996,545 

臨時的事業 33 26,996 413 26,583 286,407 16,817 269,590 175,734 413 175,321 

合計 318 20,297,912 8,791,997 11,505,915 22,800,191 8,874,431 13,925,760 22,934,713 8,608,242 14,326,471 

実施計画事業の事業数と事業費（概算）

平成31年度実施計画事業費 平成32年度実施計画事業費 平成33年度実施計画事業費

　※　実施計画に掲載されている事業費は、概算です。予算編成で精査します。

会計区分 事業区分
事
業
数

一般会計
(A)

特別会計
企業会計

(B)

合計
（A+B）
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４　掲載事業一覧

基本目標　Ⅰ　快適で暮らしやすいまち【都市基盤】
施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ

1 102 駅北口土地区画整理推進（駅北） 建設部 駅北口土地区画整理事業事務所 投資的事業 16
104 駅北口地区高度利用化推進 建設部 駅北口地区高度利用化推進室 投資的事業 17

2 202 和光北インター東部地区まちづくり推進 建設部 都市整備課 投資的事業 18
3 301 景観形成推進 建設部 都市整備課 経常的事業 19
4 401 越後山土地区画整理組合活動支援 建設部 都市整備課 投資的事業 20

402 白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援 建設部 都市整備課 投資的事業 21
405 中央第二谷中土地区画整理組合活動支援 建設部 都市整備課 投資的事業 21
407 都市基盤整備基金積立 建設部 都市整備課 臨時的事業 22
411 和光市都市計画マスタープラン策定 建設部 都市整備課 臨時的事業 22
412 長期未着手土地区画整理事業の見直し業務 建設部 都市整備課 臨時的事業 23

5 501 建築業務 建設部 建築課 経常的事業 24
502 都市計画業務 建設部 都市整備課 経常的事業 25
504 既存住宅耐震診断・改修助成 建設部 建築課 投資的事業 25

6 601 道路管理 建設部 道路安全課 経常的事業 26
602 道路維持 建設部 道路安全課 経常的事業 27
603 水路管理・改修 建設部 道路安全課 投資的事業 27
604 道路整備 建設部 道路安全課 投資的事業 28
605 道路補修 建設部 道路安全課 投資的事業 28
606 駅南口広場維持管理 建設部 都市整備課 経常的事業 29

7 701 交通安全対策 建設部 道路安全課 経常的事業 30
702 交通安全施設整備 建設部 道路安全課 投資的事業 31
703 駅南口自転車駐車場管理運営 建設部 道路安全課 経常的事業 31
705 放置自転車対策 建設部 道路安全課 経常的事業 32
706 通学路安全対策 建設部 道路安全課 投資的事業 32

8 33
9 901 公園整備 建設部 都市整備課 投資的事業 34

903 アーバンアクア公園整備 建設部 都市整備課 投資的事業 35
905 公園管理 建設部 都市整備課 経常的事業 35

10 36
11 1101 浄水場施設改良 上下水道部 水道施設課 投資的事業 37

1102 給配水管整備 上下水道部 水道施設課 投資的事業 38
1103 水道料金徴収事務事業 上下水道部 企業経営課 経常的事業 38
1104 広報活動 上下水道部 水道施設課 経常的事業 39

12 1201 汚水整備 上下水道部 下水道課 投資的事業 40
1202 下水道（汚水）維持管理 上下水道部 下水道課 経常的事業 41
1203 下水道管理業務 上下水道部 企業経営課 経常的事業 41

所管課

（予算を伴わない事業のみ）

（予算を伴わない事業のみ）
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
13 1301 下水道（雨水）維持管理 上下水道部 下水道課 経常的事業 42

1302 雨水整備 上下水道部 下水道課 投資的事業 43

基本目標　Ⅱ　自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】
施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ
14 1401 児童教育活動 教育委員会 学校教育課 経常的事業 44

1402 生徒教育活動 教育委員会 学校教育課 経常的事業 45
1403 英語教育推進 教育委員会 学校教育課 経常的事業 45
1404 コンピュータ教育推進（小学校） 教育委員会 学校教育課 経常的事業 46

1405 コンピュータ教育推進（中学校） 教育委員会 学校教育課 経常的事業 46
1406 小学校図書教育推進 教育委員会 学校教育課 経常的事業 47
1407 中学校図書教育推進 教育委員会 学校教育課 経常的事業 47
1408 学校衛生管理 教育委員会 学校教育課 経常的事業 48
1409 児童衛生管理 教育委員会 学校教育課 経常的事業 48
1410 生徒衛生管理 教育委員会 学校教育課 経常的事業 49
1411 教育扶助（小学校） 教育委員会 学校教育課 経常的事業 49
1412 教育扶助（中学校） 教育委員会 学校教育課 経常的事業 50
1413 教職員研究･研修 教育委員会 学校教育課 経常的事業 50
1414 教科書採択替えによる教師用教科書・指導書整備 教育委員会 学校教育課 臨時的事業 51
1418 小・中学校研究推進 教育委員会 学校教育課 経常的事業 51

15 1501 地域連携推進 教育委員会 学校教育課 経常的事業 52
1504 学校活性化 教育委員会 学校教育課 経常的事業 53
1505 校外活動支援（小学校） 教育委員会 学校教育課 経常的事業 53
1506 校外活動支援（中学校） 教育委員会 学校教育課 経常的事業 54

16 1601 教育支援センター・特別支援・適応支援 教育委員会 学校教育課 経常的事業 55
1602 幼保小連携推進 教育委員会 学校教育課 経常的事業 56

17 1701 放課後子ども教室推進 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 57
18 1801 学校給食業務 教育委員会 学校教育課 経常的事業 58

1804 給食用備品整備 教育委員会 学校教育課 投資的事業 59
1805 給食安全衛生管理 教育委員会 学校教育課 経常的事業 59
1806 学校給食栄養管理システム導入業務 教育委員会 学校教育課 経常的事業 60

19 1901 小学校管理運営 教育委員会 教育総務課 経常的事業 61

1902 中学校管理運営 教育委員会 教育総務課 経常的事業 62

1903 小学校施設整備 教育委員会 教育総務課 投資的事業 62

1904 中学校施設整備 教育委員会 教育総務課 投資的事業 63

1906 学校教育施設整備基金積立 教育委員会 教育総務課 臨時的事業 63

1907 交通安全立哨指導員 教育委員会 教育総務課 経常的事業 64

20 65
21 2101 幼稚園就園奨励費等運営 子どもあんしん部 保育サポート課 経常的事業 66

所管課

（予算を伴わない事業のみ）
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
22 2201 成人式 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 67

2202 社会教育団体活動支援 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 68
2203 中央公民館文化祭 教育委員会 中央公民館 経常的事業 68
2204 南公民館まつり 教育委員会 南公民館 経常的事業 69
2205 坂下公民館まつり 教育委員会 坂下公民館 経常的事業 69
2206 中央公民館管理運営 教育委員会 中央公民館 経常的事業 70
2207 南公民館管理運営 教育委員会 南公民館 経常的事業 70
2208 坂下公民館管理運営 教育委員会 坂下公民館 経常的事業 71
2210 坂下公民館施設整備 教育委員会 坂下公民館 投資的事業 71
2211 生涯学習推進 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 72
2212 図書館管理運営 教育委員会 図書館 経常的事業 72
2213 図書整備 教育委員会 図書館 経常的事業 73
2214 図書館施設整備 教育委員会 図書館 投資的事業 73
2217 中央公民館施設整備 教育委員会 中央公民館 投資的事業 74
2219 図書館分館管理運営 教育委員会 図書館下新倉分館 経常的事業 74
2220 図書館分館図書整備 教育委員会 図書館下新倉分館 経常的事業 75

23 2301 生涯学習講座 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 76
2302 中央公民館講座開催 教育委員会 中央公民館 経常的事業 77
2303 南公民館講座開催 教育委員会 南公民館 経常的事業 77
2304 坂下公民館講座開催 教育委員会 坂下公民館 経常的事業 78
2305 公民館共通運営 教育委員会 中央公民館 経常的事業 78

24 2401 青少年団体活動支援 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 79
2402 青少年問題協議会運営 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 80

25 2501 文化財保護 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 81
2502 文化財調査 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 82
2503 文化財施設管理運営 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 82
2506 文化財保存庫くん蒸業務 教育委員会 生涯学習課 臨時的事業 83
2507 新倉ふるさと民家園管理運営 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 83
2508 デジタルミュージアム運営 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 84
2512 和光市史（仮称）編さん業務 教育委員会 生涯学習課 臨時的事業 84
2514 新倉ふるさと民家園施設整備 教育委員会 生涯学習課 投資的事業 85

26 2601 市民文化活動支援 総務部 総務人権課 経常的事業 86
2602 市民文化センター管理運営 総務部 総務人権課 経常的事業 87
2603 文化振興 総務部 総務人権課 経常的事業 87
2604 市民文化センター施設整備 総務部 総務人権課 投資的事業 88

27 2701 体育施設管理運営 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 89
2702 体育施設整備 教育委員会 スポーツ青少年課 投資的事業 90
2703 和光市総合体育館管理運営 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 90
2704 和光市総合体育館施設整備 教育委員会 スポーツ青少年課 投資的事業 91
2705 アーバンアクア公園（スポーツ施設）管理運営 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 91
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
 28 2801 スポーツ振興業務 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 92

2802 体育団体活動支援 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 93
2803 市民体育祭 教育委員会 スポーツ青少年課 経常的事業 93
2804 スポーツ振興計画策定 教育委員会 スポーツ青少年課 臨時的事業 94
2806 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進 企画部 秘書広報課 臨時的事業 94

29 2901 人権教育推進 教育委員会 生涯学習課 経常的事業 95
2902 人権啓発・相談 総務部 総務人権課 経常的事業 96
2903 平和 総務部 総務人権課 経常的事業 96

30 3001 男女共同参画推進 総務部 総務人権課 経常的事業 97
3002 第４次和光市行動計画男女共同参画わこうプラン策定 総務部 総務人権課 臨時的事業 98

31 3101 国際交流推進 総務部 総務人権課 経常的事業 99
3102 外国人生活支援 総務部 総務人権課 経常的事業 100

基本目標　Ⅲ　健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】
施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ
32 3201 しらこ保育園管理運営 子どもあんしん部 保育施設課 経常的事業 101

3202 教育・保育給付費等支給管理 子どもあんしん部 保育サポート課 経常的事業 102
3203 みなみ保育園管理運営 子どもあんしん部 保育施設課 経常的事業 102
3205 教育・保育給付費等支給 子どもあんしん部 保育サポート課 経常的事業 103
3209 民間保育所等基盤整備 子どもあんしん部 保育施設課 投資的事業 103
3210 学童クラブ管理運営 子どもあんしん部 保育施設課 経常的事業 104
3211 家庭保育室等助成 子どもあんしん部 保育サポート課 経常的事業 104
3214 学童クラブ施設整備 子どもあんしん部 保育施設課 臨時的事業 105
3216 公設保育園事業運営 子どもあんしん部 保育サポート課 経常的事業 105
3217 みなみ保育園施設整備 子どもあんしん部 保育施設課 投資的事業 106
3218 子ども・子育て支援システム再構築業務 子どもあんしん部 保育サポート課 臨時的事業 106
3219 しらこ保育園施設整備 子どもあんしん部 保育施設課 投資的事業 107

33 3304 子ども・子育て支援計画推進 子どもあんしん部 保育施設課 臨時的事業 108
34 3403 子ども個別支援 保健福祉部 地域包括ケア課 経常的事業 109

3404 児童センター(館)管理運営 子どもあんしん部 保育施設課 経常的事業 110
3407 子育て活動支援 子どもあんしん部 ネウボラ課 経常的事業 110

35 3501 乳幼児・子ども医療費助成 子どもあんしん部 ネウボラ課 経常的事業 111
3502 児童手当支給 子どもあんしん部 ネウボラ課 経常的事業 112
3504 ひとり親家庭 子どもあんしん部 ネウボラ課 経常的事業 112

36 3601 長寿・敬老支援 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 113
3602 新倉高齢者福祉センター管理運営 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 114
3603 高齢者福祉センター管理運営 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 114
3604 介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画策定 保健福祉部 長寿あんしん課 臨時的事業 115
3605 介護保険趣旨普及業務 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 115
3607 生きがい活動 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 116
3608 在宅高齢者住宅支援 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 116

所管課
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
36 3609 老人ホーム入所措置 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 117

3610 後期高齢者医療 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 117
3611 専門職（栄養・口腔ケア）相談・訪問 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 118

37 3701 在宅生活支援 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 119
3702 介護認定審査業務 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 120
3703 認定調査業務 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 120
3709 介護予防・生活支援サービス事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 121
3710 一般介護予防事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 121
3712 日常生活圏域ネットワーク 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 122
3713 健康増進・介護者リフレッシュ 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 122
3714 地域介護予防 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 123
3715 総合相談支援事業・権利擁護事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 123
3716 介護保険システム改修事業 保健福祉部 健康保険医療課 臨時的事業 124
3717 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 124
3719 健康度調査 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 125
3720 委託センター運営 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 125
3723 認知症初期集中支援事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 126
3724 地域ケア会議事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 126
3725 生活支援体制整備事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 127
3726 介護予防強化サービス事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 127
3728 低所得高齢者等住まい確保事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 128
3729 統合型地域包括支援センター運営 保健福祉部 地域包括ケア課 経常的事業 128
3730 地域福祉分野計画（各種事業計画）策定 保健福祉部 地域包括ケア課 臨時的事業 129
3731 総合相談支援業務 保健福祉部 地域包括ケア課 経常的事業 129
3732 医療・介護・子育て支援に係る人材確保 保健福祉部 地域包括ケア課 経常的事業 130
3733 在宅医療・介護連携推進事業 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 130
3734 介護保険システム改修事業(長寿あんしん課) 保健福祉部 長寿あんしん課 臨時的事業 131

38 3801 地域密着型サービス拠点等整備 保健福祉部 長寿あんしん課 投資的事業 132
3802 在宅介護支援 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 133
3803 介護保険運営協議会運営 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 133
3809 紙おむつ等支給 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 134
3810 地域送迎 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 134
3811 食の自立・栄養改善 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 135
3813 介護給付費準備基金積立 保健福祉部 長寿あんしん課 臨時的事業 135
3818 福祉の里管理運営 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 136
3819 福祉の里施設整備 保健福祉部 長寿あんしん課 投資的事業 136
3821 社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業費 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 137
3822 介護人材育成 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 137
3823 介護保険指定事業者等管理システム 保健福祉部 長寿あんしん課 経常的事業 138

39 3901 福祉相談支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 139
3902 障害者福祉支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 140
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
39 3903 障害者交流支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 140

3904 在宅障害者地域支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 141
3905 在宅障害者支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 141
3906 障害者施設支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 142
3908 総合福祉会館管理運営 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 142
3909 和光市障害者計画・和光市障害福祉計画 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 143
3911 避難行動要支援者支援対策業務 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 143
3912 さつき苑改修工事 保健福祉部 社会援護課 投資的事業 144
3913 障害者医療支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 144
3914 障害者相談支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 145
3916 障害者グループホーム等入居家賃助成補助金 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 145
3917 権利擁護センター（成年後見支援センター） 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 146
3918 総合福祉会館施設整備 保健福祉部 社会援護課 投資的事業 146

40 4001 地域福祉団体活動支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 147
4002 民生・児童委員活動支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 148
4003 災害見舞金支給 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 148
4004 地域福祉計画策定 保健福祉部 社会援護課 臨時的事業 149

41 4101 生活保護 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 150
4104 生活困窮者自立支援 保健福祉部 社会援護課 経常的事業 151

42 4201 母子保健 子どもあんしん部 ネウボラ課 経常的事業 152
4203 予防接種 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 153

43 4301 健康管理推進 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 154
44 4402 成･老人保健 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 155

4404 健康マイレージ 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 156
4405 保健センター管理運営(指定管理) 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 156

45 4501 健康情報提供 子どもあんしん部 ネウボラ課 経常的事業 157
4502 医療団体等支援 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 158
4503 骨髄移植ドナー助成 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 158

46 4601 国民健康保険趣旨普及活動 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 159
4602 特定健康診査・特定保健指導 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 160
4603 保健衛生普及活動 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 160
4606 賦課業務（国保） 総務部 課税課 経常的事業 161
4607 徴収業務 総務部 収納課 経常的事業 161
4609 国民健康保険運営協議会運営 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 162

47 4701 国民年金業務 保健福祉部 健康保険医療課 経常的事業 163

基本目標　Ⅳ　安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】
施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ
48 4801 防災体制業務 経常的事業 164

4804 防災施設整備 投資的事業 165
4805 朝霞地区一部事務組合負担金 経常的事業 165

所管課
危機管理室
危機管理室
危機管理室
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
48 4806 消防団業務 経常的事業 166

4807 消防団施設整備 投資的事業 166
4808 消防用施設維持管理業務 経常的事業 167

4810 首都圏総合防災訓練（和光市会場） 臨時的事業 167
49 4901 防犯対策業務 経常的事業 168
50 5001 コミュニティ活動支援 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 169

5004 市民まつり 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 170
51 5101 コミュニティ施設管理運営 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 171

5102 コミュニティ施設整備 市民環境部 市民活動推進課 投資的事業 172
52 5201 交通（鉄道）政策 企画部 政策課 経常的事業 173

5203 市内循環バス運行 建設部 道路安全課 経常的事業 174
5204 外環蓋掛け上部（丸山台地区）利用 企画部 資産戦略課 投資的事業 174
5205 和光市駅舎施設整備支援 企画部 政策課 臨時的事業 175

53 5303 消費生活センター事業 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 176
54 5401 市民相談 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 177
55 5501 地球温暖化対策の啓発 市民環境部 環境課 経常的事業 178

5504 地球温暖化防止対策 総務部 総務人権課 臨時的事業 179
56 5601 緑化普及啓発活動 市民環境部 環境課 経常的事業 180

5602 緑化助成金 市民環境部 環境課 経常的事業 181
5603 湧水・緑地保全 建設部 都市整備課 経常的事業 181
5605 緑地整備 建設部 都市整備課 投資的事業 182
5607 緑の基本計画策定 建設部 都市整備課 臨時的事業 182

57 5701 水環境保全業務 市民環境部 環境課 経常的事業 183
58 5801 環境保全対策業務 市民環境部 環境課 経常的事業 184

5802 ポイ捨て・路上喫煙防止の啓発 市民環境部 環境課 経常的事業 185
5804 猫去勢不妊助成・犬の登録等 市民環境部 環境課 経常的事業 185
5805 公害対策業務 市民環境部 環境課 経常的事業 186
5807 害虫等駆除 市民環境部 環境課 経常的事業 186

59 5903 資源ごみ等分別啓発 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 187
5904 リサイクル団体活動推進費助成 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 188
5905 リサイクル展示場管理運営 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 188

60 6001 廃棄物収集運搬 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 189
6002 廃棄物処理・資源化 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 190
6003 朝霞地区一部事務組合負担金(し尿) 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 190
6004 清掃センター管理運営 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 191
6005 焼却施設運転管理 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 191
6006 焼却･粗大施設修繕整備 市民環境部 資源リサイクル課 投資的事業 192
6007 不法投棄対策 市民環境部 資源リサイクル課 経常的事業 192

危機管理室
危機管理室
危機管理室
危機管理室
危機管理室
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
61 6102 地域ブランド推進 市民環境部 産業支援課 経常的事業 193

6103 イメージキャラクターＰＲ推進 市民環境部 産業支援課 経常的事業 194
62 6201 中小企業資金融資 市民環境部 産業支援課 経常的事業 195

6202 商工団体活動支援 市民環境部 産業支援課 経常的事業 196
63 6301 新産業創出育成支援 市民環境部 産業支援課 経常的事業 197
64 6401 農地環境保全対策 市民環境部 産業支援課 経常的事業 198

6402 都市農業支援 市民環境部 産業支援課 経常的事業 199
6403 市民農園管理運営 市民環境部 産業支援課 経常的事業 199
6404 市民農園施設整備 市民環境部 産業支援課 投資的事業 200

65 6501 技能者表彰 市民環境部 産業支援課 経常的事業 201
6502 勤労者住宅資金貸付 市民環境部 産業支援課 経常的事業 202
6503 勤労福祉センター管理運営 市民環境部 産業支援課 経常的事業 202
6504 勤労青少年ホーム管理運営 市民環境部 産業支援課 経常的事業 203
6505 勤労福祉センター施設整備 市民環境部 産業支援課 投資的事業 203
6506 勤労青少年ホーム施設整備 市民環境部 産業支援課 投資的事業 204

Ⅴ　構想の推進に当たって
施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ
66 6601 協働推進 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 205

6603 協働提案 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 206
67 6701 市民参加推進 企画部 政策課 経常的事業 207
68 6801 広域行政・連携 企画部 政策課 経常的事業 208

6802 地域間交流 総務部 総務人権課 経常的事業 209
69 6901 総合振興計画進行管理 企画部 政策課 経常的事業 210

6904 第五次総合振興計画策定 企画部 政策課 臨時的事業 211
70 7001 戸籍住民基本台帳業務 市民環境部 戸籍住民課 経常的事業 212

7002 住居表示維持管理 市民環境部 戸籍住民課 経常的事業 213
7003 葬儀費用助成 市民環境部 戸籍住民課 経常的事業 213
7009 土地区画整理事業に伴う住居表示整備 市民環境部 戸籍住民課 臨時的事業 214

71 7101 賦課業務 総務部 課税課 経常的事業 215
7102 収納業務 総務部 収納課 経常的事業 216
7103 財政調整基金積立 企画部 財政課 臨時的事業 216
7104 公共用地取得事業基金積立 企画部 財政課 臨時的事業 217
7106 公共施設整備基金積立 企画部 財政課 臨時的事業 217
7109 まちづくり基金積立 総務部 総務人権課 経常的事業 218
7110 契約業務 企画部 財政課 経常的事業 218
7113 埼玉県電子入札共同システム更新 企画部 財政課 臨時的事業 219
7114 競争入札参加資格審査業務 企画部 財政課 臨時的事業 219

72 7201 職員研修 総務部 職員課 経常的事業 220
7202 職員福利厚生 総務部 職員課 経常的事業 221
7203 職員健康管理 総務部 職員課 経常的事業 221

所管課

- 13 -
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施策 事業番号 事業名 事業区分 掲載ページ所管課
73 7301 庁舎施設整備 総務部 総務人権課 投資的事業 222

7302 公共施設保全業務 企画部 資産戦略課 経常的事業 223
7303 公共用地整備 総務部 総務人権課 臨時的事業 223
7304 公共施設マネジメント実行計画推進 企画部 資産戦略課 臨時的事業 224
7305 広沢複合施設整備 企画部 資産戦略課 投資的事業 224

74 7401 広報活動推進 企画部 秘書広報課 経常的事業 225
7402 掲示板管理 企画部 秘書広報課 経常的事業 226
7403 市議会情報提供 経常的事業 226
7404 シティプロモーション 企画部 秘書広報課 経常的事業 227
7405 市制施行５０周年記念シティプロモーション 企画部 秘書広報課 臨時的事業 227

75 7501 ＯＡ化推進 総務部 情報推進課 経常的事業 228
7503 住民情報電算システム 総務部 情報推進課 経常的事業 229

76 7601 情報公開及び個人情報保護制度運営 総務部 情報推進課 経常的事業 230
7602 文書管理 総務部 情報推進課 経常的事業 231

77 7701 行政苦情等調整 市民環境部 市民活動推進課 経常的事業 232
7702 市長への手紙 企画部 秘書広報課 経常的事業 233

議会事務局

- 14 -
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５　事業計画内容
　　　第四次和光市総合振興計画基本構想の施策及び方針に基づく各事務事業の計画を示します。

【事業計画内容の見方】

Ⅰ

ⅰ

1

①
②

　

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】
基本施策・基本方針

良好な市街地の整備
施策・方針

中心市街地にふさわしい駅北口周辺の整備
取組

道路・公園・駅前広場の整備
良好な商業地・住宅地の形成

①　施策体系（基本目標、基本施策・基本方針、施策・方針及び取組内容）が記載されています。

②　事業がどの取組に関連するものかが記載されています。

③　施策・方針の中での実施計画事業の相対的な優先度が記載されています。

④ 事業の内容（対象、目的、活動概要）が記載されています。

⑤ 年度毎に事業を実施するための事業費と、その事業費に充てる財源の内訳が記載されています。

⑥　年度毎の取組内容が記載されています。

単位（千円）

特定財源 （Ａ）

一般財源 （Ｂ）

所管課

取

組

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業概要

対

象

目

的

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

財

源

年

度

ご

と

の

取

組

内

容

事業区分

優

先

度 活

動

概

要

②

③

①

④

○特定財源･･･国・県支出金、地方債等の使途を特定した財源です。

○一般財源･･･使途に指定がない市の財源です。

⑤

⑥
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Ⅰ

ⅰ

1

取組

①

②

単位（千円）

1,241,187 1,033,088 1,138,783

特定財源 （Ａ） 790,500 645,400 697,400

一般財源 （Ｂ） 450,687 387,688 441,383

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

良好な市街地の整備

施策・方針

中心市街地にふさわしい駅北口周辺の整備

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

道路・公園・駅前広場の整備

住宅市街地総合整備事業の推進

同左

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

市民と市が共に協働し、住み良いまちづくりを行うために、事業へ
の理解と協力が得られるようにする。

0102 駅北口土地区画整理推進（駅北）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

○公共施設の整備及び良好な商業地・住
宅地の形成
・建物移転等補償調査の実施
・補償交渉・契約・建物等除却
・工事実施設計・測量業務委託
・道路築造・上下水道・ガス・宅地造成
  実施
・電柱移設工事
・使用収益の開始・土地利用

同左

事業区分

投資的事業
駅北口土地区画整理事業事

務所

事業概要

対
象

駅北口土地区画整理事業区域内の土地所有者及び借地権者

目
的

優
先
度 活

動
概
要

中心市街地としての整備と併せて、良好な住宅地の形成を進める
ため、土地区画整理事業を推進する。
（仮換地指定に伴う各種業務・建物移転等補償業務・区画道路築
造、宅地造成等工事）A

- 16 -



- 17 - 単位（千円）

22,407 49,699 205,927

特定財源 （Ａ） 0 0 189,950

一般財源 （Ｂ） 22,407 49,699 15,977

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・地権者の合意形成を図ると共に、事業推
進体制（地権者組織）の立上げ、活動支
援及び事業協力者の選定支援を行う。
・再開発の計画案の修正検討（ブラッシュ
アップ）を行う。

取
組
①
②

2

事業番号 事業名

目
的

まちの玄関口である駅の拠点性の向上と、高い交通利便性を活か
したまちづくりを推進するため、事業への理解と協力が得られるよう
にする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0104 駅北口地区高度利用化推進
財
源

道路網と鉄道網を結ぶ「ハブ機能を有するバスターミナル」の駅前
広場への導入、再開発事業による駅直結型の高層ビルの実現に
向け、地権者の合意形成を図ると共に、計画案の作成、都市計画
変更の図書整備等を行う。A

・地権者の合意形成を図ると共に、事業推
進体制（地権者組織）の活動支援を行う。
・再開発事業の都市計画決定に向けた検
討及び関係機関協議を行う。
・再開発の計画案の修正検討（ブラッシュ
アップ）を行う。

・地権者の合意形成を図ると共に、事業推
進体制（地権者組織）の活動支援を行う。
・再開発事業の事業認可に向けた調査設
計及び関係機関協議を行う。

事業区分

投資的事業
駅北口地区高度利用化推進

室

事業概要

対
象

「和光市駅北口土地区画整理事業」における駅前広場を中心とす
るエリアの地権者

- 17 -



- 18 -

Ⅰ

ⅰ

2

取組

①

②

③

④

単位（千円）

1 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 0 0

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

良好な市街地の整備

施策・方針

交通の利便性を生かした産業拠点の整備

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

有効な土地活用の推進

住宅市街地総合整備事業の推進

関係機関との連携による都市基盤整備

新たな地区の事業化

土地区画整理事業認可取得に向けて、調
査検討を行う。

－

取
組
④

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

和光北インター東部地区事業区域地権者及び関係権利者

目
的

和光北インター東部地区において優良なまちづくりを推進する。

0202 和光北インター東部地区まちづくり推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

和光北インター東部地区における土地区画整理事業化を推進す
る。

B

－

事業区分

投資的事業 都市整備課

事業概要

対
象
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Ⅰ

ⅰ

3

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

107 107 52

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 107 107 52

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

良好な市街地の整備

施策・方針

良好な景観形成の推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

地域性豊かな景観の形成

住宅市街地総合整備事業の推進

生活・暮らしに根ざし、歴史・文化の伝承や地域の交流を通じた景観の形成

市民生活及び産業活動の活性化に資する景観の形成
市民、事業者及び行政の三者の協働による景観の形成

○景観形成方針の検討
○景観啓発活動
・景観まちあるきの実施
・景観マップの配布
○景観重要建造物等の指定

同左

取
組
①
②
③
④
⑤

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

市民、事業者

目
的

良好な景観を守り、育て、創り、「まちに愛着を抱き、誇りに感じる
“都心に近い緑豊かなふるさと”景観づくり」の実現を目指す。

0301 景観形成推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

景観審議会の運営等景観形成の推進に係る業務を行う。

B

同左

事業区分

経常的事業 都市整備課

事業概要

対
象
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Ⅰ

ⅱ

4

取組

①

②

単位（千円）

316,000 0 0

特定財源 （Ａ） 284,400 0 0

一般財源 （Ｂ） 31,600 0 0

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

快適な住宅地の整備

施策・方針

良好な居住環境の形成

快適な住宅地としての土地利用

住宅市街地総合整備事業の推進

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0401 越後山土地区画整理組合活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

未同意権利者との補償交渉を進め、31年
度末の事業終了が出来るように、技術的
支援を行う。

－ －

事業区分

投資的事業 都市整備課

事業概要

対
象

越後山土地区画整理事業区域地権者及び関係権利者

目
的

越後山土地区画整理事業の安定した運営及び安心・安全の優良
なまちづくりを推進する。

優
先
度 活

動
概
要

越後山土地区画整理事業を推進する。（仮換地指定に伴う各種業
務・区画道路整備工事・宅地造成工事・上下水道、公園等築造工
事・建物移転・物件補償）

B
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- 21 - 単位（千円）

238,297 59,300 0

特定財源 （Ａ） 218,999 0 0

一般財源 （Ｂ） 19,298 59,300 0

所管課

181,000 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 181,000 0 0

所管課

活
動
概
要

事業計画どおり、事業進捗が図られるよう
技術的支援を行う。

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度

白子三丁目中央土地区画整理事業の安定した運営及び安心・安
全の優良なまちづくりを推進する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0402 白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左

33年度末に事業終了となるよう技術的支
援を行う。事業区分

投資的事業 都市整備課

事業概要

対
象

白子三丁目中央土地区画整理事業区域地権者及び関係権利者

目
的

関係地権者等から清算金の徴収交付を
行う。

白子三丁目中央土地区画整理事業を推進する。（仮換地指定に伴
う各種業務・区画道路整備工事・宅地造成工事・上下水道、公園等
築造工事・建物移転・物件補償）

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

中央第二谷中土地区画整理事業を推進する。（区画道路整備工
事・宅地造成工事・上下水道、公園等築造工事・建物移転・物件補
償）

中央第二谷中土地区画整理事業の安定した運営及び安心・安全
の優良なまちづくりを推進する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0405 中央第二谷中土地区画整理組合活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

関係地権者等から清算金の徴収を行う。 関係地権者等から清算金の徴収を行う。

事業区分

投資的事業 都市整備課

事業概要

対
象

中央第二谷中土地区画整理事業区域地権者及び関係権利者

目
的
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- 22 - 単位（千円）

51 100,051 100,051

特定財源 （Ａ） 51 51 51

一般財源 （Ｂ） 0 100,000 100,000

所管課

0 13,867 12,411

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 13,867 12,411

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 都市整備課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0407 都市基盤整備基金積立
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

基金運用利子分について、基金積立を行
う。

同左 同左

対
象

和光市都市基盤整備基金

目
的

今後予想される都市基盤整備に備え必要な財源を確保する。

優
先
度 活

動
概
要

財政状況や事業の進捗を勘案しながら基金の積立を行う。

C

取
組
①

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 都市整備課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0411 和光市都市計画マスタープラン策定
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

都市計画マスタープランの改訂を実施す
る。

同左

対
象

市民生活の基盤となる都市

目
的

市の様々な計画や社会情勢に合った都市計画決定がされ、計画的
な市街地整備や適切な土地利用が誘導されている。

優
先
度 活

動
概
要

都市計画マスタープランを、社会情勢の変化や市の計画の変更を
踏まえた上で、庁内検討会やパブリックコメント、都市計画審議会な
どの意見を取り入れながら、総合振興計画などの上位計画に即し、
今後の計画的な基盤整備、適切な土地利用を推進していくための
指針となるよう策定する。B

取
組
①
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- 23 - 単位（千円）

1 21,805 21,805

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 21,805 21,805

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 都市整備課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0412 長期未着手土地区画整理事業の見直し業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・長期未着手都市計画事業について、ま
ちづくり検討を進める。

同左 同左

対
象

長期未着手土地区画整理事業地内の地権者及び関係者

目
的

都市計画決定から40年以上事業化に至っていない地区を再検証
し、地域の実情に応じた市街地整備の促進を図る。

優
先
度 活

動
概
要

事業化想定区域、廃止区域における住民意向調査及び地域整備
構想の策定、土地区画整理事業の実現の可能性の検討したのち、
公聴会、住民説明会、パブリックコメント、都市計画審議会を実施し
地域整備構想を含む都市計画の変更を行なう。A

取
組
①

6
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- 24 -

Ⅰ

ⅱ

5

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

1,852 1,034 891

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,852 1,034 891

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

快適な住宅地の整備

施策・方針

安心して暮らせるまちづくりの推進

市民主体のまちづくりに関する情報の提供

紛争の予防と調整の制度の充実

住宅の耐震化の支援

分譲マンションの支援
バランスの良い住宅ストックの形成

取
組
①
②
⑤

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

建築業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・都市計画法に基づく開発許可
・まちづくり条例に基づく開発行為等の
 総合調整
・建築基準法に基づく確認、検査
・建築関係法令に基づく許可、認定

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 建築課

事業概要

対
象

①和光市内の開発行為、②和光市内の建築物等、③分譲マンショ
ンの所有者

目
的

①秩序ある開発と良質な宅地水準の確保、②安全で法に適合した
状態の確保、③分譲マンションを適正に維持管理できるようサポー
トする。

0501

優
先
度 活

動
概
要

①都市計画法等に基づく相談・調査・審査・検査・指導等を行う。②
建築基準法等に基づく相談・調査・審査・検査・指導等を行う。③マ
ンション管理問題無料個別相談を行う。

B
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- 25 - 単位（千円）

2,829 2,829 2,829

特定財源 （Ａ） 1 1 1

一般財源 （Ｂ） 2,828 2,828 2,828

所管課

1,000 1,000 0

特定財源 （Ａ） 500 500 0

一般財源 （Ｂ） 500 500 0

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0502 都市計画業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・まちづくりを推進するために必要な都市
計画の変更を随時進める。

同左 同左

事業区分

経常的事業 都市整備課

事業概要

対
象

市民の生活の基盤となる都市で生活する市民

目
的

都市の健全な発展を誘導し、秩序あるまちで生活している。また、
地区の土地利用に関するまちづくりが、住民参加で進められてい
る。

都市計画審議会の運営等都市計画に関する業務を行う。また、地
区まちづくり協議会に対して活動の支援を行う。

B

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

耐震診断・改修助成を受けようとする者の申請に基づき、適合条件
を審査の上適合者を決定し、適合者が適正な耐震診断・改修を受
けた費用の一部を助成する。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0504 既存住宅耐震診断・改修助成
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

○耐震診断の助成
・戸建住宅（上限額10万円）
・分譲マンション等（上限額100万円）
〇耐震改修の助成
・戸建住宅（上限40万円）
・分譲ﾏﾝｼｮﾝ等（上限3000万円）
〇耐震シェルター等設置（上限30万円）

同左 -

事業区分

投資的事業 建築課

事業概要

対
象

建築確認を取得して昭和５６年５月３１日以前に着工された自ら居
住する戸建又は、分譲集合住宅を所有する市民。

目
的

耐震性の低い住宅の耐震化を促進し、地震の際の住宅の倒壊によ
る直接の人的被害、他の建物への被害及び避難路･輸送路の閉塞
等の二次的被害の軽減を図る。
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- 26 -

Ⅰ

ⅲ

6

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

38,548 38,495 38,548

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 38,548 38,495 38,548

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

安全で快適な道路環境の整備

施策・方針

安全で快適な道路の整備

計画的な道路整備の推進

環境に配慮した道路の整備

駅南口周辺の整備・維持管理

歩道の拡幅整備・バリアフリー化の推進
狭あい道路の歩行者の安全性確保

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0601 道路管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・道路・水路台帳整備
・不法投棄物処理
・違法屋外広告物撤去

同左 同左

事業区分

経常的事業 道路安全課

事業概要

対
象

道路利用者

目
的

道路台帳の整備及び道路障害物の除去を行い、道路を管理し良
好な状態に保つことにより、道路利用者が、安心、安全に通行でき
る道路状態にする。

優
先
度 活

動
概
要

台帳整備のため、市内道路・水路の現地踏査及び測量を実施す
る。また、定期的な道路パトロールを実施し道路の障害物を除去す
る。

B
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- 27 - 単位（千円）

71,137 71,137 71,137

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 71,137 71,137 71,137

所管課

5,357 9,397 9,397

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5,357 9,397 9,397

所管課

活
動
概
要

・白子川及び隧道ポンプ点検
・市道路面清掃
・市道側溝清掃
・植樹帯(緑地帯)管理
・砂利道修繕

取
組
①
②

2

事業番号 事業名

優
先
度

道路及び道路付属物（側溝・街路樹等）を適正に管理し、快適な道
路空間を維持し、良好な住環境の推進に寄与する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0602 道路維持
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

C

同左 同左

事業区分

経常的事業 道路安全課

事業概要

対
象

市内在住在勤者及び和光市道利用者

目
的

・水路管理
・越戸川親水施設管理
・水路浚渫

市道の路面清掃、側溝清掃、植樹帯管理を行う。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

水路の整備及び清掃を行う。

豪雨時において雨水の処理が適切になされるようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0603 水路管理・改修
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

投資的事業 道路安全課

事業概要

対
象

市内在住在勤者

目
的
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- 28 - 単位（千円）

279,725 160,625 38,600

特定財源 （Ａ） 250,813 67,113 0

一般財源 （Ｂ） 28,912 93,512 38,600

所管課

119,500 420,100 356,100

特定財源 （Ａ） 113,050 181,575 145,925

一般財源 （Ｂ） 6,450 238,525 210,175

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 道路安全課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0604 道路整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・市道406号線道路改良工事
・市道2002号線道路改良工事
・芝宮橋架替負担金

・道路改良工事
・狭あい道路拡幅工事
・道路整備に伴う用地取得
・芝宮橋架替負担金

同左

対
象

道路利用者及び周辺住民

目
的

道路拡幅、歩道の設置により安全な道路となっているようにする。

優
先
度 活

動
概
要

道路の拡幅・歩道の設置工事を行う。

A

取
組
①
④
⑤

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 道路安全課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0605 道路補修
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・古美山立体橋耐震補強工事
・東和橋等負担金

・橋梁点検
・各種道路調査
・市道舗装修繕工事
・谷戸橋耐震補強工事
・私道舗装補修工事

・橋梁点検
・各種道路調査
・市道舗装修繕工事
・西寺の上橋耐震補強工事
・私道舗装補修工事

対
象

市内在住在勤者及び和光市道利用者

目
的

道路が適切に維持管理され、道路が起因となる事故の心配が無く
利用することができるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

市道維持としての舗装補修、歩道の段差解消、道路側溝の補修工
事を行う。

B

取
組
①
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- 29 - 単位（千円）

7,059 6,214 6,397

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 7,059 6,214 6,397

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 都市整備課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0606 駅南口広場維持管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・駅前広場内の施設等について、維持補
修及び管理業務を行う。

同左 同左

対
象

広場利用者

目
的

交通機関が利用しやすい環境にする。

優
先
度 活

動
概
要

駅南口駅前広場の補修及び改修、広場清掃、トイレ清掃、除草等、
維持管理を行う。

B

取
組
③

6
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- 30 -

Ⅰ

ⅲ

7

取組

①

②

③

単位（千円）

17,449 17,454 17,459

特定財源 （Ａ） 17,449 17,454 17,459

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

安全で快適な道路環境の整備

施策・方針

交通安全対策の推進

交通安全意識の啓発

交通安全施設の整備

放置自転車対策の推進

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

交通安全対策
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・交通安全啓発活動
・街路灯電気料金
・交通安全団体補助金

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 道路安全課

事業概要

対
象

一般市民、交通安全対策事業推進団体

目
的

機関・団体が連携を図り、交通安全意識の高揚と市内における交
通事故の撲滅を目指す。

0701

優
先
度 活

動
概
要

季節ごとに行われる交通安全運動を効果的に展開し、市民総ぐる
みで交通安全対策を推進する。

B
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- 31 - 単位（千円）

14,410 18,679 18,679

特定財源 （Ａ） 0 15,612 15,612

一般財源 （Ｂ） 14,410 3,067 3,067

所管課

53,572 53,572 53,572

特定財源 （Ａ） 33,743 33,743 33,743

一般財源 （Ｂ） 19,829 19,829 19,829

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0702 交通安全施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・LED街路灯賃貸借
・ゾーン30道路標示工事

・街路灯修繕
・LED街路灯賃貸借
・カーブミラー
・街路灯設置等工事
・道路標示工事

同左

事業区分

投資的事業 道路安全課

事業概要

対
象

一般市民

目
的

道路利用者の安全対策を図る。

道路交通に付随する交通安全施設（路面表示・道路反射鏡等）を
整備することにより、交通事故を防止する。

B

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

駅に隣接した自転車駐車場であり、利用しやすいよう管理・運営に
努める。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0703 駅南口自転車駐車場管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・自転車駐車場管理及び使用料収納
・設備維持管理
・点検
・各種事務機器借上げ

同左 同左

事業区分

経常的事業 道路安全課

事業概要

対
象

一般市民

目
的

自転車駐車場利用者が安全で快適に利用できるようにする。
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- 32 - 単位（千円）

18,886 18,886 18,886

特定財源 （Ａ） 11,870 11,870 11,870

一般財源 （Ｂ） 7,016 7,016 7,016

所管課

10,000 25,400 25,400

特定財源 （Ａ） 9,000 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,000 25,400 25,400

所管課

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 道路安全課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0705 放置自転車対策
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・放置自転車撤去・保管場所管理
・無料自転車駐車場整理・清掃
・北口第一自転車駐車場用地借上げ

同左 同左

事業概要

対
象

一般市民

目
的

放置禁止区域の公共空間を保持し、また環境美化を促進する。

優
先
度 活

動
概
要

放置禁止区域において月６回程度の放置自転車等の撤去を行う。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 道路安全課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0706 通学路安全対策
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・通学路安全対策業務
・通学路安全対策工事

同左 同左

対
象

小・中学生

目
的

通学路の道路拡幅整備等により、児童・生徒等が安心して通学で
きるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

通学路の道路拡幅整備及び維持補修、反射鏡、照明灯の整備等
を行う。

A

取
組
②

6
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- 33 -

Ⅰ

ⅲ

8

取組

①

②

③

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

安全で快適な道路環境の整備

施策・方針

都市計画道路の整備

計画的な都市計画道路の整備

広域幹線道路との連携による利便性の向上

電線地中化の整備
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- 34 -

Ⅰ

ⅳ

9

取組

①

②

③

④

単位（千円）

0 371,640 25,300

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 371,640 25,300

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

憩いと交流のための公園整備と管理

施策・方針

計画的な公園の整備と維持管理の充実

計画的な公園の整備

アーバンアクア公園の整備

公園サポーター制度の確立・推進

公園などの施設の安全性の確保

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

公園整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

-

・白子三丁目土地区画整理事業地内に公
園を整備する。
・老朽化が進んでいる公園について、施設
のリニューアルを進める。

平成32年度 平成33年度

・白子三丁目土地区画整理事業地内に公
園を整備する。
・老朽化が進んでいる公園について、施設
のリニューアルを進める。

事業区分

投資的事業 都市整備課

事業概要

対
象

公園利用者

目
的

地域の方が安心して利用できる公園を整備する。

0901

優
先
度 活

動
概
要

公園の整備及び施設補修を行う。

B

- 34 -



- 35 - 単位（千円）

1 113,366 11,138

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 113,366 11,138

所管課

97,521 97,471 101,555

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 97,521 97,471 101,555

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0903 アーバンアクア公園整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・未整備施設について、順次整備を実施
する。
・部分供用を開始した区域について、適正
な維持管理を実施する。

同左

アーバンアクア公園の維持管理業務を実
施する。事業区分

投資的事業 都市整備課

事業概要

対
象

公園利用者

目
的

汚水処理場蓋架け部分を運動公園として利用する。

公園を整備し、市民に利用してもらう。

A

取
組
④

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

公園の清掃、樹木管理、除草、トイレ清掃等の維持管理を行う。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

0905 公園管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・公園施設について、適正な維持補修及
び管理業務を実施する。

・公園施設について、適正な維持補修及
び管理業務を実施する。
・公園施設の長寿命化のための修繕等を
実施し、利用者の安全を確保及び利便性
を向上する。

同左

事業区分

経常的事業 都市整備課

事業概要

対
象

公園利用者

目
的

市民が憩い、集い、遊ぶ場所として利用できるよう、適正な管理を
図る。

- 35 -



- 36 -

Ⅰ

ⅳ

10

取組

①

②

③

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

憩いと交流のための公園整備と管理

施策・方針

県営和光樹林公園の有効活用

公園の特色をいかした有効活用

公園利用者の利便性の向上

適切な維持管理
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- 37 -

Ⅰ

ⅴ

11

取組

①

②

③

④

単位（千円）

191,700 402,600 443,300

特定財源 （Ａ） 0 200,000 200,000

一般財源 （Ｂ） 191,700 202,600 243,300

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

上・下水道サービスの提供

施策・方針

安全な水の安定供給

安全安心な水質の維持

安定した供給の堅持

経営の効率化・合理化

市民の水道に対する意識の向上

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1101 浄水場施設改良
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市水道ビジョン・和光市水道事業施
設更新計画に基づき、浄水場施設更新工
事を行う。

同左 同左

事業区分

投資的事業 水道施設課

事業概要

対
象

水道利用者

目
的

水需要に対応した施設を整備し、安全で安定的な水の供給を行う。

優
先
度 活

動
概
要

和光市水道ビジョン・和光市水道事業施設更新計画に基づき、浄
水場施設更新工事を行う。

A

- 37 -



- 38 - 単位（千円）

210,600 222,904 252,450

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 210,600 222,904 252,450

所管課

90,800 92,080 92,528

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 90,800 92,080 92,528

所管課

活
動
概
要

和光市水道ビジョン及び施設更新計画に
基づき、老朽化した管路や地震動に脆弱
な管路を耐震化対応した管路へ計画的に
更新する。取

組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度

老朽化した管路や地震動に脆弱な管路を耐震化対応した管路に更
新する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1102 給配水管整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

投資的事業 水道施設課

事業概要

対
象

水道利用者

目
的

委託（開始、中止、検針、データ確認、料
金計算、納付書、口座振替、納入、滞納
整理）を継続する。また、料金確保を図る
とともに、事業運営の安定化を図る。

和光市水道ビジョン及び施設更新計画に基づき、老朽化した管路
や地震動に脆弱な管路を耐震化対応した管路へ計画的に更新す
る。

A

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

平成１１年度から開始した委託（開始、中止、検針、データ確認、料
金計算、納付書、口座振替、納入、滞納整理）について見直しを行
いながら、平成27年9月から5年間の長期継続契約を締結し、一連
事務を継続し、料金確保を図るとともに、事業運営の安定化を図
る。

検針、調定、請求、納入、滞納の一連の徴収事務が安定的、継続
的に行なわれるようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1103 水道料金徴収事務事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 企業経営課

事業概要

対
象

水道利用者

目
的
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- 39 - 単位（千円）

1,324 753 753

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,324 753 753

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 水道施設課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1104 広報活動
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

水道週間などのイベントにおいて、ライフ
ラインとしての水道事業に対する理解を深
め、全ての水を大切にするようにPRする。
和光市ホームページおよび、広報「わこ
う」によって、水道についての広報を行っ
ていく。

同左 同左

対
象

市民

目
的

我々を取り巻く全ての水が重要であり、大切であることが理解され
ているようにする。

優
先
度 活

動
概
要

水道週間などのイベントにおいて、ライフラインとしての水道事業に
対する理解を深め、全ての水を大切にするようにPRする。
和光市ホームページおよび、広報「わこう」によって、水道について
の広報を行っていく。B

取
組
④

4
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- 40 -

Ⅰ

ⅴ

12

取組

①

②

③

単位（千円）

139,230 134,429 125,882

特定財源 （Ａ） 139,230 134,429 125,882

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

上・下水道サービスの提供

施策・方針

公共下水道利用の推進

着実な下水道の整備

既存公共下水道施設の維持管理及び長寿命化

整備区域拡大に伴う大型施設の接続推進

取
組
①
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

汚水整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

中央分区枝線工事
総合地震対策設計業務

総合地震対策工事

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

投資的事業 下水道課

事業概要

対
象

下水道事業認可区域内の市民

目
的

事業認可区域の下水道（汚水）整備率を推進すると共に、水洗化
率を１００％に近づける。

1201

優
先
度 活

動
概
要

区画整理地内等における公共下水道の整備を進め、水洗化を促
進させる。

B
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- 41 - 単位（千円）

75,593 76,122 76,089

特定財源 （Ａ） 75,593 76,122 76,089

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

86 86 86

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 86 86 86

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1202 下水道(汚水)維持管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

管路施設調査業務委託
管路補修工事

同左 同左

事業区分

経常的事業 下水道課

事業概要

対
象

公共下水道を利用している市民及び関係者

目
的

下水道を維持管理し、管の補修（長寿命化）を行い安全確保し、安
定した下水道サービスを提供する。下水道施設の情報をデジタル
化することにより窓口対応の円滑化と、業務の効率化を達成する。

下水道管内のカメラ調査により、異常個所の早期発見・補修を行う
とともに、水質の適正な管理等を実施し、管渠の維持管理に努め
る。

B

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

健全な運営を確保し下水道施設を市民の恒久的財産として適正に
維持管理する。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1203 下水道管理業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平成30年度に見直しを図った内容で審議
会を開催する。

審議会の開催

同左

事業区分

経常的事業 企業経営課

事業概要

対
象

市民

目
的

下水道事業の経営の健全化や透明性の確保を図る。
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- 42 -

Ⅰ

ⅴ

13

取組

①

②

③

単位（千円）

18,561 18,869 18,862

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 18,561 18,869 18,862

所管課

基本目標

快適で暮らしやすいまち【都市基盤】

基本施策・基本方針

上・下水道サービスの提供

施策・方針

雨水対策の推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

雨水排水施設の維持管理及び長寿命化

雨水の宅地内処理の指導・啓発

雨水排水施設の整備

同左

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

下水道施設（雨水）を適正に維持管理する。

1301 下水道（雨水）維持管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

雨水排水ポンプ維持管理業務委託
自家用電気工作物保安管理業務委託

同左

事業区分

経常的事業 下水道課

事業概要

対
象

下水道施設（雨水）が整備されている地域の市民

目
的

優
先
度 活

動
概
要

施設を適正に管理し、定期点検及び法定検査を行う。

B
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- 43 - 単位（千円）

227,815 599,019 136,741

特定財源 （Ａ） 222,000 595,400 133,100

一般財源 （Ｂ） 5,815 3,619 3,641

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

越戸川第1号雨水幹線整備工事

取
組
③

2

事業番号 事業名

目
的

事業認可区域の下水道（雨水）整備率を１００％にする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1302 雨水整備
財
源

雨水を有効かつ適切に処理するため、雨水管未整備地区に管渠
の布設を行う。

A

同左

谷中川第４号雨水幹線整備工事

事業区分

投資的事業 下水道課

事業概要

対
象

浸水被害を被る可能性のある市民
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- 44 -

Ⅱ

ⅰ

14

取組

①

②

③

単位（千円）

79,871 80,057 80,057

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 79,871 80,057 80,057

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

確かな学力の育成をめざした教育の推進

分かる授業、楽しく学べる授業づくり

個に応じた指導の充実

教職員の指導力の向上

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

児童教育活動
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

学習指導要領に基づく教育課程を確実に
実施する。
プログラミング教育用消耗品費計上。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

和光市立小学校児童

目
的

教員の指導力の向上を図る。また子どもたちに確かな学力を身に
つけさせる。

1401

優
先
度 活

動
概
要

学習指導要領に基づく教育課程を確実に実施する。（①分かる授
業、楽しく学べる授業づくりの実施、②学力向上支援教員の配置に
よる個に応じた指導の充実）

A
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- 45 - 単位（千円）

21,780 21,913 21,913

特定財源 （Ａ） 360 360 360

一般財源 （Ｂ） 21,420 21,553 21,553

所管課

34,996 47,748 47,748

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 34,996 47,748 47,748

所管課

取
組
①
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1402 生徒教育活動
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

学習指導要領に基づく教育課程を確実に
実施する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

和光市立中学校生徒

目
的

教員の指導力の向上を図る。また子どもたちに確かな学力を身に
つけさせる。

学習指導要領に基づく教育課程を確実に実施する。（①分かる授
業、楽しく学べる授業づくりの実施、②学力向上支援教員の配置に
よる個に応じた指導の充実）

A

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

外国語指導助手を市内各小・中学校に配置し、外国語指導助手と
担任教師のティームティーチングによる外国語活動・英語授業の実
施、スピーチコンテストの指導、国際理解教育に関する学校行事等
への参加を行う。B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1403 英語教育推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

外国語指導助手の配置等による外国語
活動の推進。
外国語指導助手の増員及び時間単価増
額
英語資格検定受験補助金計上

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

和光市立各小・中学校児童生徒

目
的

一人ひとりが積極的に英語に親しむ態度を育むとともに、外国文化
に対する関心を高める。
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- 46 - 単位（千円）

95,189 96,640 96,640

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 95,189 96,640 96,640

所管課

41,567 42,062 42,062

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 41,567 42,062 42,062

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1404 コンピュータ教育推進（小学校）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

情報教育の推進
センターサーバー借上契約更新（H31.9
～）

同左 同左

事業概要

対
象

和光市立小学校児童及び教職員

目
的

高度情報化社会に対応することのできる情報活用能力の基礎を育
成する。

優
先
度 活

動
概
要

情報教育推進委員会や各学校等における研修会（①情報機器を
活用した学習活動の充実、②情報リテラシーやモラル・マナーの習
得、③コンピュータやネットワークを活用した校務の効率化等を中
心とした研修）を開催し、教職員のスキルや指導力を高め、児童の
情報活用能力を育成する学習指導の充実を図る。B

取
組
①

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1405 コンピュータ教育推進（中学校）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

情報教育の推進
センターサーバー借上契約更新（H31.9
～）

同左 同左

対
象

和光市立中学校生徒及び教職員

目
的

高度情報化社会に対応することのできる情報活用能力を育成す
る。

優
先
度 活

動
概
要

情報教育推進委員会や各学校等における研修会（①情報機器を
活用した学習活動の充実、②情報リテラシーやモラル・マナーの習
得、③コンピュータやネットワークを活用した校務の効率化等を中
心とした研修）を開催し、教職員のスキルや指導力を高め、生徒の
情報活用能力を育成する学習指導の充実を図る。B

取
組
①

5

- 46 -



- 47 - 単位（千円）

4,500 2,700 2,700

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 4,500 2,700 2,700

所管課

1,950 1,350 1,350

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,950 1,350 1,350

所管課

6

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1406 小学校図書教育推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

図書教育の充実
百科事典の入替
下新倉小の図書充足率向上

図書教育の充実

同左

事業概要

対
象

和光市立小学校在籍児童

目
的

豊かな心を育成するとともに、自主的な学習能力を身につけさせ
る。

優
先
度 活

動
概
要

学校図書館が児童にとって、心のオアシスとなる読書センターとし
ての機能と、調べ学習を中心とした学習情報センターとしての機能
が果たせるように、教育計画に基づく蔵書の整備とレファレンス活
動の充実を図り、活発な活動を行う。また、図書館資料を活用した
効果的な学習の推進を図る。B

取
組
①

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1407 中学校図書教育推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

図書教育の充実
百科事典の入替

図書教育の充実

同左

対
象

和光市立中学校在籍生徒

目
的

豊かな心を育成するとともに、自主的な学習能力を身につけさせ
る。

優
先
度 活

動
概
要

学校図書館が生徒にとって、心のオアシスとなる読書センターとし
ての機能と、調べ学習を中心とした学習情報センターとしての機能
が果たせるように、教育計画に基づく蔵書の整備とレファレンス活
動の充実を図り、活発な活動を行う。また、図書館資料を活用した
効果的な学習の推進を図る。B

取
組
①

7

- 47 -



- 48 - 単位（千円）

13,365 13,416 13,416

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 13,365 13,416 13,416

所管課

18,156 18,236 18,236

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 18,156 18,236 18,236

所管課

8

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1408 学校衛生管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

教職員健康診断等の実施

同左 同左

事業概要

対
象

和光市立小・中学校教職員

目
的

教職員の健康の維持・管理を図る。

優
先
度 活

動
概
要

教職員定期健康診断等を実施する。

C

取
組
①

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1409 児童衛生管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

児童健康診断等の実施

同左 同左

対
象

和光市立小学校児童

目
的

児童の健康の維持・増進を図る。

優
先
度 活

動
概
要

和光市立小学校児童健康診断を実施する。

C

取
組
①

9
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- 49 - 単位（千円）

7,973 8,028 8,028

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 7,973 8,028 8,028

所管課

24,205 24,205 24,205

特定財源 （Ａ） 600 600 600

一般財源 （Ｂ） 23,605 23,605 23,605

所管課

10

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1410 生徒衛生管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

生徒健康診断等の実施

同左 同左

事業概要

対
象

和光市立中学校生徒

目
的

生徒の健康の維持・増進を図る。

優
先
度 活

動
概
要

和光市立中学校生徒健康診断を実施する。

C

取
組
①

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1411 教育扶助（小学校）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

就学援助制度及び特別支援教育就学奨
励費により教育費の援助を行う

同左 同左

対
象

要保護及び準要保護基準該当世帯児童

目
的

教育の機会の均等を図る。

優
先
度 活

動
概
要

該当児童の学校教育における教育費（学用品費・学校給食費・校
外活動費・医療費等）の援助を行う。
経済的に就学困難な児童の保護者からの申請に基づき、主に所得
等により審査し認定する。認定者には毎学期ごとに学用品費、学校
給食費などを援助する。B

取
組
①

11
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- 50 - 単位（千円）

22,465 22,465 22,465

特定財源 （Ａ） 500 500 500

一般財源 （Ｂ） 21,965 21,965 21,965

所管課

422 422 422

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 422 422 422

所管課

12

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1412 教育扶助（中学校）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

就学援助制度及び特別支援教育就学奨
励費により教育費の援助を行う

同左 同左

事業概要

対
象

要保護及び準要保護基準該当世帯生徒

目
的

教育の機会の均等を図る。

優
先
度 活

動
概
要

該当生徒の学校教育における教育費（学用品費・学校給食費・校
外活動費・医療費等）の援助を行う。
経済的に就学困難な生徒の保護者からの申請に基づき、主に所得
等により審査し認定する。認定者には毎学期ごとに学用品費、学校
給食費などを援助する。B

取
組
①

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1413 教職員研究･研修
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

教職員の指導力向上のため学校訪問や
研修会等の実施。

同左 同左

対
象

和光市立小・中学校教職員

目
的

教職員の指導の資質の向上を図る。

優
先
度 活

動
概
要

教職員の指導力向上のための学校訪問、研修会への講師派遣等
の実施。
研究成果を教育活動へ生かすための研究紀要作成、職員研修充
実のための研究費支援、市教育研究会の研修充実に向けた補助
金活用、学校経営の適正化による教育の向上と教職員の資質向
上のための校長会補助金活用を行う。

A

取
組
③

13
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- 51 - 単位（千円）

331 28,907 8,301

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 331 28,907 8,301

所管課

660 660 660

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 660 660 660

所管課

14

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 学校教育課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1414 教科書採択替えによる教師用教科書・指導書整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

教科書採択替えによる教師用教科書及び
指導書の整備
中学校道徳採択のため

教科書採択替えによる教師用教科書及び
指導書の整備
小学校全教科採択替えのため

教科書採択替えによる教師用教科書及び
指導書の整備
中学校全教科採択替えのため

事業概要

対
象

和光市立小・中学校教職員

目
的

学習指導要領に基づく教科書を使用した授業での指導の充実を図
る。

優
先
度 活

動
概
要

教科書採択替えによる教師用教科書、指導書を整備する。

A

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1418 小・中学校研究推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

教職員の資質・能力の向上のため、職員
研修を実施し、研究紀要を作成する。

同左 同左

対
象

和光市立小・中学校教職員

目
的

教職員の指導力と資質の向上を図る。

優
先
度 活

動
概
要

各学校の研修会への講師派遣等の実施、研究成果を教育活動へ
生かすための研究紀要作成、職員研修充実のための研究費支援
を行う。

A

取
組
③

15
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- 52 -

Ⅱ

ⅰ

15

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

1,757 1,757 1,757

特定財源 （Ａ） 188 188 0

一般財源 （Ｂ） 1,569 1,569 1,757

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

地域と連携した教育の推進

学校応援団の整備

家庭や地域総ぐるみの教育支援体制の拡充

学校応援団の支援による特色ある教育活動の展開

みどりの学校ファームの推進
豊かな自然体験活動の実施

取
組
①
②
③
⑤

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1501 地域連携推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

コミュニティスクールの実施及び学校運営
協議会や学校応援団の活動支援。

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

和光市立小･中学校児童生徒及び各学校にかかわる家庭・地域

目
的

①学校の特色を生かし、地域の信頼を得る（学校評議員）。②学校
の活性化や家庭・地域の教育力の向上を目指すとともに、学校･家
庭･地域社会の一体化を図る（学校応援団）。

優
先
度 活

動
概
要

①保護者や地域住民などの意見を幅広く聴取し、多面的な視野か
ら学校運営を見直す。②学校応援団により、学習活動、安心・安全
確保、学校の環境整備を支援する。

A
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- 53 - 単位（千円）

10,734 10,734 10,734

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 10,734 10,734 10,734

所管課

3,800 3,800 3,800

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 3,800 3,800 3,800

所管課

活
動
概
要

教育活動の充実により、学校を活性化を
推進する。

取
組
③
④

2

事業番号 事業名

優
先
度

児童生徒や地域の実態に応じた教育活動の充実を図ることで、学
校を活性化し、児童生徒の確かな学力を育成する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1504 学校活性化
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

和光市立小・中学校児童生徒

目
的

林間学校参加に際し、保護者の負担軽減
を図る。

①情報機器を活用した学習活動の充実により、児童生徒の情報活
用能力向上を図る。②学校農園の活用を指導計画に位置づけ、各
教科の中で農業体験を生かした教育活動の充実を図る。③教育計
画に基づく蔵書整備とレファレンス活動の充実により、効果的な図
書館教育を推進する。④各小・中学校において、教育環境整備、地
域人材の活用等、学校の実態に応じた特色ある教育を推進する。

B

取
組
⑤

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

児童一人当たり５０００円の補助をする。

林間学校に参加するにあたり、林間学校の保護者負担を軽減す
る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1505 校外活動支援（小学校）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

林間学校に参加する和光市立小学校児童

目
的

- 53 -



- 54 - 単位（千円）

3,500 3,500 3,500

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 3,500 3,500 3,500

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1506 校外活動支援（中学校）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

林間学校参加に際し、保護者の負担軽減
を図る。

同左 同左

対
象

林間学校に参加する和光市立中学校生徒

目
的

林間学校に参加するにあたり、林間学校の保護者負担を軽減す
る。

優
先
度 活

動
概
要

生徒一人当たり５０００円の補助をする。

B

取
組
⑤

4
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- 55 -

Ⅱ

ⅰ

16

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

83,478 83,488 83,488

特定財源 （Ａ） 3,420 3,420 3,420

一般財源 （Ｂ） 80,058 80,068 80,068

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

よりよく適応するための支援体制づくりの推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

関係機関との連携の強化

各園・学校の情報提供と交流会の推進

小中学校におけるキャリア教育の推進

相談しやすい環境の整備
個々のケースに合わせた支援の実施

特別支援・適応支援の充実を図る。

取
組
①
②
④
⑤

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

①いじめの解決や不登校児童生徒の学校復帰を達成する。②障害
等に応じた適切な教育環境をつくる。③さわやか相談員、教育相談
員、教員の資質向上を図る。

1601 教育支援センター・特別支援・適応支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

特別支援・適応支援の充実を図る。
教育相談専門員の及び学校生活支援員
の増員。

同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

児童生徒及び保護者、教職員、学校等

目
的

優
先
度 活

動
概
要

①電話や面接、訪問等による教育相談、就学相談、発達相談を行
う。②発達検査、学校・施設訪問、面接などから適切なアセスメント
を行い、一人ひとりの支援方法を明確にする。③教職員（教育相談
員も含む）を対象にした研修会を実施し、教職員の資質向上を図
る。A
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- 56 - 単位（千円）

5 5 5

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5 5 5

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

幼児教育と小学校教育との円滑な接続の
ため、研修会を実施する。

取
組
①
②
⑤

2

事業番号 事業名

目
的

幼稚園、保育園、小学校が互いに連携し、幼児教育と小学校教育
を円滑に接続させ、子どもたちの健やかな成長を図る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1602 幼保小連携推進
財
源

幼稚園児・保育所園児及び小学校児童の交流と教職員間の交流
を行う。また、保育課程・教育課程の編成、指導方法についての交
流等を行う。

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

和光市立各小学校児童と和光市各保育所・幼稚園園児ならびに教
職員と保護者

- 56 -



- 57 -

Ⅱ

ⅰ

17

取組

①

②

③

④

単位（千円）

46,998 56,667 56,352

特定財源 （Ａ） 26,007 31,739 31,474

一般財源 （Ｂ） 20,991 24,928 24,878

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

放課後児童の居場所づくりの推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

放課後児童の場の周知・充実

保育クラブと一体的な、または連携による実施

放課後子ども教室の活動スペースの確保

福祉部局との連携の強化

放課後に安心安全な子どもの活動拠点
(居場所)を設け、地域の方の参画を得て
子どもたちに勉強やスポーツ・文化芸術活
動、地域住民との交流活動等の機会を提
供する。

同左

取
組
①
②
③
④

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

市内在住・在学の小学生

目
的

子どもたちが心豊かで健やかに育まれる環境づくりをする。

1701 放課後子ども教室推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

安心安全な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参
画を得て子どもたちに勉強やスポーツ・文化芸術活動、地域住民と
の交流活動等の機会を提供する。英語教室、工作教室、昔遊び教
室、スポーツ教室など多様なプログラムを行っている。また、毎日開
催の「わこうっこクラブ」を実施し、自主学習、自由遊びをとおして児
童が主体的に過ごせる居場所として提供する。

B

同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象
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- 58 -

Ⅱ

ⅰ

18

取組

①

②

単位（千円）

392,761 399,087 405,497

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 392,761 399,087 405,497

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

安全でおいしい学校給食の充実

食育の推進

給食施設の改修

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1801 学校給食業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

児童生徒の健康の増進とともに、児童生
徒の成長に必要な栄養を満たし、日本古
来の主食である米飯や地場産食材を取り
入れた安全で衛生的な給食を提供する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

和光市立小・中学校児童生徒

目
的

児童生徒自らが生涯にわたり健康で心豊かな食生活を送ることが
できる能力を身につける。

優
先
度 活

動
概
要

児童生徒の健康の増進とともに、児童生徒の成長に必要な栄養を
満たし、日本古来の主食である米飯や地場産食材を取り入れた安
全で衛生的な給食を提供する。

A
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- 59 - 単位（千円）

9,222 25,615 28,119

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 9,222 25,615 28,119

所管課

14,948 15,119 15,119

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 14,948 15,119 15,119

所管課

活
動
概
要

老朽化した備品の買い替え

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度

事故のない安全で衛生的な学校給食を提供する環境づくりを行う。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1804 給食用備品整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

投資的事業 学校教育課

事業概要

対
象

市内小・中学校児童生徒

目
的

ネズミ、害虫等の生息実態調査を毎月実
施することにより、発生時の初期対策がで
き、被害の拡大を防止する。また、ダクト
やぐりストラップ等を定期的に清掃するこ
とで施設設備を清潔に保つ。

老朽化した備品の買い替え。

B

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

鼠、害虫等の生息実態調査を毎月実施することにより発生時の初
期対策ができ、被害の拡大を防止する。また、ダクトやグリストラッ
プ等を定期的に清掃することで施設設備を清潔に保つ。

安全で衛生的な学校給食を提供する環境づくりを行う。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1805 給食安全衛生管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 学校教育課

事業概要

対
象

市内小・中学校児童生徒

目
的
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- 60 - 単位（千円）

21,900 7,388 2,900

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 21,900 7,388 2,900

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 学校教育課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1806 学校給食栄養管理システム導入業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市立各小・中学校に栄養管理システ
ム及び学校徴収金システムを導入し、学
校給食の栄養管理及び給食関係事務の
処理を行う。

同左 同左

対
象

和光市立小・中学校　児童・生徒及び教職員

目
的

安心・安全な給食の提供、食育の推進・充実及び教職員の負担軽
減

優
先
度 活

動
概
要

和光市立各小・中学校に栄養管理システム及び学校徴収金システ
ムを導入し、学校給食の栄養管理及び給食関係事務の処理を行
う。

B

取
組
①

4
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- 61 -

Ⅱ

ⅰ

19

取組

①

②

③

単位（千円）

222,655 224,271 225,747

特定財源 （Ａ） 300 300 300

一般財源 （Ｂ） 222,355 223,971 225,447

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

安全な学校教育環境の整備

教育施設・設備の整備と適正な維持管理

新たな交通安全立哨指導体制の構築

防犯対策の強化

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1901 小学校管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

小学校の管理運営に必要な消耗品購入、
光熱水費、修繕、学校の施設維持管理に
必要な業務委託

同左 同左

事業区分

経常的事業 教育総務課

事業概要

対
象

市内小学校児童

目
的

校舎等学校施設の日常的な維持管理を図り、教育環境を整備す
る。

優
先
度 活

動
概
要

学校生活が円滑に営まれるための修繕等施設管理を行う。

B
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- 62 - 単位（千円）

64,111 64,829 65,045

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 64,111 64,829 65,045

所管課

37,620 103,493 135,797

特定財源 （Ａ） 17,300 17,285 0

一般財源 （Ｂ） 20,320 86,208 135,797

所管課

活
動
概
要

中学校の管理運営に必要な消耗品購入、
光熱水費、修繕、学校の施設維持管理に
必要な業務委託

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度

校舎等学校施設の日常的な維持管理を図り、教育環境を整備す
る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1902 中学校管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

A

同左 同左

事業区分

経常的事業 教育総務課

事業概要

対
象

市内中学校生徒

目
的

老朽化した学校施設の維持、補修を行う
・トイレ改修工事
・特別教室空調機設置工事設計業務委託
・北原小拡幅工事に伴うフェンス正門改修
工事

学校生活が円滑に営まれるための修繕等施設管理を行う。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

老朽化した施設の改修を実施する。

教育施設の改修工事等を計画的に実施し、教育環境の整備を図
る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1903 小学校施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

老朽化した学校施設の維持、補修を行う
・トイレ改修工事
・特別教室空調機設置工事
・受変電設備改修工事
・PCB廃棄物処理業務委託

老朽化した学校施設の維持、補修を行う
・プール改修工事
・第三小大規模改修工事設計業務委託
・エレベーター既存不適格改修工事

事業区分

投資的事業 教育総務課

事業概要

対
象

市内小学校児童

目
的
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- 63 - 単位（千円）

4,950 231,429 116,864

特定財源 （Ａ） 0 28,064 0

一般財源 （Ｂ） 4,950 203,365 116,864

所管課

59 59 59

特定財源 （Ａ） 59 59 59

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 教育総務課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1904 中学校施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

老朽化した学校施設の維持、補修を行う
・特別教室空調機設置工事設計業務委託

老朽化した学校施設の維持、補修を行う
・トイレ改修工事・特別教室空調機設置工
事
・外装改修工事
・受変電設備改修工事
・屋上防水改修工事
・救助袋交換工事

老朽化した学校施設の維持、補修を行う
・長寿命化改修工事設計業務委託
・管理図作成業務委託
・中学校受水槽改修工事
・グラウンド等改修工事

対
象

市内中学校生徒

目
的

教育施設の改修工事等を計画的に実施し、教育環境の整備を図
る。

優
先
度 活

動
概
要

老朽化した施設の改修を実施する。

A

取
組
①

4

6

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 教育総務課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1906 学校教育施設整備基金積立
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

今後、必要な整備の資金を把握し、適切
な基金残高を確保していく必要がある。

同左 同左

対
象

和光市学校教育施設整備基金

目
的

計画的な事業執行を図るうえで財政面を平準化する。また、学校教
育施設の建設、改修、増設その他の整備の資金を確保する。

優
先
度 活

動
概
要

財政状況や事業の進捗を勘案しながら基金の積立を行う。

C

取
組
①
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- 64 - 単位（千円）

28,402 28,872 28,872

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 28,402 28,872 28,872

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 教育総務課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

1907 交通安全立哨指導員
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

児童の登下校時の安全を図るため、立哨
指導員１か所、シルバー人材センター委
託交通指導員を33か所設置する。

同左 同左

対
象

市内小学校児童

目
的

通学児童の登下校時の安全を図る。

優
先
度 活

動
概
要

児童の登下校時の安全を図るため交通指導員を配置する。

B

取
組
②

8
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- 65 -

Ⅱ

ⅰ

20

取組

①

②

③

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

小中学校の配置・規模の適正化の推進

学校選択制の活用による市内小中学校の教育環境の適正化

小・中学校の建設

学校の適正配置・適正規模の検討と改善
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- 66 -

Ⅱ

ⅰ

21

取組

①

②

単位（千円）

157,073 157,073 157,073

特定財源 （Ａ） 41,277 41,277 41,277

一般財源 （Ｂ） 115,796 115,796 115,796

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

個性を伸ばし生きる力を育む教育

施策・方針

幼児教育の機会の支援

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

幼稚園就園奨励の補助

地域や関係機関との連携

私立幼稚園就園幼児保護者を対象に幼
稚園就園奨励費補助金及び和光市幼稚
園児保護者補助金を交付し、就園保護者
の経済的負担の軽減を図る。

同左

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

私立幼稚園就園幼児保護者

目
的

幼児教育の振興を目的とし保護者の経済的負担の軽減を図ること
により、幼児教育の振興を行う。

2101 幼稚園就園奨励費等運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

私立幼稚園就園幼児保護者を対象に幼稚園就園奨励費補助金及
び和光市幼稚園児保護者補助金を交付し、就園保護者の経済的
負担の軽減を図る。

B

同左

事業区分

経常的事業 保育サポート課

事業概要

対
象
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- 67 -

Ⅱ

ⅱ

22

取組

①

②

③

④

単位（千円）

416 416 416

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 416 416 416

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

心豊かな市民生活を築く生涯学習の社会づくり

施策・方針

生涯学習支援の推進

市民の主体的・自主的な学習活動の支援

社会教育施設の充実

生涯学習に関するネットワークの構築・活用

生涯学習の場としての図書館機能の充実

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2201 成人式
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

成人式実行委員会が準備から式典までの
企画・運営を行う。また式典をとおして新
成人を祝福する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象

新成人（20歳)となる市民

目
的

成人としての自覚を醸成する。

優
先
度 活

動
概
要

成人式実行委員会が準備から式典までの企画・運営を行う。また、
式典を通して、新成人を祝福する。

B
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- 68 - 単位（千円）

520 520 520

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 520 520 520

所管課

325 341 349

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 325 341 349

所管課

活
動
概
要

補助金を交付することで、各種の団体が
充実するよう会員の増加、活動内容の充
実を図る。

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度

各種団体が育成されるようにし、また各種団体活動を盛んにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2202 社会教育団体活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象

和光市ＰＴＡ・保護者会連合会、ボーイスカウト和光団、和光市人権
教育推進協議会、白子囃子保存会

目
的

文化祭実行委員会を中心に、文化祭を企
画・運営し日頃の各サークル団体の活動
成果の発表を通じて、地域の人びと・学校
などとの交流を深める。
〇公民館文化祭会場設営委託

補助金を交付することで、各種の団体活動が充実するよう会員の
増加、活動内容の充実を図る。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

利用団体の日ごろの活動の成果発表の場として文化祭を開催し、
地域住民との交流を図る。

社会教育施設の利用を拡大する。また、利用団体間のコミュニケー
ションを深める。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2203 中央公民館文化祭
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 中央公民館

事業概要

対
象

公民館利用者及び地域住民

目
的
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- 69 - 単位（千円）

503 503 503

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 503 503 503

所管課

496 510 528

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 496 510 528

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 南公民館

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2204 南公民館まつり
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

利用団体の一年間の成果を発表するとと
もに利用団体同士や地域住民との交流の
場として開催する。
〇公民館まつりテント及び音響設営撤去
委託

同左 同左

対
象

南公民館利用団体及び周辺地域住民

目
的

利用を拡大し、地域住民の交流を深める。

優
先
度 活

動
概
要

クラブ活動の成果発表の場として、作品展示・活動実演・模擬店開
催を実施し、学習機会の周知徹底を図る。

B

取
組
①

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 坂下公民館

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2205 坂下公民館まつり
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

公民館活動団体の成果発表や地域住民
の交流の場となる重要なイベントを、利用
団体、地域住民が公民館まつりを自主的
に実施するために「坂下公民館まつり実
行委員会」が主となり、企画から運営まで
行い、今後の公民館の充実・発展に繋げ
る。
〇公民館まつりテント及び音響設営撤去
委託

同左 同左

対
象

公民館利用者及び周辺地域住民

目
的

まつりをとおして市民相互の連帯感を醸成するとともに、公民館活
動の充実・発展のため地域活動の活性化を図る。

優
先
度 活

動
概
要

まつりを開催し、公民館活動の成果発表及び地域住民との交流の
機会を提供する。

B

取
組
①
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- 70 - 単位（千円）

26,010 25,658 26,037

特定財源 （Ａ） 1,600 1,600 0

一般財源 （Ｂ） 24,410 24,058 26,037

所管課

13,280 11,945 12,169

特定財源 （Ａ） 720 720 720

一般財源 （Ｂ） 12,560 11,225 11,449

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 中央公民館

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2206 中央公民館管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

各利用団体や利用者の学びやすい環境
を整えるため、施設面に関しては、保守点
検などを通して、安心・安全な施設運営を
行いながら、地域住民に学習機会の場を
提供する。

同左 同左

対
象

公民館活動利用者

目
的

利用者の利便性を向上する。また、学びやすい学習環境を整える。

優
先
度 活

動
概
要

地域住民等に学習機会及び場を提供する。また、施設の適切な維
持管理・運営を行う。

C

取
組
②

6

7

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 南公民館

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2207 南公民館管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

利用者が安心安全に利用できるように施
設の維持管理に努める。

同左 同左

対
象

和光市公民館設置及び管理条例施行規則に定められている対象
区域を主とする市民

目
的

市民の満足度を向上させる。また、公民館の経営を健全に行う。

優
先
度 活

動
概
要

地域住民等に学習機会の提供と適切な管理・運営がなされている
学習場所の提供を行う。

C

取
組
②
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- 71 - 単位（千円）

11,491 11,857 11,496

特定財源 （Ａ） 360 360 0

一般財源 （Ｂ） 11,131 11,497 11,496

所管課

1,242 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,242 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 坂下公民館

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2208 坂下公民館管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

生涯学習を支援し、利用者及び地域住民
等が安心して安全な環境の下で、憩い・学
びができるよう適正な維持管理・運営を行
うとともに、公民館認知度向上のために多
くの方に公民館を知ってもらえる公民館づ
くりを行う。

同左 同左

対
象

市民及び在学在勤者

目
的

利用者が学習や活動しやすい環境を整える。

優
先
度 活

動
概
要

生涯学習を支援し、利用者が安心安全な環境の下で活動できるよ
う、施設の適正な維持管理・運営を行う。

C

取
組
②

8

9

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 坂下公民館

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2210 坂下公民館施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

施設の老朽化に伴い、利用者の安心安全
を確保するためには修繕の必要性が高く
なっている。
〇本館外部鉄骨階段塗装改修工事

－ －

対
象

坂下公民館利用者

目
的

安全な環境で、安心して学習ができるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

老朽化した施設を修繕し、利用者の安心安全を確保する。

C

取
組
②
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- 72 - 単位（千円）

8,077 8,001 8,001

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 8,077 8,001 8,001

所管課

70,892 72,168 73,327

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 70,892 72,168 73,327

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 生涯学習課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2211 生涯学習推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

生涯学習及び社会教育に関する諸計画
の立案、意見、調査研究、またこれに伴う
各種事業の推進を行う。
〇社会教育委員報酬
〇非常勤特別職報酬

同左 同左

対
象

市民、社会教育委員、社会教育指導員、生涯学習推進員、社会教
育功労賞表彰者

目
的

生涯学習・社会教育の振興を図り、市民一人ひとりが心豊かで充
実した生活を実現しているようにする。

優
先
度 活

動
概
要

生涯学習及び社会教育に関する諸計画の立案、意見、調査研究、
またこれに伴う各種事業の推進を行う。

B

取
組
③

10

11

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 図書館

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2212 図書館管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

図書館資料の提供を通して市民の読書活
動の推進を図り、日常生活や仕事に必要
な情報や知識が得られる「地域コミュニ
ティを支える情報拠点」を目指し、市民の
ニーズに対応した図書館サービスの充実
を図る。
また、図書館と市民とのふれあいの場を
提供し、多くの市民に図書館のことを知っ
てもらうことと、利用者の拡大を図ることを
目的に、さらに、地域やボランティア団体
の皆様と協力して、各種事業を行う。

同左 同左

対
象

図書館利用者及び公民館図書室利用者

目
的

①利用者が快適、便利に過ごせる環境を整える。②自主的、自発
的に学習意欲が向上されるようにする。③市民同士のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
の機会や情報収集ができる場をつくる。

優
先
度 活

動
概
要

①利用者が快適に過ごせるよう施設内における清掃等を実施する
（維持管理）。②利用者が便利に利用できるようシステム等の借上
をする。③市民の学習意欲を向上させる講座及び事業を開催す
る。B

取
組
④
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- 73 - 単位（千円）

16,935 17,041 17,041

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 16,935 17,041 17,041

所管課

74 727 727

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 74 727 727

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 図書館

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2213 図書整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

図書資料の購入について、「和光市図書
館資料収集方針」・「和光市図書館地域資
料収集方針」に基づき、利用者層（年齢・
性別）や図書館に所蔵している蔵書構成、
地域性、利用者のニーズを考慮して、基
本となる資料の充実及びバランスのとれ
た収集に努め、課題の解決に資する資料
を選択購入を行う。

同左 同左

対
象

図書館利用者及び公民館図書室利用者

目
的

情報提供拠点として、市民のニーズに応える幅広い内容の資料を
整える。

優
先
度 活

動
概
要

図書及び資料（ＣＤ・ＤＶＤなど）を購入し、的確に資料の提供をす
る。

B

取
組
④

12

13

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 図書館

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2214 図書館施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

快適な読書環境を提供するため計画的な
施設整備を行う。
〇連結送水管耐圧試験委託

快適な読書環境を提供するため計画的な
施設整備を行う。

同左

対
象

図書館利用者

目
的

利用者が安全且つ、快適に図書館を利用する。

優
先
度 活

動
概
要

利用者の利便性を向上するために老朽化した施設等の修繕と整備
を実施する。

A

取
組
④
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- 74 - 単位（千円）

1,023 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,023 0 0

所管課

27,909 24,232 24,396

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 27,909 24,232 24,396

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 中央公民館

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2217 中央公民館施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

老朽化した施設及び設備を修繕し利用団
体や利用者の安心・安全を確保する。
〇消防設備非常灯交換工事

－ －

対
象

中央公民館利用者

目
的

安全な環境で、安心して生涯学習ができるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

老朽化した施設及び設備を修繕し、利用者の安心安全を確保す
る。

B

取
組
②

14

15

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 図書館下新倉分館

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2219 図書館分館管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

下新倉分館の入館者数及び貸出冊数の
増加に努める。
また、子どもの読書活動を推進するため、
小中学校図書館との連携を図る。特に複
合施設である下新倉分館については、下
新倉小学校との相互利用を推進する。

同左 同左

対
象

図書館利用者（分館）

目
的

①利用者が快適、便利に過ごせる環境を整える。②自主的、自発
的に学習意欲が向上されるようにする。③市民同士のコミュニケー
ションの機会や情報収集ができる場をつくる。

優
先
度 活

動
概
要

①利用者が快適に過ごせるよう施設内における清掃を実施する
（維持管理）。②利用者が便利に利用できるようシステム等の借上
をする。③市民の学習意欲を向上させる講座及び事業を開催す
る。B

取
組
④

- 74 -



- 75 - 単位（千円）

14,045 14,171 14,143

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 14,045 14,171 14,143

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 図書館下新倉分館

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2220 図書館分館図書整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

図書資料の購入について、「和光市図書
館資料収集方針」・「和光市図書館地域資
料収集方針」に基づき、利用者層（年齢・
性別）や図書館に所蔵している蔵書構成、
地域性、利用者のニーズを考慮して、基
本となる資料の充実及びバランスのとれ
た収集に努め、課題の解決に資する資料
を選択購入を行う。

同左 同左

対
象

図書館利用者（分館）

目
的

情報拠点として、市民のニーズに応える幅広い内容の資料を整え
る。また、分館としての特徴を持った蔵書となるよう資料を整備す
る。

優
先
度 活

動
概
要

図書等を購入し、的確に資料の提供をする。

A

取
組
④

16
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- 76 -

Ⅱ

ⅱ

23

取組

①

②

単位（千円）

258 258 258

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 258 258 258

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

心豊かな市民生活を築く生涯学習の社会づくり

施策・方針

充実した生涯学習機会の提供

多様な市民ニーズに対応した講座の開催

生涯学習などに関する情報提供

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

生涯学習講座
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市民大学講座、学校開放講座、わこ
う市政学習おとどけ講座を実施し、社会生
活の中での学習の場を提供する。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象

市内在住・在勤・在学者

目
的

市民の学習意欲を高める。

2301

優
先
度 活

動
概
要

和光市民大学講座、学校開放講座、わこう市政学習おとどけ講座
など、様々な講座を実施し、社会生活の中での学習の場を提供す
る。

A
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- 77 - 単位（千円）

992 999 1,006

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 992 999 1,006

所管課

980 981 981

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 980 981 981

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2302 中央公民館講座開催
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

少年・親子・成人・高齢者のあらゆる年代
を対象とした、趣味や教養、地域課題等の
市民ニーズに対応した講座を開催する。
また、サークル間の交流・活性化につなげ
るためサークル体験フェスタなどを行う。

同左 同左

事業区分

経常的事業 中央公民館

事業概要

対
象

市町村その他一定区域の住民

目
的

①住民の教養を向上させる。②健康を増進する。③生活文化を振
興する。④社会福祉を増進する。

実生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行う。
青少年、親子、成人、高齢者を対象としたニーズに即した多様な講
座を開催する。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

多様化する社会に対応するよう、教養を高める学習講座の開催及
び生活に必要な知識・技術の講習などを推進する。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2303 南公民館講座開催
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

教育と福祉の連携事業や世代間交流事
業をとおして、地域課題の解決に向けて
の取り組みを図り、市民のニーズに対応し
た事業展開を図る。

同左 同左

事業区分

経常的事業 南公民館

事業概要

対
象

和光市公民館設置及び管理条例施行規則に定められている対象
区域を主とする市民

目
的

市民の学習意欲を向上させる。
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- 78 - 単位（千円）

981 982 982

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 981 982 982

所管課

151 151 151

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 151 151 151

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 坂下公民館

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2304 坂下公民館講座開催
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

教育と福祉の連携及び世代間交流事業を
通して、地域の課題解決の取組、高齢者
の生きがいや地域社会への参加を推進す
るとともに、市民の学習ニーズに対応し
た、学びがいのある講座・教室を開催す
る。

同左 同左

事業概要

対
象

市民及び在勤在学者

目
的

市民の学習意欲を高める。

優
先
度 活

動
概
要

市民の学習ニーズに対応した学びがいのある講座や教室の開催を
推進する。又、教育と福祉の連携事業をとおして、更なる講座の充
実を図る。

B

取
組
①

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 中央公民館

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2305 公民館共通運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

公民館運営審議会を開催し、公民館にお
ける事業運営などについて、ご意見やご
提言をいただき、より充実した公民館事業
を行う。
〇公民館運営審議会委員報酬

同左 同左

対
象

公民館運営審議会委員

目
的

事業の推進と運営を円滑化する。また、サービスを向上させる。

優
先
度 活

動
概
要

公民館運営審議会を開催し、公民館における事業の企画・実施に
ついて調査、審議する。

C

取
組
①

5
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- 79 -

Ⅱ

ⅲ

24

取組

①

②

単位（千円）

3,714 3,714 3,714

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 3,714 3,714 3,714

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

青少年の健やかな成長を支える地域づくり

施策・方針

青少年の育成に適した環境づくりの支援

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

青少年健全育成活動の活性化支援

青少年と地域の絆を強くするための活動支援

同左

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

市民総ぐるみ,地域ぐるみで育成する。また、社会性や生きる力を養
い、社会の責任ある一員として育成する。

2401 青少年団体活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇青少年の健全育成を推進する関係団
体への活動助成

同左

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

青少年、青少年育成和光市民会議、地域青少年を育てる会及び連
合会、青少年相談員協議会

目
的

優
先
度 活

動
概
要

青少年関係団体の活動を支援し、青少年健全育成事業を推進す
る。

A
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- 80 - 単位（千円）

302 302 302

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 302 302 302

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇青少年問題協議会の運営に要する経費

取
組
①

2

事業番号 事業名

目
的

青少年を健全に育成する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2402 青少年問題協議会運営
財
源

管内における青少年に関する施策の連絡調整をする。また、和光
市青少年問題協議会の開催・和光市青少年問題研究会の開催・作
文審査委員会の開催・青少年問題研究会作成リーフレットの配布、
作文・ポスター・標語表彰式の開催を行う。B

同左 同左

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

青少年問題協議会委員、青少年問題研究会委員、作文審査委員
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- 81 -

Ⅱ

ⅳ

25

取組

①

②

③

単位（千円）

9,903 9,207 9,208

特定財源 （Ａ） 523 532 532

一般財源 （Ｂ） 9,380 8,675 8,676

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

人と歴史が響き合う文化創造のまちづくり

施策・方針

歴史的文化資源の保護・活用の推進

地域の文化財の保護

地域の文化財の活用

地域の歴史や文化財への関心の醸成

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2501 文化財保護
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

発掘調査で出土した遺物・遺構の記録の
まとめを行い報告書として発行するほか、
文化財の保存・保護の必要性を広く市民
に啓発するため、文化財の展示会などを
企画・開催する
・多言語解説看板作成業務委託

同左 同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象

市民、文化財

目
的

郷土の歴史文化を守り、また広める。

優
先
度 活

動
概
要

埋蔵文化財をはじめとする文化財を調査・保存し、調査報告書を作
成する。また、史跡整備に関する検討、文化財や歴史に関する展示
会や遺跡見学会、講座を開催する。

B
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- 82 - 単位（千円）

3,368 3,441 3,441

特定財源 （Ａ） 2,000 2,000 2,000

一般財源 （Ｂ） 1,368 1,441 1,441

所管課

876 863 886

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 876 863 886

所管課

活
動
概
要

開発行為者の申請に基づき、埋蔵文化財
の確認調査及び失われる遺跡発掘調査を
行い記録保存を行う。

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度

文化財を守る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2502 文化財調査
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象

市民・企業

目
的

文化財に触れ、地域の歴史・文化を学べ
るように、歴史資料室、文化財保存庫等を
維持管理し、依頼により公開を行う。

文化財という国民共有の財産の調査を行い、保存を行う。
また、開発行為者の申請に基づき、失われる遺跡を保存する代替
措置として、調査（埋蔵文化財包蔵地内の確認調査（試掘調査）及
び埋蔵文化財包蔵地内の発掘調査（記録保存））を行う。B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

市民が文化財に触れ、地域の歴史を学ぶことができるように、歴史
資料室（埋蔵文化財整理室）と文化財保存庫を維持管理し、市民の
文化財を保存するとともに定期的に公開する。

文化財に対する理解を深め、文化財を大切にする気持ちの高揚を
図る。また、取得した午王山遺跡の土地の一部を、住居跡の場所が
わかるように整備し、史跡公園を目指す。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2503 文化財施設管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

文化財に触れ、地域の歴史・文化を学べ
るように、歴史資料室、文化財保存庫等を
維持管理し、依頼により公開を行う。
〇保存庫軒下等修繕

同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象

市民・文化財保存庫・歴史資料室・午王山遺跡

目
的
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- 83 - 単位（千円）

0 0 1,408

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 0 1,408

所管課

7,689 8,365 7,223

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 7,689 8,365 7,223

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 生涯学習課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2506 文化財保存庫くん蒸業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－ －

〇文化財保存庫くん蒸業務委託

対
象

文化財保存庫、市民

目
的

文化財保存庫のくん蒸を行い、資料の劣化を防ぐ。

優
先
度 活

動
概
要

文化財保存庫のくん蒸を行い、文化財資料の劣化を防ぎ、良好な
状態で保存できるようにする。3年に1回程度のくん蒸を行う。くん蒸
業務及び専門の薬品を取り扱う業者に委託する。

C

取
組
①

5

6

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2507 新倉ふるさと民家園管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市指定文化財「旧富岡家住宅」を市民団
体と協働で、保存・公開し民俗伝統文化を
伝承する。また、古民家及び外構等の保
全の修繕を経年劣化状況を見ながら進め
る

市指定文化財「旧富岡家住宅」を市民団
体と協働で、保存・公開し民俗伝統文化を
伝承する。また、古民家及び外構等の保
全の修繕を経年劣化状況を見ながら進め
る

同左

対
象

市民、市外の人

目
的

文化財を大切にする気持ちを育む。また、伝統文化を伝承する。

優
先
度 活

動
概
要

①市指定文化財である古民家を市民に広く公開する。②古民家の
保存・公開のための日常管理を行う。③市民等来園者に対し伝統
行事や遊びを開催する。

A

取
組
②
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- 84 - 単位（千円）

392 392 392

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 392 392 392

所管課

1 25,594 10,184

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 25,594 10,184

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 生涯学習課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2508 デジタルミュージアム運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

デジタルミュージアムを運営し和光市の歴
史。文化財を広く公開する。市史編さんで
収集した資料の公開も行う。

同左 同左

対
象

市民、市外の人

目
的

デジタルミュージアムが市民や市外の人に広く周知されているととも
に、市民の文化財への関心の高揚や歴史学習のひとつとして活用
されるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

情報発信ツールとしてデジタルミュージアムを運営し、和光市の歴
史や文化財をPRする。

C

取
組
②

7

10

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 生涯学習課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2512 和光市史（仮称）編さん業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市史編さん業務を出版会社と委託契約を
結び、資料と原稿の編集・印刷を委託して
市史編さんを進める。

市史編さん業務を出版会社と委託契約を
結び、資料と原稿の編集・印刷を委託して
市史編さんを進める。
〇着手分として
〇市制50周年記念事業に合わせて、映像
ＤＶＤを完成させる

和光市史完成
関係機関に配布、市民に頒布

対
象

市民・市外の人

目
的

郷土の歴史・文化を記録として守り伝え郷土への愛着意識を醸成
する。

優
先
度 活

動
概
要

和光市史（続編・仮称）の編さんを行い、続編として、新たな和光市
史を刊行する。

A

取
組
①
②
③
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- 85 - 単位（千円）

0 6,372 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 6,372 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 生涯学習課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2514 新倉ふるさと民家園施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

〇南側斜面土留め補修工事

－

対
象

市民・市外の人

目
的

市指定文化財の見学・保存活用、伝統民俗文化の継承と公開

優
先
度 活

動
概
要

敷地内の南側斜面地の土崩れの保全及び見学通路基礎部の整備

B

取
組
②

11

- 85 -



- 86 -

Ⅱ

ⅳ

26

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

300 300 300

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 300 300 300

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

人と歴史が響き合う文化創造のまちづくり

施策・方針

創造的な文化の振興

市民による自主的で創造的な文化活動の支援

文化に触れる機会の提供・文化交流の推進

文化を通した市民や地域の文化団体、企業、行政などの協働

地域文化資源の顕彰・発信・活用
文化施設の適正な整備及び活用

取
組
①
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2601 市民文化活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市文化団体連合会に対して補助金を
交付するとともに連合会の活動を支援す
る。また、朝霞地区四市文化団体連絡協
議会の活動に係る事務を担う。
和光市市民文化親善大使である和太鼓
会和光太鼓の団体が行う活動に対し謝礼
を支払う。

同左 同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

和光市文化団体連合会、和太鼓会和光太鼓

目
的

市民による創造的文化活動及び団体間の交流を盛んにする。

優
先
度 活

動
概
要

和光市文化団体連合会に対して補助金を交付するとともに連合会
の活動を支援する。また、朝霞地区四市文化団体連絡協議会の活
動に係る事務を担う。
和光市市民文化親善大使である和太鼓会和光太鼓の団体が行う
活動に対し謝礼を支払う。B
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- 87 - 単位（千円）

216,829 216,974 216,831

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 216,829 216,974 216,831

所管課

55 55 55

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 55 55 55

所管課

活
動
概
要

指定管理制度により、自主文化事業、貸
館事業、友の会事業などの市民文化セン
ターの管理運営を行う。また、市民文化セ
ンターで優れた舞台芸術を鑑賞でき、市
民が文化に触れる機会を提供する。

取
組
②
③

2

事業番号 事業名

優
先
度

市民が文化に親しめるようにする。また、市民、企業、行政の協働
による事業で地域が活性化し、和光市特有の文化を創造する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2602 市民文化センター管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市民文化センター利用者・来場者　来場が難しい市民　指定管理
者

目
的

文化団体との協議による白子コミュニティ
センター展示室の充実と白子地域に関す
る顕彰事業を実施する。

指定管理制度により、自主文化事業、貸館事業、友の会事業など
の市民文化センターの管理運営を行う。また、市民文化センターで
優れた舞台芸術を鑑賞でき、市民が文化に触れる機会を提供す
る。A

取
組
③
④

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

文化団体との協働による白子コミュニティセンター展示室の充実と
白子地域に関する顕彰・発信事業を実施する。

和光市の地域文化資源を広く浸透し、市民が郷土に愛着を持てる
ようにする。また、地域を活性化し、特有の文化を創造する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2603 文化振興
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市民、地域の文化団体、ＮＰＯ法人、企業、公益財団法人和光市文
化振興公社、学校

目
的
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- 88 - 単位（千円）

19,075 36,144 364,374

特定財源 （Ａ） 13,800 7,785 269,132

一般財源 （Ｂ） 5,275 28,359 95,242

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 総務人権課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2604 市民文化センター施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

空調機置場上部の天井修繕や自動火災
報知設備など、事故やトラブルが懸念され
る個所について修繕を行う。

開館以来２５年間交換修繕されていない
個所や油漏れ等放置すると危険な個所に
ついて修繕を行う。
また、３３年度の大規模改修（防衛省から
の補助金を申請予定）の設計委託を行う。

荷物運搬用エレベータや大ホール緞帳を
支えるマニラロープなど、故障した場合大
きな事故につながることが懸念される個所
について修繕を行う。
また、経年劣化による壁のひび割れや、
建築基準法の定める吊天井の修繕、また
避難所になることを想定してのトイレの修
繕などを行いたい。なお、改修について
は、防衛省からの補助金を申請予定。

対
象

市民文化センター施設

目
的

安全性を確保するとともに、利便性を向上する。

優
先
度 活

動
概
要

不具合箇所の解消に向け、長期修繕計画等に基づき、工事、修繕
を行い、施設や設備を整備する。

C

取
組
⑤

4
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- 89 -

Ⅱ

ⅴ

27

取組

①

②

③

単位（千円）

40,632 37,823 40,253

特定財源 （Ａ） 10,377 10,377 10,377

一般財源 （Ｂ） 30,255 27,446 29,876

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

スポーツ・レクリエーション活動の振興

施策・方針

スポーツ・レクリエーションの環境の整備

スポーツ施設の整備

総合体育館の利用促進

国や民間企業などの施設の有効活用

取
組
①
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

体育施設管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇運動場等の維持管理経費
〇国３施設の庭球場・グラウンド使用料等

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

市民

目
的

市民が体育施設を安全、快適に利用できるようにする。

2701

優
先
度 活

動
概
要

運動場・庭球場・レクリエーション広場の管理運営事務及び荒川河
川敷運動公園・学校体育施設の貸出業務を行う。また、司法研修
所・税務大学校・裁判所職員総合研修所の体育施設(庭球場・グラ
ウンド)の市民開放に関する事務を行う。A
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- 90 - 単位（千円）

2,115 9,245 47,146

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,115 9,245 47,146

所管課

86,703 87,436 87,358

特定財源 （Ａ） 7,761 7,761 7,761

一般財源 （Ｂ） 78,942 79,675 79,597

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2702 体育施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇運動場受変電設備修繕工事 〇運動場管理棟低圧盤更新工事
〇坂下庭球場工事

〇運動場野球場整備工事
〇運動場スコアボード改修工事
〇運動場建築設備工事
〇運動場受水槽解体工事
〇運動場管理棟通信・情報設備更新工事

事業区分

投資的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

市民

目
的

市民が体育施設を安全、快適に利用できているようにする。

運動場等体育施設の老朽化に伴う改修や不具合箇所の修繕を行
い施設・設備の整備を行う。

C

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

指定管理者により総合体育館の管理運営を行い、各種教室等の事
業を通じ、スポーツ振興を図る。

A

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2703 和光市総合体育館管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇総合体育館の管理運営経費

同左 同左

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

市民

目
的

健康の保持増進のため市民が自主的にスポーツに取り組んでいる
ようにする。
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- 91 - 単位（千円）

9,900 8,503 2,512

特定財源 （Ａ） 7,400 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,500 8,503 2,512

所管課

72 41,120 82,240

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 72 41,120 82,240

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 スポーツ青少年課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2704 和光市総合体育館施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇総合体育館駐車場管理システム更新
工事

〇総合体育館空調機更新工事
〇総合体育館照明制御設備工事

〇総合体育館建築更新工事

事業概要

対
象

市民

目
的

市民が総合体育館を安全、快適に利用できるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

総合体育館の施設・設備などの更新や不具合箇所の修繕を行い、
施設･設備の整備を行う。

B

取
組
①

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2705 アーバンアクア公園（スポーツ施設）管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇アーバンアクア公園（スポーツ施設）の
維持管理

同左 同左

対
象

公園内の運動施設利用者

目
的

健康の保持増進のために市民が自主的にスポーツに取り組んでい
るようにする。

優
先
度 活

動
概
要

アーバンアクア公園の管理運営を行い、各種事業を通じスポーツ
の振興を図る。

B

取
組
①

5
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- 92 -

Ⅱ

ⅴ

28

取組

①

②

③

単位（千円）

3,505 3,712 3,444

特定財源 （Ａ） 120 120 120

一般財源 （Ｂ） 3,385 3,592 3,324

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

スポーツ・レクリエーション活動の振興

施策・方針

スポーツ・レクリエーション活動の推進

市民が参加しやすいイベントなどの開催

スポーツ・レクリエーション活動の推進

指導者の養成と活用

取
組
①
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

スポーツ振興業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇スポーツ推進委員に関する経費
〇防災協定締結都市との交流事業の実
施
〇学校体育施設の開放に対する取組み

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

市民(多世代)・スポーツ関係団体者

目
的

スポーツを通じて市民の健康づくりを促進する。また、災害応援協
定を締結している３市と友好を深め、スポーツの振興と青少年の健
全な育成を行う。

2801

優
先
度 活

動
概
要

①スポーツ推進委員が主体となり、スポーツ教室や市民ハイキング
等、多世代に向けたスポーツ・レクリエーション事業を行う。②災害
応援協定を締結している佐久市、十日町市及び那須烏山市と、市
内のスポーツ少年団等と連携し、スポーツ交流会を実施する。A
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- 93 - 単位（千円）

3,663 3,663 3,663

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 3,663 3,663 3,663

所管課

1,650 2,000 1,650

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,650 2,000 1,650

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2802 体育団体活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇体育団体に対する支援

同左 同左

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

体育団体、市民

目
的

体育団体が自主的に活動できるようにする。また、市民の健康を維
持する。

①スポーツの振興を図るため体育団体が主催するロードレースや
スポーツ体験フェスタなどの事業を支援する。
②体育団体の事務を支援する。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

スポーツの振興、地域コミュニティを図る場として、市内の市民団体
で運営委員会を組織し、体育の日に市民体育祭を開催する。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2803 市民体育祭
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇市民体育祭開催に要する経費

同左 同左

事業区分

経常的事業 スポーツ青少年課

事業概要

対
象

市民

目
的

健康の意識を向上する。また、参加者同士の交流を深める。
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- 94 - 単位（千円）

0 0 168

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 0 168

所管課

1 8,384 650

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 8,384 650

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 スポーツ青少年課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2804 スポーツ振興計画策定
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－ －

〇スポーツ推進計画の進捗状況等の外
部評価及び第2期計画策定のためアン
ケート調査の実施

事業概要

対
象

市民

目
的

身近な場所気軽に親しむことができるよう、スポーツ活動のきっか
けづくりや市民とのふれあいづくりを行う。

優
先
度 活

動
概
要

スポーツを取り巻く状況やこうした成果を踏まえ、市民の生涯にわ
たるスポーツの振興からスポーツを通じたまちづくりにつなげる。

C

取
組
①
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 秘書広報課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2806 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

東京2020オリンピック・パラリンピックの１
年前イベントを開催するとともに、和光
ビームライフルチャレンジカップや3市合同
事業の実施、啓発品の配布等で気運醸成
を図る。

東京2020オリンピック・パラリンピックの開
催にあたり、イベントの実施、ボランティア
運営、観客輸送等の業務を行う。

東京2020オリンピック・パラリンピック終了
後も引き続き射撃競技の普及啓発のた
め、和光ビームライフルチャレンジカップを
実施する。

対
象

全市民

目
的

市民が2020年東京オリンピック・パラリンピックの射撃会場市として
認識し、市とともに大会を盛り上げる。

優
先
度 活

動
概
要

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の射撃会場市とし
て、大会の成功を目指し、オリンピック・パラリンピックの気運を醸成
する。また、大会に必要な施設整備等を行う。

A

取
組
①

5
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- 95 -

Ⅱ

ⅵ

29

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

241 233 240

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 241 233 240

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

国際化と平和・人権尊重のまちづくり

施策・方針

人権啓発・教育及び平和の推進

学校教育における人権教育の推進

社会教育における人権教育の推進

人権啓発・交流の推進

人権相談体制の充実
平和意識の向上

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

人権教育推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

生涯学習課、各公民館において人権講演
会・研修会を開催する。また、和光市人権
教育推進協議会や関係機関等と連携を図
り、差別の現実から学ぶ研修会やフィー
ルドワークを行う。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 生涯学習課

事業概要

対
象

市民、社会教育団体

目
的

女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題、外国人その他様々な人
権問題を解決する。

2901

優
先
度 活

動
概
要

生涯学習課、各公民館において人権講演会・研修会を開催する。
また、和光市人権教育推進協議会や関係機関等と連携を図り、差
別の現実から学ぶ研修会やフィールドワークを行う。

B
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- 96 - 単位（千円）

1,401 1,369 1,771

特定財源 （Ａ） 100 100 0

一般財源 （Ｂ） 1,301 1,269 1,771

所管課

58 58 58

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 58 58 58

所管課

取
組
③
④

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2902 人権啓発・相談
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

日常生活の中で、基本的人権の尊重を実
現するため、人権擁護委員による人権啓
発・人権相談等の事業を実施する。また、
同和問題をはじめとする様々な人権問題
の早期解決に向け、研修会や講演会を開
催するとともに、国や県等が実施する研修
会等へも積極的に参加し、意識改革及び
啓発事業を積極的に取り組んでいく。

同左 同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

一般市民、市民団体、学校、企業

目
的

一人一人が人権問題についての知識を深め、互いの基本的人権
を尊重し、差別や偏見をなくす。

日常の生活の中で、基本的人権の尊重を実現するため、人権擁護
委員による人権啓発・人権相談等の事業を実施する。また、同和問
題をはじめとする様々な人権問題の早期解決に向け、研修会や講
演会を開催するとともに、国や県等が実施する研修会等へも積極
的に参加し、意識改革及び啓発事業を積極的に取組んでいく。A

取
組
⑤

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

戦争の悲惨さと平和の尊さを再認識するとともに、平和への願いを
次世代へ伝えるため、平和祈念講演会やパネル展を実施する。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

2903 平和
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平和祈念パネル展示会及び平和記念講
演会を開催し、平和の尊さについて理解
を深める。

同左 同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市民

目
的

市民が戦争の悲惨さと平和の尊さの理解を深める。また、平和な社
会が持続している。
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Ⅱ

ⅵ

30

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

409 418 409

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 409 418 409

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

国際化と平和・人権尊重のまちづくり

施策・方針

男女共同参画社会の実現

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

男女共同参画わこうプランの着実な推進

男女共同参画意識の普及啓発

男女が共にいきいきと暮らせる環境づくり

暴力の根絶に向けた意識づくりと被害者支援体制の強化
まちづくりに関する男女共同参画機会の実現

同左

取
組
①
②
③
④
⑤

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

女性も男性もすべての人が互いにその人権を尊重し、責任を分か
ち合いつつ、自らの意思によって社会のあらゆる分野に参画し、そ
の個性と能力を十分に発揮できるようにする。

3001 男女共同参画推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

男女共同参画社会の実現を目指し、「男
女共同参画推進条例」及び「第3次和光市
行動計画男女共同参画わこうプラン」に基
づき、市民や事業者等への意識啓発を目
的としたセミナーの開催や職員を対象とし
た研修会を開催する。さらに「男女共同参
画情報誌おるご～る」の発行等を通じて、
市民等へ広く情報提供を行っていく。

同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

一般市民、市民団体、学校、企業

目
的

優
先
度 活

動
概
要

男女共同参画社会の実現を目指し、「男女共同参画推進条例」及
び「第３次和光市行動計画男女共同参画わこうプラン」に基づき、
市民や事業者等への意識啓発を目的としたセミナーの開催や、職
員を対象とした研修会を開催する。さらに、「男女共同参画情報紙
おるご～る」の発行等を通じて、市民等へ広く情報提供を行ってい
く。

B
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1 403 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 403 0

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市民意識調査や審議会等の市民参加を
取り入れ、平成31年度に第4次和光市行
動計画男女共同参画わこうプランを策定
する。取

組
①

2

事業番号 事業名

目
的

男女共同参画社会の実現のため、和光市の目指すべき目標を示
す第４次和光市行動計画男女共同参画わこうプランを策定する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3002 第４次和光市行動計画男女共同参画わこうプラン策定
財
源

市民意識調査や審議会等の市民参加を取り入れ、平成31年度に
第４次和光市行動計画男女共同参画わこうプランを策定する。

A

同左 －

事業区分

臨時的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市民及び市職員
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Ⅱ

ⅵ

31

取組

①

②

③

単位（千円）

163 717 163

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 163 717 163

所管課

基本目標

自ら学び心豊かに創造性を育むまち【教育・文化・交流】

基本施策・基本方針

国際化と平和・人権尊重のまちづくり

施策・方針

国際化の推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

国際交流活動・機会の充実

多面的な国際交流の促進

外国人にも暮らしやすい環境づくり

同左

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

多文化共生の意識を広める。

3101 国際交流推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

国際交流[協力]活動を推進し、交流会や
多文化共生に関するイベントやホームス
テイ事業を実施する。
姉妹都市をはじめとする海外都市との交
流の推進を図る。
外国人、日本人が交流する機会や場を提
供する。

同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市民、外国人、国際交流・協力を行っている地域団体、市内の学校
や企業等

目
的

優
先
度 活

動
概
要

①国際化交流〔協力〕活動を推進し、交流会や多文化共生に関す
るイベントやホームステイ事業を実施する。②姉妹都市をはじめと
する海外都市との交流の促進を図る。③外国人、日本人が交流す
る機会や場を提供する。B
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9 9 9

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 9 9 9

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

日本語学習機会の提供を進める。重要な
行政情報、生活情報をホームページ等で
提供する。
多文化共生ボランティア制度、災害時通
訳・翻訳ボランティア制度を運用する。

取
組
③

2

事業番号 事業名

目
的

外国籍市民の生活上のさまざまな問題が解消され、外国人にも暮
らしやすい環境が整備されているようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3102 外国人生活支援
財
源

①外国籍市民の意見・要望を把握するための機会を整備する。②
日本語学習機会の提供を進める。③重要な行政情報、生活情報を
ホームページ等で提供する。④多文化共生ボランティア制度、災害
時通訳・翻訳ボランティア制度を運用する。A

同左 同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市民、外国人、国際交流・協力を行っている地域団体、市内の学校
や企業等
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Ⅲ

ⅰ

32

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

102,183 101,993 101,296

特定財源 （Ａ） 36,581 36,581 36,581

一般財源 （Ｂ） 65,602 65,412 64,715

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

子どもが健やかに育つための環境づくり

施策・方針

多様な保育サービスの推進

保育園の待機児童の解消

保育クラブの待機児童の解消

家庭保育室利用保護者の負担軽減

一時保育の拡充
新たな保育ニーズへの対応

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3201 しらこ保育園管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

保護者の就労が維持され、園児の心身が
健全に発達するように、乳幼児の保育及
び保護者への子育て支援を行う。

同左 同左

事業区分

経常的事業 保育施設課

事業概要

対
象

園児とその保護者

目
的

保護者の就労が維持され、園児の心身が健全に発達するようにす
る。

優
先
度 活

動
概
要

乳幼児の保育及び保護者への子育て支援を行う。

B
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6,227 6,305 6,328

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 6,227 6,305 6,328

所管課

171,510 166,988 168,283

特定財源 （Ａ） 68,862 68,862 68,862

一般財源 （Ｂ） 102,648 98,126 99,421

所管課

活
動
概
要

①民間保育園に保育の実施を委託する。
②民間保育園が円滑に運営できるよう補
助金を支出する。

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度

保育園入園を希望する児童を待機することなく保育所にて保育が
なされているようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3202 教育・保育給付費等支給管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 保育サポート課

事業概要

対
象

保護者が就労や病気等の理由により、家庭において保育すること
ができない就学前の乳幼児

目
的

保護者の就労が維持され、園児の心身が
健全に発達するように、乳幼児の保育及
び保護者への子育て支援を行う。

適切な環境で保育が受けられるように、保育園の運営を行う。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

乳幼児の保育及び保護者への子育て支援を行う。

保護者の就労が維持され、園児の心身が健全に発達するようにす
る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3203 みなみ保育園管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 保育施設課

事業概要

対
象

園児とその保護者

目
的
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- 103 - 単位（千円）

3,081,272 3,192,007 3,276,149

特定財源 （Ａ） 1,893,174 1,961,549 1,996,184

一般財源 （Ｂ） 1,188,098 1,230,458 1,279,965

所管課

69,534 254,745 849

特定財源 （Ａ） 32,000 199,296 0

一般財源 （Ｂ） 37,534 55,449 849

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 保育サポート課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3205 教育・保育給付費等支給
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

適切な環境で保育が受けられるように、保
育園の運営を行う。

同左 同左

対
象

①保護者が就労等の理由により、家庭において保育することが出
来ない就学前の乳幼児。②民設民営園。

目
的

保育園入園を希望する児童が待機なく保育所にて保育がなされて
いて、また、民設民営園が円滑に運営でき、かつ質の高い保育が
なされているようにする。

優
先
度 活

動
概
要

①民間保育園に保育の実施を委託する。②民間保育園が円滑に
運営できるよう補助金を支出する。

B

取
組
①

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 保育施設課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3209 民間保育所等基盤整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・民間保育所等整備の助成
（新設保育園　１園）
・しもにいくら保育園閉園に伴う解体工事
・家庭的保育者等研修事業委託料

・民間保育所等整備の助成
（認定こども園　100名定員×1園）
（新設保育園　60名定員×1園）
・家庭的保育者等研修事業委託料

・家庭的保育者等研修事業委託料

対
象

①保護者が就労等の理由により、家庭において保育することがで
きない就学前の乳幼児がいる世帯。②新設保育所等

目
的

保育園入園を希望する児童が待機なく保育所等にて保育がなされ
ていて、また、新設保育所等が円滑に運営ができ、且つ質の高い
保育がなされるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

待機児童の解消を図るために、施設整備補助を実施し民間保育所
等を誘致する。

A

取
組
①
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- 104 - 単位（千円）

337,775 345,928 356,559

特定財源 （Ａ） 178,468 178,468 181,726

一般財源 （Ｂ） 159,307 167,460 174,833

所管課

11,112 11,112 11,112

特定財源 （Ａ） 1,419 1,419 1,419

一般財源 （Ｂ） 9,693 9,693 9,693

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 保育施設課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3210 学童クラブ管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・学童クラブ備品購入
・学童クラブ緊急修繕
・学童クラブ指定管理料（１１施設）
・民間学童クラブ事業費補助金（1施設）
・（仮称）第五小学校放課後子ども総合プ
ラン学童クラブ業務委託料

同左 同左

対
象

保護者が就労等により常時留守にする児童及びその世帯

目
的

学童クラブの入所を希望する児童が当該学童クラブ等において適
切な遊びや放課後の日常生活が出来るようにする。放課後児童健
全育成事業として学童クラブが円滑に運営できるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

対象児童に放課後における適正な遊びと生活の場を提供する。

A

取
組
②

6

7

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 保育サポート課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3211 家庭保育室等助成
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市指定家庭保育室に乳幼児の保育
を委託し、また、保護者に保育料を助成し
経済的な負担軽減を図る。

同左 同左

対
象

家庭保育室の児童、保護者

目
的

認可外保育施設を家庭保育室として指定することにより、適切な環
境及び運営事業者の安定した運営の下で保育を受けられるように
する。

優
先
度 活

動
概
要

和光市指定家庭保育室４箇所（市内２箇所、市外２箇所）に乳幼児
の保育を委託し、また、保護者に保育料を助成し経済的な負担軽
減を図る。

B

取
組
③
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0 29,371 0

特定財源 （Ａ） 0 8,000 0

一般財源 （Ｂ） 0 21,371 0

所管課

460,237 458,961 459,143

特定財源 （Ａ） 124,211 125,061 125,911

一般財源 （Ｂ） 336,026 333,900 333,232

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 保育施設課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3214 学童クラブ施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

〇北原学童クラブ増築工事
　・増築工事設計業務委託
　・増築工事
　・増築工事監理業務委託

－

対
象

保護者が就労等により常時留守にする児童及びその世帯

目
的

保育クラブの入所を希望する児童が当該施設に入所し、適切な遊
びや日常生活を送ることができるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

待機児童の解消を図るために既存保育クラブの施設整備を行う。

C

取
組
②

8

9

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 保育サポート課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3216 公設保育園事業運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

２保育園(ほんちょう、にいくら)の運営及
び、一時保育・休日保育を民間委託し、保
育を必要とする乳幼児の保育を実施す
る。

同左 同左

対
象

保護者の就労等の理由により保育の必要性のある未就学児、その
保護者

目
的

保育所の入所を希望する児童が待機なく保育所等にて質の高い保
育サービスを受けられるようにする。また、公設民営保育事業が円
滑に運営できるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

２保育園(ほんちょう、にいくら)の運営及び、一時保育・休日保育を
民間委託し、保育を必要とする乳幼児の保育を実施する。

B

取
組
①
④
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- 106 - 単位（千円）

13,358 26,453 11,876

特定財源 （Ａ） 10,600 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,758 26,453 11,876

所管課

22,300 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 22,300 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 保育施設課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3217 みなみ保育園施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇外壁雨漏修繕工事
　・外壁雨漏修繕工事設計業務委託
　・外壁雨漏修繕工事
　・外壁雨漏修繕工事監理業務委託

〇空調設備全熱交換機器交換工事
〇非満水電磁流量計交換工事

〇自動火災報知器交換工事
〇換気設備送風機
〇給水ポンプ修繕工事

対
象

保育園、一時保育室及び子育て世代包括支援センター利用者

目
的

施設の維持補修

優
先
度 活

動
概
要

みなみ保育園の施設の維持補修を行う。

C

取
組
①

10

11

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 保育サポート課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3218 子ども・子育て支援システム再構築業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平成２６年度に導入した現行システムにつ
いて、制度設計などに迅速に対応できる
システムを整備（再構築）する。

－ －

対
象

子ども子育て新制度電子システム

目
的

子ども子育て支援新制度電子システムを再構築する。

優
先
度 活

動
概
要

平成26年度に導入した子ども子育て支援新制度電子システムにつ
いて、制度設計の見直しなどに迅速に対応できるシステムを整備
（再構築）する。

C

取
組
⑤
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- 107 - 単位（千円）

0 29,106 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 29,106 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 保育施設課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3219 しらこ保育園施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

〇外壁改修工事
　・外壁改修工事設計業務委託
　・外壁改修工事
　・外壁改修工事監理業務委託

－

対
象

保育園、一時保育室及び子育て世代包括支援センター利用者

目
的

施設の維持補修

優
先
度 活

動
概
要

施設の維持補修

C

取
組
①

12
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- 108 -

Ⅲ

ⅰ

33

取組

①

②

1 866 866

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 866 866

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

子どもが健やかに育つための環境づくり

施策・方針

安心で楽しい育児の推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

児童家庭相談体制の充実

地域での子育て応援体制づくり

・子ども・子育て支援会議の開催
・第2期子ども・子育て支援事業計画策定
業務委託

・子ども・子育て支援会議の開催

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

子育て中の世帯や子どもを中心とした市民

目
的

子育てをしやすいまちにする。

3304 子ども・子育て支援計画推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

「わこう子どもプラン（和光市次世代育成支援対策後期行動計画）」
が平成２６年度に最終年度を迎え、その取組の成果を引き継ぎ、新
たな計画として平成２７年３月に策定した「和光市子ども・子育て支
援事業計画」の進捗状況の把握、当該事業計画の次期策定及び
見直し等を行う。B

同左

事業区分

臨時的事業 保育施設課

事業概要

対
象
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- 109 -

Ⅲ

ⅰ

34

取組

①

②

③

④

単位（千円）

143,324 143,324 143,324

特定財源 （Ａ） 66,438 66,438 66,438

一般財源 （Ｂ） 76,886 76,886 76,886

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

子どもが健やかに育つための環境づくり

施策・方針

地域における健やかな子育ての実現

地域子育て支援の充実

ファミリー・サポート・センター事業の充実

子どもや中高生の居場所づくり

児童施設の維持管理

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

子ども個別支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

リスクを保有する家庭の支援を目的とした
ショートステイやヘルパー等の産前産後ケ
ア事業、子育て世代包括支援センターの
運営、互助による訪問型子育て支援事業
（ファミリーサポート、ホームスタート等）等
の実施

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 地域包括ケア課

事業概要

対
象

妊婦及び18歳までの児童及びその保護者

目
的

妊娠・出産・子育てにおける切れ目のない支援のためのサービス
提供

3403

優
先
度 活

動
概
要

互助による訪問型子育て支援事業であるファミリー･サポート･セン
ター事業、傾聴と協働により育児負担を軽減するホームスタート事
業、リスク家庭にショートステイやヘルパー派遣を行う産前産後ケ
ア事業、子育て世代包括支援センターの運営業務等B
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- 110 - 単位（千円）

125,369 124,124 125,735

特定財源 （Ａ） 25 25 0

一般財源 （Ｂ） 125,344 124,099 125,735

所管課

300 300 300

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 300 300 300

所管課

取
組
③

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3404 児童センター(館)管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・児童センター指定管理料（４館）
・総合児童センター緊急修繕
・プレーパーク事業業務委託
・市外プール施設利用料助成

・児童センター指定管理料（４館）
・児童館緊急修繕
・プレーパーク事業業務委託
・市外プール施設利用料助成
・プール利用助成券印刷

・児童センター指定管理料（４館）
・児童館緊急修繕
・プレーパーク事業業務委託
・市外プール施設利用料助成

事業区分

経常的事業 保育施設課

事業概要

対
象

１８歳未満の児童及びその保護者

目
的

異年齢間の児童、地域の大人たち、児童厚生員など、様々な世代
との交流を通じ、児童の健全に育成されているようにする。また幼
児と保護者が集える場所を提供することで、子育てに関する悩みや
ストレスを解消する。

地域社会と連携しながら、体育レクリエーション・文化活動・教室・
サークルなどの事業を実施する。また、施設利用者の安全性及び
快適性向上のため、施設の整備を行う。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

子育て世代包括支援センター等を総合相談調整機能として位置づ
け、各地域において医療・保健・福祉を一体的に提供することで、
妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援を行う。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3407 子育て活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

子育て活動支援事業補助金の継続

同左 同左

事業区分

経常的事業 ネウボラ課

事業概要

対
象

妊娠期から学齢期までの子育て中の親子

目
的

妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を行うため、医療・保健・福祉
を一体的に提供する。
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- 111 -

Ⅲ

ⅰ

35

取組

①

②

単位（千円）

338,406 337,836 337,872

特定財源 （Ａ） 43,910 43,910 43,910

一般財源 （Ｂ） 294,496 293,926 293,962

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

子どもが健やかに育つための環境づくり

施策・方針

子育て家庭への経済的支援

子育て家庭への医療費助成などの充実

ひとり親家庭の経済的自立支援

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

乳幼児・子ども医療費助成
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

子育て家庭への医療費助成の継続

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 ネウボラ課

事業概要

対
象

小学校就学前の乳幼児の保護者及び小・中学校修了前の児童の
保護者

目
的

子どもの医療費（保険診療分）を助成することにより、保護者の経
済的負担を軽減し、また健康が保持増進されているようにする。

3501

優
先
度 活

動
概
要

出生、転入により就学前の乳幼児の保護者の申請に基づき、乳幼
児医療費の受給者証を発行。小・中学生の対象者には登録申請書
を個別通知し、審査に基づき受給者証を発行。平成２４年４月より
子ども医療費にける居住要件を改正。また、平成２６年４月より完
納要件を緩和。審査支払機関又は保護者からの請求を受け、子ど
もの医療費の保険診療分の一部負担金の支給処理を行う。また県
に対し各種報告や補助金の請求などの事務処理を行う。

B
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- 112 - 単位（千円）

1,257,355 1,257,365 1,257,365

特定財源 （Ａ） 1,067,400 1,067,400 1,067,400

一般財源 （Ｂ） 189,955 189,965 189,965

所管課

168,214 167,064 167,063

特定財源 （Ａ） 54,888 54,888 54,888

一般財源 （Ｂ） 113,326 112,176 112,175

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3502 児童手当支給
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

子育て家庭への手当支給により家庭生活
の安定を図る。

同左 同左

事業区分

経常的事業 ネウボラ課

事業概要

対
象

中学校修了前（15歳に達する日以後の最初の3月31日まで）の児
童を養育している人

目
的

児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭にお
ける生活が安定する。次代の社会を担う児童の健全な育成及び資
質を向上させる。

平成24年4月より再度実施。児童を養育する親等に対し児童手当を
支給する。3歳未満は15,000円、3歳以上小学生までの第1子・第2
子は10,000円、第3子以降は15,000円、中学生は10,000円。平成24
年6月より所得制限を実施。受給者又は認定請求者から各種届出
の受付、受給者への6.10.2月（年3回）の手当支給や各種通知書発
送、国・県に対し各種報告や負担金の請求などの事務処理を行う。

B

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

ひとり親家庭等への児童扶養手当の支給及び医療費の一部助成
を所得に応じて実施する。また、母子自立支援のための相談員（母
子自立支援員）の設置や教育訓練給付金等の支給を行う。

A

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3504 ひとり親家庭
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

高等職業訓練促進給付金について継続
者が多いため、1人対象者を増加。
制度改正により手当支給の回数が増加を
見込む。

同左 同左

事業区分

経常的事業 ネウボラ課

事業概要

対
象

ひとり親家庭等の父、母又は養育者及び児童

目
的

ひとり親家庭等の生活の安定化、また母子家庭の自立化を図る。
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- 113 -

Ⅲ

ⅱ

36

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

546 485 756

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 546 485 756

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

高齢者の生きがいづくり

施策・方針

高齢者の生きがいと社会参加への支援

地域社会活動への参加に対する支援

老人クラブへの加入促進

高齢者の知識・経験の活用

施設サービスによる支援
健康診査等未受診者に対する訪問調査の実施

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3601 長寿・敬老支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

100歳長寿慶祝・市内男女最高齢者を慶
祝する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

新百歳・市内男女最高齢者

目
的

長寿と健康を祝い、長年の社会貢献について敬意を表し、市民へ
敬老思想を普及する。

優
先
度 活

動
概
要

１００歳長寿慶祝・市内男女最高齢者慶祝する。

C
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- 114 - 単位（千円）

39,257 40,215 39,051

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 39,257 40,215 39,051

所管課

54,674 54,674 54,674

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 54,674 54,674 54,674

所管課

活
動
概
要

高齢者福祉事業、介護予防小規模多機
能型居宅介護事業を実施する。施設の運
営は指定管理者制度により、民間事業者
が行う。取

組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度

高齢者の健康増進及び社会参加の促進。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3602 新倉高齢者福祉センター管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

A

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

市内に住所を有する60歳以上の人

目
的

介護予防を基本とした各種講座（教養専
門講座、パソコン講座、介護予防運動、レ
クリエーション等）の開催、サークル活動
の場の提供とコーディネートを実施する。
また、介護保険法に基づく通所介護事業
及び介護予防・日常生活支援総合事業の
運営により、地域高齢者の介護予防の促
進、自立支援を図る。

高齢者福祉事業、介護予防小規模多機能型居宅介護事業を実施
する。施設の運営は指定管理者制度により、民間事業者が行う。

A

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

介護予防を基本とした各種講座（教養専門講座、パソコン講座、介
護予防運動、レクリエーション等）の開催、サークル活動の場の提
供とコーディネートを実施する。また、介護保険法に基づく通所介護
事業及び介護予防・日常生活支援総合事業の運営により、地域高
齢者の介護予防の促進、自立支援を図る。

高齢者の健康増進及び社会参加の促進。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3603 高齢者福祉センター管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

市内に住所を有する60歳以上の人

目
的
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- 115 - 単位（千円）

0 2,566 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 2,566 0

所管課

1,291 1,291 2,860

特定財源 （Ａ） 1,291 1,291 2,860

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3604 介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画策定
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

高齢者保健福祉計画及び第８期介護保
険事業計画を策定する。

－

対
象

介護保険被保険者

目
的

地域包括ケアシステムの構築による介護保障と自立支援を確立す
る。

優
先
度 活

動
概
要

高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画を策定する。

取
組
①

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3605 介護保険趣旨普及業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

制度説明用パンフレット及び計画（長寿あ
んしんプラン）の作成及び配布を行う。

同左 同左

対
象

市民及び介護保険被保険者

目
的

介護保険制度の周知。

優
先
度 活

動
概
要

制度説明用パンフレット及び計画（長寿あんしんプラン）の作成及び
配布を行う。

B

取
組
①
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- 116 - 単位（千円）

7,370 7,370 7,370

特定財源 （Ａ） 293 293 0

一般財源 （Ｂ） 7,077 7,077 7,370

所管課

33,600 33,600 33,600

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 33,600 33,600 33,600

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3607 生きがい活動
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

老人クラブへの補助金、実施事業への支
援と朝霞地区シルバー人材センターへの
支援を行う。

同左 同左

対
象

老人クラブ・シルバー人材センター及び高齢者

目
的

高齢者の生きがい及び地域の活性化のため。

優
先
度 活

動
概
要

老人クラブへの補助金、実施事業への支援と朝霞地区シルバー人
材センターへの支援を行う。

C

取
組
②
③

6

7

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3608 在宅高齢者住宅支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

高齢者住宅借上、高齢者支援住宅家賃
助成、高齢者住替住宅家賃助成を行う。

同左 同左

対
象

住宅に困窮する高齢者等

目
的

高齢者の住みやすい住環境の整備。

優
先
度 活

動
概
要

高齢者住宅借上、高齢者支援住宅家賃助成、高齢者住替住宅家
賃助成を行う。

B

取
組
④
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- 117 - 単位（千円）

832 832 832

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 832 832 832

所管課

560,847 590,396 615,202

特定財源 （Ａ） 20,192 20,444 20,696

一般財源 （Ｂ） 540,655 569,952 594,506

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3609 老人ホーム入所措置
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

措置者の入所の適否、措置費用の徴収、
措置委託料支出、措置者の状況把握を行
う。

同左 同左

対
象

措置を必要とする高齢者

目
的

必要最低限の生活の保障。

優
先
度 活

動
概
要

措置者の入所の適否、措置費用の徴収、措置委託料支出、措置者
の状況把握を行う。

B

取
組
④

8

9

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3610 後期高齢者医療
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

後期高齢者医療被保険者の資格得喪
失、後期高齢者医療給付に係る各種申請
受付、後期高齢者医療健康審査の実施。

同左 同左

対
象

７５歳以上の方、および６５歳から７４歳までの方で一定の障害があ
ると広域連合の認定を受けた方

目
的

高齢者が健康でいきいきとした生活を営むようになっている。

優
先
度 活

動
概
要

健康診査を通じて生活習慣病を早期に発見することで、高齢者の
健康の保持・増進を図る。

B

取
組
⑤
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- 118 - 単位（千円）

4,000 4,000 4,000

特定財源 （Ａ） 4,000 4,000 4,000

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3611 専門職（栄養・口腔ケア）相談・訪問
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

自立生活を営む後期高齢者で栄養・口腔
ケアにリスクがある方を対象に、専門職
(管理栄養士・歯科衛生士)が訪問指導を
実施して介護予防と疾病等重症化予防を
図る。

同左 同左

対
象

日常生活圏域ニーズ調査より抽出した者のうち自立の状態にある
が①低栄養、過体重等疾病・介護予防が必要な者②摂食、そしゃく
等口腔機能低下が見られる者③後期高齢者医療被保険者対象の
検診未受診者

目
的

高齢者が継続的に健康で自立した生活を送ることが出来るように
する。

優
先
度 活

動
概
要

自立した日常生活を営む高齢者へ、栄養管理と口腔ケアを連動さ
せたアウトリーチ型支援による「専門職による相談や指導を受ける
べき人」に確実に支援が行き渡る仕組みを構築し、介護予防と疾病
等重症化予防の充実を図る。B

取
組
⑤

10
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- 119 -

Ⅲ

ⅱ

37

取組

①

②

③

④

単位（千円）

2,510 2,604 2,604

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,510 2,604 2,604

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

高齢者の生きがいづくり

施策・方針

きめ細かな介護予防の推進

介護予防事業（介護予防サービス・地域支援事業）の充実

コミュニティケア会議の強化

日常生活圏域ニーズ調査の実施

地域包括ケアの推進

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3701 在宅生活支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

住み慣れた自宅や地域で、自立した生活
を続けられるよう支援する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

主に６５歳以上の高齢者

目
的

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で安心した生活を送れるよう
にする。

優
先
度 活

動
概
要

住み慣れた自宅や地域で、自立した生活を続けられるよう支援す
る。

B
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- 120 -
単位（千円）

13,318 13,659 14,302

特定財源 （Ａ） 13,318 13,659 14,302

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

17,746 18,731 19,659

特定財源 （Ａ） 17,746 18,731 19,659

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

活
動
概
要

市町村は被保険者から要支援・要介護認
定の申請があった場合、認定調査を実施
する。また、主治医の意見書を求め、認定
調査の結果及び主治医意見書の記載か
ら、介護認定審査会にて要介護状態か否
か、また、介護状態であればどの程度か
の審査判定を実施する。（審査委員は５人
で構成される。）

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度

介護保険法に基づき、要支援・要介護認定及び審査を行う。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3702 介護認定審査業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

A

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

要介護状態高齢者

目
的

要支援・要介護認定の申請があった場合
に、市町村の認定調査員が被保険者宅を
訪問し、認定に必要な本人の心身の状況
を調査する。

市町村は被保険者から要支援・要介護認定の申請があった場合、
認定調査を実施する。また主治医の意見書を求め、認定調査の結
果及び、主治医意見書の記載から、介護認定審査会にて、要介護
状態か否かまた介護状態であればどの程度かの審査判定を実施
する。（審査委員は５人で構成される。）A

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

要支援・要介護認定の申請があった場合に、市町村の認定調査員
が被保険者宅を訪問し、認定に必要な本人の心身の状況を調査す
る。

介護保険法に基づき適正に要介護認定を行う。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3703 認定調査業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

要介護状態高齢者

目
的
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- 121 -
単位（千円）

138,186 143,329 148,653

特定財源 （Ａ） 100,799 104,551 108,439

一般財源 （Ｂ） 37,387 38,778 40,214

所管課

32,518 33,555 34,620

特定財源 （Ａ） 23,736 24,493 25,270

一般財源 （Ｂ） 8,782 9,062 9,350

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3709 介護予防・生活支援サービス事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

①日常生活圏域ニーズ調査等実施により
対象者把握を行う。
②地域包括支援センター職員等による対
象者のアセスメントを行い、生活機能の維
持向上を図る。
③通所型介護予防事業・訪問型介護予防
事業を実施する。
④予防事業評価事業を実施する。

同左 同左

対
象

要介護状態等となる恐れの高い虚弱な状態にあると認められる６５
歳以上の者

目
的

要支援状態からの改善及び要支援・要介護状態になることを未然
に防ぎ、地域における自立した生活の継続を支援する。

優
先
度 活

動
概
要

①日常生活圏域ニーズ調査等実施により対象者把握事を行う。②
地域包括支援センター職員等による対象者のアセスメントを行い、
生活機能の維持向上を図る。③通所型介護予防事業・訪問型介護
予防事業を実施する。④予防事業評価事業を実施する。B

取
組
①

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3710 一般介護予防事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

①介護予防普及啓発事業を実施する。
②地域介護予防活動支援を実施する。

同左 同左

対
象

一般介護予防事業対象者（介護保険第１号被保険者）

目
的

介護予防・日常生活支援事業サービス事業対象者が改善した場合
の通いの場となるとともに、一般介護予防事業対象者が現在の状
態を維持し健康増進の状態を図る。

優
先
度 活

動
概
要

①介護予防普及啓発事業を実施する。②地域介護予防活動支援
を実施する。

C

取
組
①
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- 122 -
単位（千円）

16,120 16,989 17,675

特定財源 （Ａ） 12,403 13,072 13,600

一般財源 （Ｂ） 3,717 3,917 4,075

所管課

4,459 4,675 4,902

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 4,459 4,675 4,902

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3712 日常生活圏域ネットワーク
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

指定事業者により紙おむつを提供し、その
費用の一部を助成する。また、緊急通報
システムを設置する。

同左 同左

対
象

要介護状態又は要支援状態となるおそれがある者として市長が認
めた者。

目
的

高齢者の自立した生活の継続を支援する。

優
先
度 活

動
概
要

指定事業者により紙おむつを提供し、その費用の一部を助成する。
また、緊急通報システムを設置する。

B

取
組
①

6

7

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3713 健康増進・介護者リフレッシュ
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

１人当たり年間１２枚の補助券を交付し、
保険料を還元する。なお、補助券は市の
指定する健康増進浴場施設にて利用する
ことができる。

同左 同左

対
象

介護保険第１号被保険者及び要介護認定者の介護にあたる家族
介護者

目
的

被保険者の閉じこもり予防及び家族介護者のリフレッシュを目的と
する。

優
先
度 活

動
概
要

１人当たり年間１２枚の補助券を交付し、保険料を還元する。なお、
補助券は市の指定する健康増進浴場施設にて利用することができ
る。

C

取
組
①
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- 123 -
単位（千円）

247 247 247

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 247 247 247

所管課

17,708 20,516 23,339

特定財源 （Ａ） 13,633 15,796 14,669

一般財源 （Ｂ） 4,075 4,720 8,670

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3714 地域介護予防
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

小学校の福祉交流室や公共施設等にお
ける体操や創作活動等の実施に必要とな
る消耗品や食糧品の購入。

同左 同左

対
象

市内高齢者

目
的

高齢者の閉じこもり予防を目的とする。

優
先
度 活

動
概
要

小学校の福祉交流室や公共施設等における体操や創作活動等の
実施に必要となる消耗品や食糧品の購入。

C

取
組
①

8

9

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3715 総合相談支援事業・権利擁護事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

①市長による後見・保佐・補助開始の審
判の申立てを行う。また、申立てに要する
経費の全部または一部を支払う。
②その他成年後見人等の業務に要する
経費の助成を行う。

同左 同左

対
象

要支援者のうち、配偶者若しくは四親等以内の親族がいない者又
はこれらの親族がいても音信不通の状況等にある者で、市長が本
人の保護のために成年後見制度の利用が必要であると認めた者

目
的

知的障害者又は認知高齢者が、その有する能力を活用し、自立し
た日常生活を営むことができる環境の整備に資する。

優
先
度 活

動
概
要

（1）市長による後見・保佐・補助開始の審判の申立てを行う。また、
申立てに要する経費の全部又は一部を支払う。
（2）その他成年後見人等の業務に要する経費の助成等を行う。

B

取
組
①

- 123 -



- 124 -
単位（千円）

0 8,404 0

特定財源 （Ａ） 0 8,404 0

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

390 390 390

特定財源 （Ａ） 300 300 300

一般財源 （Ｂ） 90 90 90

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 健康保険医療課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3716 介護保険システム改修事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

コンビニ収納対応に係るシステム改修を
行う。

－

対
象

介護保険システム

目
的

介護予防システムをリースする。
コンビニ収納に対応できるようシステムを改修する。
社会保障・税番号制度システムに係る導入適用対応を図る。

優
先
度 活

動
概
要

介護予防ケアマネジメント管理に必要な介護予防システムをリース
する。
システムのサーバーや仕様の見直しを行い、システムがクラウド化
された後にリースする。
介護保険システム業者によりコンビニ収納に対応したシステム改修
を行う。
社会保障・税番号制度システムに係る介護保険システムの導入適
用作業を行う。

B

取
組
①

10

11

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3717 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

包括的ケアプラン（困難支援・住環境支援
等）の作成やヘルパー対象講習会を実施
し、地域における連携・協働の体制づくり
や個々の介護支援専門員に対する支援
等を行う。

同左 同左

対
象

介護認定者、ヘルパー

目
的

高齢者が住み慣れた地域における生活を継続するため。

優
先
度 活

動
概
要

包括的ケアプラン（困難支援・住環境支援等）の作成やヘルパー対
象講習会を実施し、地域における連携・協働の体制づくりや個々の
介護支援専門員に対する支援等を行う。

B

取
組
②

- 124 -



- 125 -
単位（千円）

4,950 4,950 4,950

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 4,950 4,950 4,950

所管課

137,358 137,358 137,358

特定財源 （Ａ） 60,466 60,466 60,466

一般財源 （Ｂ） 76,892 76,892 76,892

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3719 健康度調査
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

郵送方式による介護予防スクリーニング
調査を実施する。（３年に１回のペースで
第１号被保険者全員に送付）回答者には
結果アドバイス票を送付し、介護予防・健
康寿命の延伸等について意識向上を図
る。

同左 同左

対
象

６５歳以上の高齢者（介護保険第１号被保険者）

目
的

要支援・要介護状態へ移行する高齢者の増加を抑制する。

優
先
度 活

動
概
要

郵送方式による介護予防スクリーニング調査を実施する。（３年に１
回のペースで第１号被保険者全員に送付）回答者には結果アドバ
イス票を送付し、介護予防・健康寿命の延伸等について意識向上を
図る。A

取
組
③

12

13

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3720 委託センター運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

①介護予防事業と予防給付が効果的・効
率的に提供されるよう適切なマネジメント・
調整をする。
②高齢者やその家族等の相談を総合的
に受付け、訪問等により実態を把握し、必
要なサービスにつなげる。また、様々な権
利擁護に必要な援助を行う。
③地域でのケアを充実させ、医療と介護
の連携、在宅と施設の連携、支援困難事
例への対処等、包括的・継続的なケアマ
ネジメントを実施する。

同左 同左

対
象

被保険者及び家族・親族等

目
的

高齢者を含む地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括
的に支援し、高齢者がいつまでも住み慣れた地域で自立して生活
できるよう体制を整える。

優
先
度 活

動
概
要

①介護予防事業と予防給付が効果的・効率的に提供されるよう適
切なマネジメント・調整をする。②高齢者やその家族等の相談を総
合的に受付け、訪問等により実態を把握し、必要なサービスに繋げ
る。また、様々な権利擁護に必要な援助を行う。③地域でのケアを
充実させ、医療と介護の連携、在宅と施設の連携、支援困難事例
への対処等、包括的・継続的なケアマネジメントを実施する。

A

取
組
④

- 125 -



- 126 -
単位（千円）

792 792 792

特定財源 （Ａ） 609 609 609

一般財源 （Ｂ） 183 183 183

所管課

1,265 1,265 1,265

特定財源 （Ａ） 975 975 975

一般財源 （Ｂ） 290 290 290

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3723 認知症初期集中支援事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

認知症初期集中支援チームを編成し、複
数の専門職が認知症の人（認知症が疑わ
れる人）及びその家族を訪問してアセスメ
ントを行い、コミュニティケア会議を通じた
医療・介護サービス等、認知症初期の支
援を包括的・集中的に提供する。

同左 同左

対
象

４０歳以上の在宅生活者で、認知症が疑われる人、又は認知症で、
医療サービス及び介護サービスを受けていないか中断している人
で、認知症疾患の診断を受けていない人。

目
的

認知症高齢者がどのような状態になっても、本人の意思が尊重さ
れ、住み慣れた地域の中で暮らし続けることができるようなケア環
境を構築するため、認知症初期集中支援チームを編成し、集中的
なアドバイスやサービスの提供により、認知症の悪化遅延とＱＯＬを
維持している。

優
先
度

活
動
概
要

認知症初期集中支援チームを編成し、複数の専門職が認知症の人
（認知症が疑われる人）及びその家族を訪問してアセスメントを行
い、コミュニティケア会議を通じた医療・介護サービス等、認知症初
期の支援を包括的・集中的に提供する。B

取
組
①

14

15

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3724 地域ケア会議事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

ケアプランの検討を行う。

同左 同左

対
象

高齢者全般

目
的

ケアプランを検討することにより自立支援型ケアマネジメントの充実
を図るとともに、地域課題の抽出も行い、地域包括ケアの柱となる
ようにする。

優
先
度 活

動
概
要

ケアプランの検討

B

取
組
①
②
④
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- 127 -
単位（千円）

9,600 9,800 9,300

特定財源 （Ａ） 7,392 7,547 3,583

一般財源 （Ｂ） 2,208 2,253 5,717

所管課

7,866 8,653 9,518

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 7,866 8,653 9,518

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3725 生活支援体制整備事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

地域において、生活支援等サービスの提
供体制の構築に向けたコーディネート機
能（主に資源開発やネットワーク構築の機
能）を果たす者を「生活支援コーディネー
ター」として配置している。

同左 同左

対
象

高齢者全般

目
的

高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進している。

優
先
度 活

動
概
要

地域において、生活支援等サービスの提供体制の構築に向けた
コーディネ－ト機能（主に資源開発はネットワーク構築の機能）を果
たす者を「生活支援コーディネーター」として配置している。

B

取
組
①

16

17

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3726 介護予防強化サービス事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市長が定めた研修を修了した者や、専門
職が、訪問型サービス・通所型サービスに
おいて、運動機能の向上及び口腔機能の
向上、栄養改善、認知機能の改善及びそ
の他生活機能の向上及び低下予防を行
う。

同左 同左

対
象

居宅要支援被保険者及び総合事業対象者

目
的

和光市介護予防・日常生活支援総合事業サービス実施要綱による
訪問型サービス・通所型サービスと合わせて機能訓練を実施し自
立支援サービスの向上を図る。

優
先
度 活

動
概
要

市長が定めた研修を終了した者や専門職が、訪問型サービス・通
所型サービスにおいて、運動機能の向上及び口腔機能の向上、栄
養改善、認知機能の改善及びその他生活機能の向上及び低下予
防を行う。B

取
組
①

- 127 -



- 128 -
単位（千円）

5,092 5,092 5,092

特定財源 （Ａ） 3,920 3,920 3,920

一般財源 （Ｂ） 1,172 1,172 1,172

所管課

22,440 22,600 22,600

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 22,440 22,600 22,600

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3728 低所得高齢者等住まい確保事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

事業の実施に関係する地方公共団体や
事業者で構築する地域連携･協働のネット
ワークとなるプラットフォームを構築し、当
該プラットフォームを通じて住まいに困窮
する対象者に対して、地域の利用可能な
空家情報や入居相談及び入居支援を実
施する。

同左 同左

対
象

自立した生活を送ることが困難な低所得・低資産の高齢者

目
的

低所得・低資産である者であって、社会的なつながりによる支援が
乏しい等の理由により、地域での居住を継続することが困難となっ
ている者ができるだけ安定的、継続的に地域生活を営むことができ
るよう、居住の場の確保や日常生活上の支援を行うなどの地域に
おける支援体制を構築することを目的とする。

優
先
度 活

動
概
要

事業の実施に関係する地方公共団体や事業者で構築する地域連
携・協働のネットワークとなるプラットフォームを構築し、当該プラット
フォームを通じて住まいに困窮する対象者に対して、地域の利用可
能な空家情報や入居相談及び入居支援を実施する。A

取
組
④

18

19

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 地域包括ケア課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3729 統合型地域包括支援センター運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

中央圏域において統合型地域包括支援セ
ンターを運営する。

同左 同左

対
象

高齢者、障害者、子ども、生活困窮者

目
的

地域包括支援センター、子育て世代包括支援センター、障害者相
談支援事業所、生活困窮者の支援拠点を統合した、統合型地域包
括支援センターの設置・運営

優
先
度 活

動
概
要

地域包括支援センター、子育て世代包括支援センター、障害者相
談支援事業所、生活困窮者の支援拠点を統合した統合型地域包
括支援センターを平成３０年度に1圏域モデル的に設置し、今後３圏
域全てへの設置を行う予定である。B

取
組
④
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- 129 -
単位（千円）

1 8,025 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 8,025 0

所管課

8,877 7,181 7,181

特定財源 （Ａ） 2,000 2,000 2,000

一般財源 （Ｂ） 6,877 5,181 5,181

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 地域包括ケア課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3730 地域福祉分野計画（各種事業計画）策定
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平成３２年度に策定予定の障害者計画・
障害福祉計画の基礎資料とするための
ニーズ調査を実施する。

第六次障害者計画・第６期障害福祉計画
及び、第2期生活困窮者自立支援計画の
策定

同左

対
象

市民、高齢者、障害者

目
的

保健福祉分野の各計画の策定業務を実施。
地域包括ケア課で計画策定の進行を管理することで、策定にともな
う調査の効率化を図ることができ、また福祉部内で統一した方針で
計画策定を行う。

優
先
度 活

動
概
要

長寿あんしんプラン（介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画）、
障害者計画・障害福祉計画、健康わこう21計画および自殺対策推
進計画、生活困窮者自立支援計画等の策定にかかわる業務

B

取
組
④

20

21

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 地域包括ケア課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3731 総合相談支援業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

複合的な課題をもつ世帯への効果的なケ
アマネジメントを実施するため、ケア会議
の開催や総合相談支援システムの運用を
行う。

同左 同左

対
象

総合相談支援システム

目
的

保健福祉部内の各課で使用している相談システムの統合をはかる
ことにより、地域包括ケアの推進を図る。

優
先
度 活

動
概
要

平成３０年の統合型地域包括支援センター（現在の高齢者・障害
者・子ども子育て・生活困窮者の支援拠点を統合）開設に向け、総
合相談支援調整業務のための情報システムを整備・運用する。

B

取
組
④
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- 130 -
単位（千円）

400 400 400

特定財源 （Ａ） 400 400 400

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

2,539 2,539 2,539

特定財源 （Ａ） 1,956 1,956 1,956

一般財源 （Ｂ） 583 583 583

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 地域包括ケア課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3732 医療・介護・子育て支援に係る人材確保
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

奨学金を受けながら、看護師、介護士、保
育士等の資格取得を目指し将来的に和光
市内の施設などに就職を希望する者に対
して助成を行う。

同左 同左

対
象

看護師・介護福祉士・保健師・保育士等を養成する学校等に就学す
る学生で、在学中の学費等を奨学金として貸与する事業を利用して
おり、将来的に和光市で保健福祉業務に従事をするもの

目
的

和光市内で医療・介護・保育の業務に従事しようとする者に対して、
助成を行うことにより、保健福祉分野における積極的な人材確保を
目的とした助成事業

優
先
度 活

動
概
要

市内医療機関、介護保険サービス事業所及び保育所等への就業
を推進し、保健福祉分野における人材確保を図るため、将来市内
での就労を希望し、奨学金制度等を利用して学校等（養成機関）に
就学している者に対して助成金を支給する。

B

取
組
④

22

23

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3733 在宅医療・介護連携推進事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市と一般社団法人朝霞地区医師会と
の協定に基づき運営する在宅医療・連携
拠点(地域包括ケア支援室)を、平成30年
度から市町村の地域支援事業として運営
する。

同左 同左

対
象

被保険者

目
的

在宅医療と介護の連携により地域包括ケアシステムの構築を図
る。

優
先
度 活

動
概
要

和光市と一般社団法人朝霞地区医師会との協定に基づき運営する
在宅医療・連携拠点(地域包括ケア支援室)を、平成30年度から市
町村の地域支援事業として運営する。

B

取
組
①
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単位（千円）

1,944 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,944 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3734 介護保険システム改修事業（長寿あんしん課）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

新元号に対応するためシステム改修を
行う。

－ －

対
象

介護保険システム

目
的

法改正等に対応するため、介護保険システムを改修する

優
先
度 活

動
概
要

給付管理システム業者により、法改正等に対応するシステム改修
を行う
介護予防ケアマネジメントシステム事業者により、法改正等に対応
するシステム改修を行うA

取
組
①

24

- 131 -



- 132 -

Ⅲ

ⅱ

38

取組

①

②

③

単位（千円）

28,600 238,821 0

特定財源 （Ａ） 28,600 238,821 0

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

高齢者の生きがいづくり

施策・方針

介護サービスの適正な提供

サービス付き高齢者向け住宅などの施設整備

在宅介護における支援

医療機関との連携

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3801 地域密着型サービス拠点等整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

第７期介護保険事業計画（長寿あんしんプ
ラン）に基づく地域密着型サービス拠点等
の整備について、県の地域密着型サービ
ス等整備助成事業等補助金、埼玉県定期
巡回・随時対応サービス開始準備経費等
支援事業補助金等を活用し推進する。優
良な事業者を誘致し、長寿あんしんプラン
に位置付けられた基盤整備を行う。

同左 同左

事業区分

投資的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

介護保険法に基づく地域密着型サービス拠点整備事業者

目
的

地域密着型施設運営事業者の安定的な経営のため。

優
先
度 活

動
概
要

第６期介護保険事業計画（長寿あんしんプラン）に基づく地域密着
型サービス拠点等の整備について、県の地域密着型サービス等整
備助成事業等補助金、埼玉県定期巡回・随時対応サービス開始準
備経費等支援事業補助金等を活用し推進する。優良な事業者を誘
致し、長寿あんしんプランに位置付けられた基盤整備を行う。A
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- 133 - 単位（千円）

110,859 117,188 120,761

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 110,859 117,188 120,761

所管課

366 366 366

特定財源 （Ａ） 366 366 366

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

活
動
概
要

①要介護認定者が在宅で自立した生活が
送れるよう受託改修費の一部を補助す
る。
②低所得介護保険利用者の負担軽減を
図る。
③要介護認定に係る訪問調査時における
生活背景や要介護度だけでは補うことが
できない生活支援度の調査を実施する。

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度

高齢者のＱＯＬ（生活の質）を向上させる。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3802 在宅介護支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

A

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

主に６５歳以上の要介護認定者等

目
的

市長の諮問に応じ、介護保険特別会計予
算の当初及び補正予算や、介護保険施設
の整備等について審議する。

①要介護認定者が在宅で自立した生活が送れるよう住宅改修費の
一部を補助する。②低所得介護保険利用者の負担軽減を図る。③
要介護認定に係る訪問調査時における生活背景や要介護度だけ
では補うことができない生活支援度の調査を実施する。B

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

市長の諮問に応じ、介護保険特別会計予算の当初及び補正予算
や、介護保険施設の整備等について審議する。

介護保険事業の運営を適正に行う。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3803 介護保険運営協議会運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

対
象

介護保険被保険者

目
的
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- 134 - 単位（千円）

38,797 40,737 42,774

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 38,797 40,737 42,774

所管課

19,167 20,125 21,132

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 19,167 20,125 21,132

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3809 紙おむつ等支給
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

指定業者より紙おむつや居宅介護用品を
各家庭へ配送し、その費用の９割（一定以
上の所得のある利用者は８割）を助成す
る。

同左 同左

対
象

要支援・要介護認定者

目
的

居宅介護高齢者に対する介護の限界点を高める。また、失禁リスク
等を勘案したリハビリパンツの提供により、閉じこもりを予防する。

優
先
度 活

動
概
要

指定業者より紙おむつや居宅介護用品を各家庭へ配送し、その費
用の９割（一定以上の所得のある利用者は８割）を助成する。

B

取
組
②

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3810 地域送迎
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

原則要介護２以上の認定者を対象とし、病
院及び介護保険施設への入院入所並び
に通院通所等の際、指定業者による送迎
サービスを提供し、その費用の９割（一定
以上の所得のある利用者は８割）を助成
する。

同左 同左

対
象

原則要介護２以上の認定を受けている者。

目
的

要支援・要介護高齢者が自宅か医療施設及び介護保険施設等へ
通院通所する際、また自宅へ退院退所する際に送迎サービスを提
供し、費用の一部を助成することにより、高齢者の在宅での生活を
支援することを目的とする。

優
先
度 活

動
概
要

原則要介護２以上の認定者を対象とし、病院及び介護保険施設へ
の入院入所並びに通院通所等の際、指定業者による送迎サービス
を提供し、その費用の９割（一定以上の所得のある利用者は８割）を
助成する。B

取
組
②
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- 135 - 単位（千円）

11,894 12,489 13,113

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 11,894 12,489 13,113

所管課

1 1 1

特定財源 （Ａ） 1 1 1

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3811 食の自立・栄養改善
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

指定業者より昼食・夕食の配色サービスを
提供し（普通食のほか、糖尿病食やミキ
サー食などそれぞれに対応したものを提
供）、その費用の６割を助成する。

同左 同左

対
象

要支援・要介護認定者

目
的

居宅要支援・要介護認定者に対し、その状況に応じて、栄養のバラ
ンスのとれた調理済みの食事の提供したり、食事の自立のための
栄養改善指導を実施し、その費用の一部を助成することにより、高
齢者の自立した生活を支援することを目的とする。

優
先
度 活

動
概
要

指定業者より昼食・夕食の配食サービスを提供し（普通食の他、糖
尿病食やミキサー食などそれぞれに対応したものを提供）、その費
用の６割を助成する。

B

取
組
②

6

7

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3813 介護給付費準備基金積立
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

基金の運用から生じる収益を介護保険特
別会計歳入歳出予算に計上し、基金に編
入する。

同左 同左

対
象

介護給付費準備基金

目
的

介護保険給付の不足分に充当するための財源を確保する。

優
先
度 活

動
概
要

基金の運用から生じる収益を介護保険特別会計歳入歳出予算に
計上して、基金に編入する。

C

取
組
②
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- 136 - 単位（千円）

85 85 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 85 85 0

所管課

9,307 169,589 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 9,307 169,589 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3818 福祉の里管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

指定管理者制度の導入により、効率的に
施設を運営する。

同左 同左

対
象

福祉の里及び福祉の里利用者

目
的

在宅で介護が受けられない高齢者が、不便のない介護が受けられ
る快適な生活を送っているようにする。また、指定管理者制度の導
入により、効率的な施設の運営が実現されている。

優
先
度 活

動
概
要

指定管理者制度の導入により、効率的に施設を運営する。

B

取
組
③

8

9

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3819 福祉の里施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

中長期修繕計画に基づき整備を行う。

同左 同左

対
象

福祉の里及び福祉の里利用者

目
的

在宅で介護が受けられない高齢者が、不便のない介護が受けられ
る快適な生活を送っているようにする。また、２４時間３６５日運営さ
れている福祉の里が、継続的な運用ができるよう整備する。

優
先
度 活

動
概
要

中長期修繕計画に基づき整備を行う。

B

取
組
③
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- 137 - 単位（千円）

987 1,037 1,089

特定財源 （Ａ） 987 1,037 1,089

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

148 148 148

特定財源 （Ａ） 98 98 98

一般財源 （Ｂ） 50 50 50

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3821 社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業費
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

介護保険法に基づく訪問介護等のサービ
スに係る利用者負担額並びに食費、居住
費及び宿泊に係る利用者負担額の全部ま
たは一部を減額する。

同左 同左

対
象

収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計を維持
することが困難な者として市長が認めた者又は生活保護法による
保護を受けている者。

目
的

低取得者で生計が困難である者及び生活保護受給者について、介
護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役
割にかんがみ、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービ
スの利用促進を図る。

優
先
度 活

動
概
要

介護保険法に基づく訪問介護等のサービスに係る利用者負担額並
びに食費、居住費及び宿泊に係る利用者負担額の全部又は一部を
減額する。

B

取
組
③

10

11

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3822 介護人材育成
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

「認知症介護実践者等養成事業の実施に
ついて」（平成１８年３月３１日老発第
0331010号厚生労働省老健局長通知）に
より、通知された事業を、和光市において
実施するため、市内介護保険事業所等従
事者に対して行う。

同左 同左

対
象

市内介護事業所等従事者

目
的

平成２８年度に新設された認知症介護基礎研修を市内介護保険事
業所等従事者に受講してもらうことにより、良質な介護を担うことが
できる人材を質・量確保していくために実施する。

優
先
度 活

動
概
要

「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平成１８年３月３
１日老発第0331010号厚生労働省老健局長通知）により、通知され
た事業を、和光市において実施するため、市内介護保険事業所等
従事者に対して行う。B

取
組
①
②
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- 138 - 単位（千円）

191 191 191

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 191 191 191

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 長寿あんしん課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3823 介護保険指定事業者等管理システム
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

変更届出の受理、新規事業所の指定、事
業所の更新指定等の入力業務。

同左 同左

対
象

市内介護保険事業所

目
的

県の行なっていた業務を市で行うこととなったため。

優
先
度 活

動
概
要

変更届出の受理、新規事業所の指定、事業所の更新指定等の入
力業務

C

取
組
①
②

12
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- 139 -

Ⅲ

ⅲ

39

取組

①

②

③

④

単位（千円）

6,482 6,482 6,482

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 6,482 6,482 6,482

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

障害者を地域で支えるまちづくり

施策・方針

チャレンジドが安心できる障害福祉の推進

相談支援体制の充実

社会参加の促進

地域での自立を支える生活支援の充実

保健・医療の充実

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

福祉相談支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

障害者、生活困窮者、生活保護受給者や
その家族からの相談を受け、より迅速な
支給決定をはかることで安定した市民生
活が送れるように支援する。また、地域生
活支援センター等を相談拠点として、各関
係機関等と連携を行い、地域で安心して
生活が送れるように支援する。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

障害者、生活困窮者、生活保護受給者等

目
的

必要とする福祉サービスが受けられ安定した市民生活が送れるよ
うにする。

3901

優
先
度 活

動
概
要

障害者、生活困窮者、生活保護受給者やその家族からの相談を受
け、より迅速な支給決定をはかることで安定した市民生活が送れる
ように支援する。また、地域生活支援センター等を相談拠点として、
各関係機関等と連携を行い、地域で安心して生活が送れるように
支援する。B
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- 140 - 単位（千円）

17,643 16,621 16,621

特定財源 （Ａ） 284 284 284

一般財源 （Ｂ） 17,359 16,337 16,337

所管課

89 89 89

特定財源 （Ａ） 66 66 66

一般財源 （Ｂ） 23 23 23

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3902 障害者福祉支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

地域福祉計画の策定・推進や、自立支援
協議会の開催、介護給付費等支給審査
会の運営を行い、障害者が必要とする福
祉サービスを提供する体制を整える。

同左 同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

障害者及び障害者団体等

目
的

障害者が必要とする福祉サービスを受給できるようにする。

地域福祉計画の策定・推進や、自立支援協議会の開催、介護給付
費等支給審査会の運営を行い、障害者が必要とする福祉サービス
を提供する体制を整える。

A

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

障害者スポーツ大会を通じて、体力維持、機能向上を図り社会参
加の機会をつくる。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3903 障害者交流支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

障害者スポーツ大会を通じて、体力維持、
機能向上を図り社会参加の機会をつくる。

同左 同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

障害者及びその家族、障害者団体、障害者福祉施設、一般市民等

目
的

スポーツ等の各種事業を通じて、障害者同士、市民との交流を図る
ことで、社会参加の機会を得ることができるようにする。
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- 141 - 単位（千円）

22,412 22,412 22,412

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 22,412 22,412 22,412

所管課

1,096,863 1,096,863 1,096,863

特定財源 （Ａ） 744,837 744,837 744,837

一般財源 （Ｂ） 352,026 352,026 352,026

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3904 在宅障害者地域支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

障害者の日常生活を容易にするために、
福祉タクシー利用券の配布、自動車燃料
費の補助、配食サービス、移送サービス
等の福祉サービスを行う。

同左 同左

事業概要

対
象

在宅の身体障害者・知的障害者・精神障害者・難病患者

目
的

障害者の在宅での生活の質を向上させる。

優
先
度 活

動
概
要

障害者の日常生活を容易にするために、福祉タクシー利用券の配
布、自動車燃料費の補助、配食サービス、移送サービス等の福祉
サービスを行う。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3905 在宅障害者支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

在宅で暮らす障害者の日常生活を容易に
するために、補装具の交付、日常生活用
具の給付、居宅介護、移動支援事業、生
活サポートサービス事業等の福祉サービ
スを行う。

同左 同左

対
象

在宅の身体障害者・知的障害者・精神障害者

目
的

障害者の在宅での生活の質を向上させる。

優
先
度 活

動
概
要

在宅で暮らす障害者の日常生活を容易にするために、補装具の交
付、日常生活用具の給付、居宅介護、移動支援事業、生活サポー
トサービス事業等の福祉サービスを行う。

A

取
組
③

5
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- 142 - 単位（千円）

25,114 25,114 25,114

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 25,114 25,114 25,114

所管課

94,118 95,878 95,878

特定財源 （Ａ） 140 140 140

一般財源 （Ｂ） 93,978 95,738 95,738

所管課

6

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3906 障害者施設支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

障害者の生活拠点を確保するために、通
所･� 入所施設へ運営費補助を行う。

同左 同左

事業概要

対
象

法の要件に基づく身体・知的・精神障害者及び障害児並びに重症
心身障害者（身体・知的の重複障害児者）

目
的

障害者の安心でより充実した施設生活を実現する。

優
先
度 活

動
概
要

障害者の生活拠点を確保するために、通所・入所施設へ運営費補
助を行う。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3908 総合福祉会館管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

総合福祉会館内の指定管理者制度導入
施設の管理や地域福祉センターの運営を
とおして、市民が使い易い施設となるよう
整備をする。

同左 同左

対
象

総合福祉会館

目
的

高齢者や障害者を含む全ての利用者にとって、安全性及び利便性
の高い施設となっているようにする。

優
先
度 活

動
概
要

総合福祉会館内の指定管理者制度導入施設の管理や地域福祉セ
ンターの運営をとおして、市民が使い易い施設となるよう整備をす
る。

A

取
組
③

7
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- 143 - 単位（千円）

40 64 40

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 40 64 40

所管課

227 228 228

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 227 228 228

所管課

8

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3909 和光市障害者計画・和光市障害福祉計画
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市内の障害者等に対して二ーズ調査を実
施する。自立支援協議会を開催し、第五
次和光市障害者計画及び第５期和光市
障害福祉計画を推進する。

同左 同左

事業概要

対
象

市内の身体障害者、知的障害者、精神障害者

目
的

ニーズ調査結果や自立支援協議会等における審議を通じて、平成
２９年度に第五次障害者計画及び第５期障害福祉計画を策定す
る。

優
先
度 活

動
概
要

市内の障害者等に対して二ーズ調査を実施する。自立支援協議会
を開催し、第五次和光市障害者計画及び第５期和光市障害福祉計
画を推進する。

C

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3911 避難行動要支援者支援対策業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

避難行動要支援者個別支援計画を作成
し、避難行動要支援者の支援体制を整備
する。

同左 同左

対
象

地震等の災害時に自力で避難できない障害者や高齢者等

目
的

地震等の災害時に自力で避難できない障害者や高齢者等が安全
に避難行動をとることが出来る。

優
先
度 活

動
概
要

避難行動要支援者個別支援計画を作成し、避難行動要支援者の
支援体制を整備する。

B

取
組
③

9
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- 144 - 単位（千円）

12,650 0 0

特定財源 （Ａ） 10,100 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,550 0 0

所管課

183,727 183,727 183,727

特定財源 （Ａ） 97,425 97,425 97,425

一般財源 （Ｂ） 86,302 86,302 86,302

所管課

10

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 社会援護課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3912 さつき苑改修工事
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

生活介護施設さつき苑の修繕を行う。

－ －

事業概要

対
象

さつき苑利用者

目
的

さつき苑利用者が充実した障害福祉サービスを受けることができる
ようにする。

優
先
度 活

動
概
要

生活介護施設さつき苑の修繕を行う。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3913 障害者医療支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

重度心身障害者医療費（医療保険各法に
基づく一部負担金の助成）、更生医療、育
成医療の給付、精神通院医療受給者負
担医療費の助成を行う。

同左 同左

対
象

身体障害者、知的障害者、精神障害者

目
的

重度心身障害者、精神障害者等の必要な医療費にかかる経済負
担を軽減する。

優
先
度 活

動
概
要

重度心身障害者医療費（医療保険各法に基づく一部負担金の助
成）、更生医療、育成医療の給付、精神通院医療受給者負担医療
費の助成を行う。

B

取
組
④

11
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- 145 - 単位（千円）

38,500 38,500 38,500

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 38,500 38,500 38,500

所管課

5,040 5,040 5,040

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5,040 5,040 5,040

所管課

12

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3914 障害者相談支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

障害者の自立した地域生活を支え、適切
なサービスを提供するため、相談支援業
務を委託し、相談支援の充実を図る。

同左 同左

事業概要

対
象

相談支援事業所

目
的

相談支援体制の充実を図るため

優
先
度 活

動
概
要

障害者の自立した地域生活を支え、適切なサービスを提供するた
め、相談支援業務を委託し、相談支援の充実を図る。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3916 障害者グループホーム等入居家賃助成補助金
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

障害者が地域で自立した社会生活を送る
ために、グループホーム等入居家賃の一
部を助成する。

同左 同左

対
象

グループホーム等に入居する障害者等

目
的

グループホーム等の利用者の経済的負担を軽減し、その自立を促
進するため。

優
先
度 活

動
概
要

障害者が地域で自立した社会生活を送るために、グループホーム
等入居家賃の一部を助成する。

B

取
組
③

13
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- 146 - 単位（千円）

7,903 7,903 7,903

特定財源 （Ａ） 5,926 5,926 5,926

一般財源 （Ｂ） 1,977 1,977 1,977

所管課

5,605 6,646 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5,605 6,646 0

所管課

14

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3917 権利擁護センター（成年後見支援センター）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市民からの成年後見制度等の利用受付
及び支援、市民後見人の養成、権利擁護
に関する広報及び啓発業務等を行う。

同左 同左

事業概要

対
象

知的障害や精神障害等によって判断能力が不十分な人及び家族
等。

目
的

判断能力が不十分な人が、不利益を被ることなく、その権利を擁護
するために必要な支援を行うこと。

優
先
度 活

動
概
要

市民からの成年後見制度等の利用受付及び支援、市民後見人の
養成、権利擁護に関する広報及び啓発業務等を行う。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 社会援護課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

3918 総合福祉会館施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

総合福祉会館の老朽箇所の修繕、工事を
行う。

同左 同左

対
象

総合福祉会館

目
的

高齢者や障害者を含む全ての利用者にとって、安全性及び利便性
の高い施設となっているようにする。

優
先
度 活

動
概
要

総合福祉会館の老朽箇所の修繕、工事を行う。

B

取
組
③

15
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- 147 -

Ⅲ

ⅲ

40

取組

①

②

③

単位（千円）

68,362 68,362 68,362

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 68,362 68,362 68,362

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

障害者を地域で支えるまちづくり

施策・方針

地域で支え合う福祉の推進

地域でコミュニケーションしやすい環境づくり

地域福祉に対する理解の普及

地域の組織や他制度・他職種による連携

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4001 地域福祉団体活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

地域福祉団体(社会福祉協議会、保護司
会、福祉作業所)に補助金を支出して円滑
な団体運営が図られ、地域福祉が向上す
るように支援する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

和光市社会福祉協議会、保護司会

目
的

地域福祉を推進する団体(保護司会・和光市社会福祉協議会)の活
動や福祉作業所を支援し、地域の人々が互いに支えあい、住み慣
れたまちで安心して生活できる「福祉のまちづくり」がされているよう
にする。

優
先
度 活

動
概
要

地域福祉団体(社会福祉協議会、保護司会、福祉作業所)に補助金
を支出して円滑な団体運営が図られ、地域福祉が向上するように
支援する。

B
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- 148 - 単位（千円）

10,983 10,903 10,903

特定財源 （Ａ） 6,487 6,445 6,445

一般財源 （Ｂ） 4,496 4,458 4,458

所管課

300 300 300

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 300 300 300

所管課

活
動
概
要

低所得者等の生活困窮者、障害者、高齢
者、ひとり親家庭等、地域において様々な
理由により援助を必要とする住民に対し
て、福祉サービスに関する情報提供、生
活相談、見守り、調査を行う。

取
組
③

2

事業番号 事業名

優
先
度

常に社会奉仕の精神を持って、地域住民の立場で相談・援助活動
を行い担当区域の住民の福祉増進を図るための体制を整える。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4002 民生・児童委員活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

C

同左 同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

民生委員・児童委員

目
的

被災者又はその遺族に災害見舞金又は
弔慰金を支給する。

低所得者等の生活困窮者、障害者、高齢者、ひとり親家庭等、地
域において様々な理由により援助を必要とする住民に対して、福祉
サービスに関する情報提供、生活相談、見守り、調査を行う。

A

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

被災者又はその遺族に災害見舞金又は弔慰金を支給する。

被災した市民に対する福祉の増進を図る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4003 災害見舞金支給
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

災害により被害を受けた市民

目
的
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- 149 - 単位（千円）

298 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 298 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 社会援護課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4004 地域福祉計画策定
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

第四次和光市地域福祉計画・和光市社会
福祉協議会地域福祉計画の進捗状況及
び評価等を行う。

－ －

対
象

市民

目
的

市民が住み慣れた地域で、安心して暮らすことができるよう、市民
が主役となって進める地域づくりを進めるために、計画を策定す
る。

優
先
度 活

動
概
要

第四次和光市地域福祉計画・和光市社会福祉協議会地域福祉計
画の進捗状況及び評価等を行う。

B

取
組
①
②
③

4
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- 150 -

Ⅲ

ⅳ

41

取組

①

②

③

単位（千円）

1,563,082 1,563,398 1,563,502

特定財源 （Ａ） 1,203,768 1,203,701 1,203,770

一般財源 （Ｂ） 359,314 359,697 359,732

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

低所得者への支援

施策・方針

低所得者の生活の安定と自立への支援

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

生活困窮者への相談と生活保護の実施

生活困窮者自立支援事業の実施

稼働年齢層に対する就労支援・自立支援

同左

取
組
①
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

生活困窮世帯を保護・支援し、被保護世帯の自立を助長する。

4101 生活保護
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

生活に困窮する方に対し、その困窮の程
度に応じて生活保護費を支給し、健康で
文化的な最低限度の生活を保障するとと
もに、自立を助長する。

同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

生活困窮世帯で、原則として本人から申請のあったもの。

目
的

優
先
度 活

動
概
要

生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応じて生活保護費を
支給し、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立
を助長する。

B
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- 151 - 単位（千円）

51,705 51,705 51,705

特定財源 （Ａ） 35,333 35,333 35,333

一般財源 （Ｂ） 16,372 16,372 16,372

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

生活困窮者に対し、どのような状況である
かを把握し、支援全体のあり方をトータル
に実践的に設計して、自立を助長する。取

組
①
②
③

3

事業番号 事業名

目
的

生活困窮者が困窮状態から早期に脱却することを支援し、その自
立を促進することを目的とする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4104 生活困窮者自立支援
財
源

生活困窮者に対し、どのような状況であるかを把握し、支援全体の
あり方をトータルに実践的に設計して、自立を助長する。

A

同左 同左

事業区分

経常的事業 社会援護課

事業概要

対
象

生活困窮者の本人から申請のあったもの。
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- 152 -

Ⅲ

ⅴ

42

取組

①

②

③

単位（千円）

119,406 119,482 119,475

特定財源 （Ａ） 12,061 12,061 12,061

一般財源 （Ｂ） 107,345 107,421 107,414

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

生涯にわたり健やかに暮らせるまちづくり

施策・方針

健康な次世代を育む母子保健の推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

相談窓口機能の充実

乳幼児の健康増進

母子保健の推進

同左

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

乳幼児の健やかな成長・発達ができる環境を整える。

4201 母子保健
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

こんにちは赤ちゃん訪問において、産後訪
問専用のアセスメントシートを使用し、産
後うつの早期発見・早期支援の強化を図
る。乳幼児健診においては、臨床心理士
や視能聴覚士を配置し、発達障害や視覚
障害の早期発見・早期支援を図る。
妊娠を希望する方への早期不妊治療費
助成を開始する。

同左

事業区分

経常的事業 ネウボラ課

事業概要

対
象

妊産婦、乳幼児及びその家族

目
的

優
先
度 活

動
概
要

妊婦健診、各種乳幼児健診（４か月・１０か月・１歳６か月児健診・３
歳児健診）、たんぽぽ教室等の健康教育、こんにちは赤ちゃん訪問
事業、各種乳幼児相談、歯科保健事業、早期不妊検査補助事業、
未熟児養育医療給付事業などを実施する。A
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- 153 - 単位（千円）

238,198 239,934 239,936

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 238,198 239,934 239,936

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

継続して、定期予防接種（A類・B類）の実
施。
里帰り等で接種した場合の償還払いの実
施。取

組
②

2

事業番号 事業名

目
的

定期予防接種の積極的勧奨を行い、接種の機会を提供をすること
で感染症が予防され、健康な生活を送ることができる。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4203 予防接種
財
源

ヒブ、小児用肺炎球菌、B型肝炎、四種混合、二種混合、ポリオ、麻
しん、風しん、水痘、日本脳炎、BCG、HPV感染症、高齢者インフル
エンザ、高齢者肺炎球菌の予防接種の接種勧奨または周知をす
る。埼玉県医師会、朝霞地区医師会、埼玉県立小児医療センター
等に業務委託し個別接種を実施する。B

同左 同左

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

生後２か月～２０歳未満の未成年及び高齢者
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- 154 -

Ⅲ

ⅴ

43

取組

①

②

単位（千円）

277 277 277

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 277 277 277

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

生涯にわたり健やかに暮らせるまちづくり

施策・方針

健康で元気になる食育の推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

健康わこう21計画に定めるライフステージに応じた食育の推進

食と食育に関する情報提供の充実

食育コンソーシアムによる、地域における
食育普及、食育推進店普及促進、食育普
及イベントの実施。

同左

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

全市民

目
的

健全な食生活を実践することができる人を育て、市民が生涯にわた
り健康で元気に暮らせるようにする。また、和光市健康づくり基本条
例に基づき、健康づくりに関する重要事項を調査審議するため、市
長の附属機関としてヘルスソーシャルキャピタル審議会を設置す
る。

4301 健康管理推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

第三次食育推進計画に基づき、地域の特性を生かした食育を推進
する。

B

同左

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象
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- 155 -

Ⅲ

ⅴ

44

取組

①

②

単位（千円）

128,066 125,675 63,502

特定財源 （Ａ） 3,048 3,175 3,175

一般財源 （Ｂ） 125,018 122,500 60,327

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

生涯にわたり健やかに暮らせるまちづくり

施策・方針

安心できる健康づくりの推進

総合的な健康づくり対策

がん検診の充実

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

成･老人保健
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・集団健診、女性特有のがん検診、個別
健診を委託にて実施する。
・健（検）診未受診者対策を強化する。
・健康ガイド（成人版）の全戸配布は引き
続き実施する。
・健康教育は委託にて実施する。
・がん検診要精密検査となった人の精密
検査受診率をさらに上げる。
・ヘルスサポーター養成講座の受講者の
人数を増やす。

同左

平成32年度 平成33年度

・保健センター指定管理事業者による集
団健診業務の実施予定。
・個別健診は委託にて実施する。
・健（検）診未受診者対策を強化する。
・健康ガイド（成人版）の全戸配布は引き
続き実施する。
・がん検診要精密検査となった人の精密
検査受診率をさらに上げる。
・ヘルスサポーター養成講座の受講者の
人数を増やす。

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

２０歳以上の市民

目
的

疾病の早期発見・早期治療、生活習慣病が予防され、健康でいら
れるよう、一次予防の推進を図る。

4402

優
先
度 活

動
概
要

対象の市民に対し、３０歳代健診、福祉健診、歯周疾患検診、各種
がん検診（胃がん・乳がん・子宮がん・大腸がん・肺がん・前立腺が
ん）、肝炎ウイルス検査、骨粗しょう症検診、認知症検診、がん検診
手帳や健康手帳配布、健康相談、健康教育、未受診者対策、ヘル
スサポーター養成講座を実施する。B
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- 156 - 単位（千円）

5,310 5,558 5,611

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5,310 5,558 5,611

所管課

101 0 102,505

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 101 0 102,505

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4404 健康マイレージ
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

参加者増及び継続参加への取り組みを実
施。
市独自ポイント対象事業の拡大。
参加者の健康状態の維持・改善等効果の
モニタリングを実施する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

20歳以上の市民

目
的

健康長寿社会の実現を目指し、市民の健康づくり行動への動機づ
け及び定着を促進することにより疾病予防・改善、将来的な医療費
適正化を図る。

埼玉県コバトン健康マイレージ事業に参加し、市内複数箇所に歩
数計をかざすとポイント登録ができるタブレット等を設置。参加者に
歩数計を配布し、歩数を登録。加えて、健康行動等市の独自ポイン
トを付加し、たまったポイントに応じてインセンティブを付与するもの
で、市民の健康づくり行動への動機づけ及び定着を促進することに
より疾病予防・改善、将来的な医療費適正化を図る。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

特定健診・健康増進事業等の市民の健康づくりの場と相談支援を
提供する。
施設の運営は、指定管理者制度により、民間事業者が行う。

A

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4405 保健センター管理運営（指定管理）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

保健センター運営事業者（指定管理者）の
選定・決定

事業者との調整
設計・建設
開設準備

供用開始

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

市内に住所を有するもの

目
的

市民の健康の保持増進および疾病等の予防・早期発見・早期治療
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- 157 -

Ⅲ

ⅴ

45

取組

①

②

単位（千円）

308 308 308

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 308 308 308

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

生涯にわたり健やかに暮らせるまちづくり

施策・方針

地域との連携による保健・医療体制の推進

健康や医療に関する情報提供

関係機関との連携による医療体制の充実

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

健康情報提供
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

子育てガイドの発行時期を早め、ネウボラ
ガイドの配布部数の減少を図る。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 ネウボラ課

事業概要

対
象

市民

目
的

市民が必要としている健康情報が容易に得られるようにし、乳幼児
健診、成人健診（検診）、医療機関の受診等に役立てられるように
する。

4501

優
先
度 活

動
概
要

わこう版ネウボラガイドの作成、広報やホームページでの情報提供
を行い市民に周知する。

B
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- 158 - 単位（千円）

18,640 16,502 81,982

特定財源 （Ａ） 0 0 65,481

一般財源 （Ｂ） 18,640 16,502 16,501

所管課

280 280 280

特定財源 （Ａ） 140 140 140

一般財源 （Ｂ） 140 140 140

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度

活
動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4502 医療団体等支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

在宅当番医制運営事業、小児救急医療
支援事業、病院群輪番制病院運営の実
施。
寄附講座支援（小児救急・周産期医療・救
命救急医療）事業

在宅当番医制運営事業、小児救急医療
支援事業、病院群輪番制病院運営の実
施。
寄附講座支援（小児救急・周産期医療・）
事業

同左

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

朝霞地区医師会、朝霞地区歯科医師会、朝霞地区看護専門学校、
朝霞地区医療機関等

目
的

各機関の機能が充実することによって、市民が受ける医療サービ
スや４市の医療体制を向上させる（休日、夜間診療の実施）。

４市の医療機関が輪番制で行う休日、夜間診療に対する補助金、
医師会、歯科医師会、看護専門学校の運営費に対する補助金の
支給及び大学医学部の寄附講座の設置。

A

取
組
①
②

3

事業番号 事業名

優
先
度

活
動
概
要

埼玉県が平成２６年４月１日から、ドナー休暇がない骨髄等提供者
に対する補助事業を「埼玉県骨髄移植ドナー助成費補助金交付要
綱」により実施することを受けて、和光市では骨髄等の提供者の負
担を軽減し、骨髄等の移植と市民のドナー登録の推進を図ることを
目的に骨髄等の提供者に対し助成費を交付する。C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4503 骨髄移植ドナー助成
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

継続して骨髄移植ドナー助成を実施。
広報等による周知。

同左 同左

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

ドナー休暇のない骨髄提供・末梢血管細胞提供者（骨髄ドナー）

目
的

骨髄・末梢血管細胞の提供を行った市民に対して助成することによ
り、ドナーの負担が軽減され、これまでドナー休暇制度等休業補償
がないことを理由にドナー登録をせずにいた市民が登録するように
なる。これにより市内のドナー登録者が増加し、ドナー候補者にな
る市民が増え、骨髄・末梢血管細胞移植の実施数の増加が期待で
きる。
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- 159 -

Ⅲ

ⅵ

46

取組

①

②

③

単位（千円）

852 865 1,692

特定財源 （Ａ） 852 865 1,692

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

国民健康保険の安定運営・国民年金制度の普及

施策・方針

国民健康保険の適正な運営

制度改正への対応と周知活動

医療費増加への対応

国民健康保険税の適正化と収納率の向上

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4601 国民健康保険趣旨普及活動
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

国保制度の周知・啓発を行う。

同左

国保制度の周知・啓発を行う。
また、国民健康保険税率の改正について
周知を行う。

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

国民健康保険被保険者

目
的

国民健康保険制度に対する理解を深める。

優
先
度 活

動
概
要

広報、ホームページを通して、国民健康保険制度の周知を図る。特
に、制度改正等においては、新たな情報を提供するための、情報
冊子、通知等を作成、配布する。また、納税通知書の発行時は「国
民健康保険税について」を、保険証の更新時は「国保でみんな元
気」のパンフレットを、税率改正時には改正の概要等を全世帯に配
布することで制度の理解を深める。

C
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- 160 - 単位（千円）

84,303 87,523 39,595

特定財源 （Ａ） 19,420 19,490 19,490

一般財源 （Ｂ） 64,883 68,033 20,105

所管課

17,488 20,965 17,964

特定財源 （Ａ） 13,637 15,829 13,329

一般財源 （Ｂ） 3,851 5,136 4,635

所管課

活
動
概
要

国保集団健診の予約枠の拡大及び健診
日の特定保健指導の分割実施を継続し、
特定健診及び特定保健指導実施率の向
上を図る。取

組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度

生活習慣病有病者とその予備群の減少及び重症化予防対策を推
進し、医療費の適正化や国民健康保険加入者の健康の保持・増進
を図る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4602 特定健康診査・特定保健指導
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

40歳以上の和光市国民健康保険被保険者

目
的

医療費適正化のための取組（ジェネリック
差額通知、健康サポート訪問、生活習慣
病重症化対策、健康マイレージなど）を実
施する。

特定健康診査対象者に国保特定健診を実施。特定健診結果で「動
機づけ支援」「積極的支援」該当者に特定保健指導、特定保健指導
該当外で生活習慣改善が必要と認められる人に結果説明会等で
の保健指導を実施する。また、未受診者に対する受診勧奨ととも
に、特定保健指導時に継続受診ならびに生活改善への動機づけを
図るための文書配布を実施する。

A

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

医療費通知・ジェネリック医薬品差額通知を送付、診療報酬明細書
内容を点検、生活習慣病重症化予防対策事業を実施することで、
医療費の適正化に努める。また、国民健康保険加入者の心身のリ
フレッシュのため、指定保養施設の宿泊料、浴場利用料の補助を
実施する。生活習慣病重症化予防対策事業として、対象者の抽
出、受診勧奨、保健指導を実施する。平成30年度からは健康マイ
レージ事業を実施し、健康行動への動機づけや疾病予防・改善を
図る。なお、今後の医療費の状況等を把握し、新たな取組を検討、
実施していく。

国民健康保険被保険者各自の健康意識を高める。また、医療費が
適正になっているようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4603 保健衛生普及活動
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

医療費適正化のための取組（ジェネリック
差額通知、健康サポート訪問、生活習慣
病重症化対策、健康マイレージなど）を実
施する。
また、第２期国民健康保険事業計画策定
のための医療費分析、第2期データヘルス
計画及び第3期特定健診等実施計画の見
直しを行う。

医療費適正化のための取組（ジェネリック
差額通知、健康サポート訪問、生活習慣
病重症化対策、健康マイレージなど）を実
施する。

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象

国民健康保険被保険者等

目
的
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- 161 - 単位（千円）

2,399 2,411 2,411

特定財源 （Ａ） 2,399 2,411 2,411

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

16,323 17,057 17,380

特定財源 （Ａ） 16,323 17,057 17,380

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 課税課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4606 賦課業務（国保）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

安定的な財源を確保するため、適正・公
平な課税に努め、国民健康保険財政を健
全に維持する。

同左 同左

対
象

国民健康保険被保険者

目
的

国民健康保険財政を健全に維持する。

優
先
度 活

動
概
要

国民健康保険被保険者の所得、資産、加入者数等を基に国民健
康保険税の賦課決定・変更を行い、納税通知書を発送する。

B

取
組
③

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 収納課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4607 徴収業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

口座振替の利用促進を図り納税に対する
利便性を確保するとともに、適正且つ効率
的な徴収を行い安定した税収の確保を図
る。初期の滞納者へは電話催告、催告書
送付及び納税相談を行い、納税意識を向
上させることにより年度内完結を図る。累
積滞納者に対しては財産調査を実施し差
押等滞納処分を実施する。

同左 同左

対
象

国民健康保険税の納税義務者

目
的

徴収率を向上させる。

優
先
度 活

動
概
要

口座振替の利用促進を図り納税に対する利便性を確保するととも
に、適正且つ効率的な徴収を行い収納率向上を図る。未納者へは
電話催告、催告書送付及び納税相談を行い、納税意識を向上させ
ることにより年度内完結を図る。滞納者に対しては財産調査を実施
し差押等滞納処分を実施する。A

取
組
③
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- 162 - 単位（千円）

298 542 298

特定財源 （Ａ） 298 542 298

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4609 国民健康保険運営協議会運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

国民健康保険事業の運営に関する事項を
審議するため、国民健康保険運営協議会
を開催する。

国民健康保険事業の運営に関する事項を
審議するため、国民健康保険運営協議会
を開催する。
また、今年度は、国民健康保険税率の見
直し時期となるため、同運営協議会の中
で、十分な審議を行う。

国民健康保険事業の運営に関する事項を
審議するため、国民健康保険運営協議会
を開催する。

対
象

国民健康保険運営協議会委員

目
的

国民健康保険法の規定により、市長の諮問機関として国民健康保
険事業の運営に関する事項を審議するために設置し、国民健康保
険事業の円滑な運営を行う。

優
先
度 活

動
概
要

被保険者を代表する委員５名、保険医又は保険薬剤師を代表する
委員５名、公益を代表する委員５名で、国民健康保険運営協議会
を構成し、市長の諮問機関として国民健康保険事業の運営に関す
る事項を審議する。C

取
組
③

6
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- 163 -

Ⅲ

ⅵ

47

取組

①

②

単位（千円）

7,187 7,244 7,244

特定財源 （Ａ） 7,187 7,244 7,244

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

基本目標

健やかに暮らしみんなで支え合うまち【保健・福祉・医療】

基本施策・基本方針

国民健康保険の安定運営・国民年金制度の普及

施策・方針

国民年金の普及

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

社会保障制度（国民年金）の周知

年金相談等の充実

国民年金第1号被保険者資格の取得・喪
失、免除申請、裁定請求など、法定受託
事務として市が行うべき事務を適切に実
施する。

同左

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

国民年金第１号被保険者

目
的

国の委任を受けて行う国民年金事務について、制度の周知と被保
険者等が行う手続・窓口相談について、適切に対応していく。

4701 国民年金業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

法定受託事務として市が行うべき事務を適切に実施する。具体的
には、国民年金第1号被保険者資格の取得・喪失、免除申請、裁定
請求などである。また、年金事務所等と連携し、国民年金を含めた
社会保障制度の周知、窓口相談を実施する。B

同左

事業区分

経常的事業 健康保険医療課

事業概要

対
象
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- 164 -

Ⅳ

ⅰ

48

取組

①

②

③

④
⑤
⑥

単位（千円）

33,366 26,624 26,404

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 33,366 26,624 26,404

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

防災・防犯に取り組むまちづくり

施策・方針

防災体制・消防支援体制の強化

自助・共助の意識づくり

防災体制の充実

防災施設、備蓄品の計画的な整備

災害時要配慮者対策
消防体制の強化
国民保護の措置

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

防災体制業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・地域防災訓練、ＢＯＳＡＩフェアの実施
・ハザードマップ作成
・災害用備蓄（食糧・資機材）管理
・防災行政無線管理
・自主防災組織活動事業補助金

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 危機管理室

事業概要

対
象

市民、自主防災組織

目
的

災害時や緊急時に市民の生命と財産を守る。また、各家庭や地域
における「自分（家族）の命や財産は自分で守る」「自分たちの地域
は自分たちで守る」という「自助・共助」の防災意識を向上させる。

4801

優
先
度 活

動
概
要

①市民の自主的な活動を支援する。また、補助金の交付により、地
域ごとの防災訓練実施及び備蓄機材整備を促進する。②地域防災
訓練等における啓発活動を行う。③防災資機材や食料をはじめと
する備蓄品を整備する。A
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- 165 - 単位（千円）

34,232 34,347 21,120

特定財源 （Ａ） 9,900 0 0

一般財源 （Ｂ） 24,332 34,347 21,120

所管課

833,919 833,919 833,919

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 833,919 833,919 833,919

所管課

取
組
③

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4804 防災施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・防災倉庫設置工事（指定避難所３か所）
・防災行政無線移設工事（１か所）
・防火貯水槽解体工事（２か所）

・防災倉庫設置工事（指定避難所３か所）
・防災行政無線設置工事（２か所）
・埼玉県地上系防災行政無線整備工事
・防災行政無線不達地域調査

・防災倉庫設置工事（指定避難所３か所）
・防災行政無線設置工事（２か所）事業区分

投資的事業 危機管理室

事業概要

対
象

市民

目
的

災害時や緊急時に市民の生命と財産を守る。

防災行政無線のデジタル化による避難所等施設との災害時双方向
通話システムの構築及び増設により音声不達地域の解消を図る。

A

取
組
⑤

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

朝霞地区一部事務組合の維持及び活動支援のうち消防・議会・総
務の負担金の支払いの事務を行う。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4805 朝霞地区一部事務組合負担金
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・朝霞地区一部事務組合
・総務議会費及び消防費負担金

同左 同左

事業区分

経常的事業 危機管理室

事業概要

対
象

市民・近隣住民

目
的

市民・近隣住民の生命財産を守る。
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- 166 - 単位（千円）

38,526 36,581 37,723

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 38,526 36,581 37,723

所管課

0 14,300 227,150

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 14,300 227,150

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 危機管理室

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4806 消防団業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇消防団活動支援
・各種訓練、市内警戒活動
・災害発生時の災害対応活動
　（避難誘導・救助・消火）
・活動資機材の貸与
・消防団車両の管理

同左 同左

事業概要

対
象

和光市消防団、市民

目
的

①消防団員一人ひとりの自覚と品位が高まる。②地域住民との連
携により災害や犯罪が減少する。③市民の安全・安心が守られる。

優
先
度 活

動
概
要

①７つの分団による消防消火及び救助活動の支援を行う。②団車
両及び車庫の点検整備を行う。③警戒（防火、防犯）訓練を実施す
る。④地域活動（地域防災訓練における啓発活動や祭事等におけ
る警戒活動）を行う。A

取
組
⑤

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 危機管理室

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4807 消防団施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

・第２分団車庫屋根外壁補修工事
・第４分団車庫改築工事設計業務委託
・第５分団車庫屋根外壁補修工事

・第１分団車庫屋根外壁補修工事
・第６分団車庫屋根外壁補修工事
・第４分団車庫改築工事

対
象

和光市消防団、市民

目
的

①市民の安全・安心を守ることを目的に消防活動の充実・強化を図
るため消防団詰所（車庫）を整備する。

優
先
度 活

動
概
要

消防団詰所（車庫）の経年劣化に伴い、維持管理のため計画的に
消防団詰所（車庫）の修繕を行う。

C

取
組
⑤

5
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- 167 - 単位（千円）

7,281 8,162 11,612

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 7,281 8,162 11,612

所管課

1 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 0 0

所管課

6

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 危機管理室

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4808 消防用施設維持管理業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・消防水利表示業務委託
・消火栓設置負担金
・消火栓維持管理負担金

同左 同左

事業概要

対
象

市民

目
的

出火時や災害時に大きな被害（生命、財産）が及ばないようにす
る。

優
先
度 活

動
概
要

①県南西部消防本部の水利基準に基づき、消防水利の設置を行
う。②災害発生時に円滑な消火活動を行うため、消防水利の整備、
補修維持管理を行う。③消防水利を設置している土地の適切な管
理を行う。B

取
組
⑤

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 危機管理室

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

4810 首都圏総合防災訓練（和光市会場）
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・埼玉県・市町村総合防災訓練
（九都県市合同 防災訓練の埼玉会場）

－ －

対
象

市民、自主防災組織

目
的

災害時や緊急時に市民の生命と財産を守る。
また、各家庭や地域における「自分（家族）の命や財産は自分で守
る」「自分たちの地域は自分たちで守る」という「自助・共助」の防災
意識を向上させる。

優
先
度 活

動
概
要

平成３１年度の埼玉県・市町村総合防災訓練（第４０回九都県市合
同防災訓練）を和光市を会場として実施する。

A

取
組
①
②

7
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- 168 -

Ⅳ

ⅰ

49

取組

①

②

③

単位（千円）

5,931 6,171 5,988

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5,931 6,171 5,988

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

防災・防犯に取り組むまちづくり

施策・方針

地域と連携した防犯対策の推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

地域の自主防犯体制づくり

防犯意識の啓発

防犯体制の充実

〇防犯啓発事業
・駅前、商業施設での街頭啓発活動
・防犯講演会
・防犯リーダー養成講座
・防犯マップ作成支援業務委託
〇防犯推進
・青色防犯パトロールカー運行業務委託

同左

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

市内の在住・在勤者

目
的

①市内の犯罪発生件数が減少する。②市民の防犯意識が向上す
る。③市民が自主的に防犯活動を行う。

4901 防犯対策業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

防犯パトロール等の活動に積極的に取り組むとともに、防犯灯の設
置・修繕に対する補助金を交付する。

B

同左

事業区分

経常的事業 危機管理室

事業概要

対
象
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- 169 -

Ⅳ

ⅱ

50

取組

①

②

③

単位（千円）

14,592 14,592 14,692

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 14,592 14,592 14,692

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

つながりの強い地域づくり

施策・方針

コミュニティづくりの推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

自治会活動の活性化

地域の人が集まれるきっかけづくり

コミュニティに関する情報提供の充実

同左

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

①地域活動を行っている市民が、さらに活動を行いたいと思う。②
地域活動に興味のある市民が、地域活動を行う。③地域活動団体
が自立し、充実した団体運営・事業展開が行える。

5001 コミュニティ活動支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

自治会補助金の交付
自治会連合会補助金の交付
コミュニティ協議会補助金の交付

同左

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

地域活動を行っている市民・地域活動に興味のある市民・地域活
動団体

目
的

優
先
度 活

動
概
要

自治会活動の支援やコミュニティ協議会各委員会活動（美しいまち
づくり推進、緑化推進運動、市民ふれあい、青少年問題対策、広
報）及び啓発機材の貸し出し等によるコミュニティ醸成活動の支援
を行う。A
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- 170 - 単位（千円）

5,500 5,500 5,500

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5,500 5,500 5,500

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市内の市民団体で実行委員会を組織し、
市民との協働により市民まつりを実施して
いる　
　　
〇市民まつり実行委員会補助金の交付

取
組
②

2

事業番号 事業名

目
的

市民相互の連帯感とコミュニティ活動を醸成すると共に、和光の歴
史と文化への理解を深め、新しい文化を創造し、緑と人間の自然な
調和の保たれたまちづくりが形成されているようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5004 市民まつり
財
源

市民のふれあいの場として、市内の市民団体で実行委員会を組織
し、市民との協働により市民まつりを実施する。

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

市民
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- 171 -

Ⅳ

ⅱ

51

取組

①

②

単位（千円）

63,980 63,905 58,343

特定財源 （Ａ） 560 560 560

一般財源 （Ｂ） 63,420 63,345 57,783

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

つながりの強い地域づくり

施策・方針

コミュニティ施設の整備

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

地域及び市民の活動拠点としてのコミュニティ施設の活用

コミュニティ施設の維持管理と充実

同左

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

市民相互の連帯感を醸成し、心豊かなコミュニテイ形成を図り、地
域住民の手により、コミュニティ施設の管理運営が行なわれるよう
にする。

5101 コミュニティ施設管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市民協働型委託（各コミュニティ施設の管
理。地域住民等で構成された管理協力委
員会に委託）

同左

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

市内在住・在勤者

目
的

優
先
度 活

動
概
要

コミュニティセンター４館と地域センター６館のコミュニティ施設にお
いて、施設管理を地域住民等で構成された管理協力委員会に委託
し、自治会や市民団体などの活動拠点を提供すると共に、各館のＰ
Ｒや施設利用の向上を図る事業を展開する。B
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- 172 - 単位（千円）

166,253 286,357 0

特定財源 （Ａ） 103,700 0 0

一般財源 （Ｂ） 62,553 286,357 0

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

新施設設計業務・その他関連事業、保守
点検報告に基づく設備補修

取
組
②

2

事業番号 事業名

目
的

市民が安全で快適に利用できるよう、施設の整備を行う。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5102 コミュニティ施設整備
財
源

コミュニティ施設の適正な整備を図るため、経年劣化による施設本
体や設備等の点検を行うと共に、施設の設置・改修・大規模修繕な
どを計画的に進める。

A

新施設建設工事・その他関連業務

－

事業区分

投資的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

市内在住・在勤者
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- 173 -

Ⅳ

ⅲ

52

取組

①

②

③

単位（千円）

21 21 21

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 21 21 21

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

公共交通の利用促進

施策・方針

鉄道・バスの利便性の向上

鉄道・バス利用者の利便性の向上

市内循環バスの改善

バスターミナルの設置についての検討

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5201 交通（鉄道）政策
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・鉄道沿線活性化連絡会議・東武東上線
改善対策協議会を通じ、要望を行う
・東京地下鉄株式会社や都営地下鉄など
に安全性・利便性の向上の働きかけを行
う

同左 同左

事業区分

経常的事業 政策課

事業概要

対
象

鉄道利用者

目
的

鉄道利用者の安全性が確保され、利便性がより向上されているよ
うにする。

優
先
度 活

動
概
要

東武東上線改善対策協議会を通じ、東武鉄道㈱への要望を行う
他、東京地下鉄㈱や都営地下鉄などに利便性の向上の働きかけを
行う。

B
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- 174 - 単位（千円）

41,928 40,866 40,866

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 41,928 40,866 40,866

所管課

26 26 26

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 26 26 26

所管課

活
動
概
要

・バスロケーションシステム業務委託　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度

市民の足として更なる利便の向上を図る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5203 市内循環バス運行
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

C

同左 同左

事業区分

経常的事業 道路安全課

事業概要

対
象

一般市民

目
的

関係機関との協議を踏まえ、早期に前提
条件を整理し、活用方針を具体化する。

交通不便地域の住民及び交通弱者の足を確保する。

B

取
組
③

4

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

外環蓋掛け上部利用の実現性の確認を踏まえて、活用方針、導入
機能、利用方策、かつ民間活力導入を踏まえた事業性の検討等を
行う。

駅を中心とした地域の交通ターミナル化を推進し、公共交通機関等
の更なる利便性の向上を図る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5204 外環蓋掛け上部（丸山台地区）利用
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

投資的事業 資産戦略課

事業概要

対
象

市民、及び公共交通の利用者

目
的
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- 175 - 単位（千円）

2 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2 0 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 政策課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5205 和光市駅舎施設整備支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市駅南口のバリアフリー化（エスカ
レーター・エレベータ整備）に対する補助を
行う。

－ －

対
象

市民・鉄道利用者

目
的

和光市駅舎のバリアフリー化及び利用者の利便性の向上を図る。

優
先
度 活

動
概
要

東武鉄道㈱が（仮称）和光市駅南口駅ビル建設にあたり、同ビルに
エレベーターを設置するとともに、駅舎南北自由通路の南口側にエ
スカレーターを設置するが、当該エレベーター及びエスカレーター
の設置は長年にわたり市が同社に対して要望してきたものであるこ
とから、当該設置に要する費用の一部を市が負担することとし、東
武鉄道㈱に補助を行うものである。

C

取
組
①

5
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- 176 -

Ⅳ

ⅳ

53

取組

①

②

③

④

単位（千円）

9,092 9,092 9,092

特定財源 （Ａ） 2,978 2,978 2,978

一般財源 （Ｂ） 6,114 6,114 6,114

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

安心な市民生活を支えるまちづくり

施策・方針

消費者保護の充実と消費者力の強化

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

消費者への啓発及び教育の実施

消費者被害の防止に向けた関係機関との連携

消費者団体への活動支援

消費生活相談体制の充実

消費生活相談体制の充実（研修参加支
援）
消費者団体への活動支援（消費生活展）
消費者被害防止のための消費者教育の
推進（消費生活講座、街頭啓発、成人式
啓発、消費生活カレンダー作成、配布）

同左

取
組
①
②
③
④

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

在住在勤者（消費者）

目
的

消費者被害・問題の解決を図る。消費者が生活に必要な正しい知
識・適切な情報を得ているようにする。

5303 消費生活センター事業
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

消費者問題に関する専門アドバイザー(消費生活相談員)を配置
し、適切な助言･斡旋を行う。また、平日(年末･年始を除く)9：30～
12：00、13：00～16：00まで相談窓口を開設し、消費者の抱える
様々な問題に対応する。また、1年間を通して市内各所で消費生活
講座、出前講座等を開催する他、HP、啓発チラシ、広報等により情
報を提供する。

B

同左

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

- 176 -



- 177 -

Ⅳ

ⅳ

54

取組

①

②

単位（千円）

3,039 3,039 3,039

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 3,039 3,039 3,039

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

安心な市民生活を支えるまちづくり

施策・方針

誰もが気軽に相談できる窓口の推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

相談窓口の周知徹底

市民相談の充実

日常生活で生じる諸問題解決の糸口の提
供による市民生活の支援
・専門家による無料相談（行政、法律、税
務、女性）の開催
・外部相談機関の案内

同左

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

在住、在勤者

目
的

市民が安心して生活できるようにする。

5401 市民相談
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

日常生活上で生じる諸問題について、専門家に委託し、各種相談
（法律、税務、年金・保険・労働、行政、女性）を実施する。

B

同左

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象
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- 178 -

Ⅳ

ⅴ

55

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

91 1,491 91

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 91 1,491 91

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

環境に配慮したまちづくり

施策・方針

地球温暖化対策の推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

地球温暖化対策実行計画区域施策編の策定・実行

地球温暖化対策の啓発

新エネルギーの導入の促進

省エネルギー意識啓発・導入の促進
エコオフィス化の推進

・環境講座の実施
・省エネコンテストの実施
・第３次環境基本計画の策定
・第２次地球温暖化対策実行計画の策定取

組
②
④

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

CO2等温室効果ガスの排出量の削減を図る。

5501 地球温暖化対策の啓発
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・環境講座の実施
・省エネコンテストの実施

・環境講座の実施
・省エネコンテストの実施事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

対
象

市民、市民団体、事業者

目
的

優
先
度 活

動
概
要

市民・事業者向けの温暖化防止活動講習会や小学生を対象に省
エネチェックブックの配付を行うなど、地球温暖化対策に関する意
識啓発事業を実施する。

B
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- 179 - 単位（千円）

1,374 7,361 7,361

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,374 7,361 7,361

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平成２８年度に策定した第四次和光市地
球温暖化防止実行計画の取組事項に基
づき、温室効果ガスの削減に取り組んで
いく。
また、外部監査で指摘された事項を中心
に改善し、さらなる温室効果ガスの削減に
努めていくこととする。

取
組
⑤

3

事業番号 事業名

目
的

地球温暖化対策の推進に関する法律、及び第三次和光市地球温
暖化防止実行計画に基づく取組みを実践することにより、市の事務
事業における温室効果ガス排出量が削減されている。また、各職
員の環境に対する意識が高まるとともに、市が実践する環境に対
する取組みが市民に周知されている。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5504 地球温暖化防止対策
財
源

各職員はエコオフィス手順書の内容を把握し、省エネ等に取組み、
取組み状況をチェックリスト等で点検・記録する。また、エコオフィス
推進委員会・推進事務局を設置し、推進委員は研修に参加するな
どして地球温暖化に関する研究を進め、環境に関する取組みを推
進する。
購入後１０年以上使用している庁用車を、順次、低燃費車、低公害
車に入れ替えることにより、二酸化炭素排出量等を削減する。

B

同左 同左

事業区分

臨時的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市の事務事業における温室効果ガス排出量、市職員、市民
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- 180 -

Ⅳ

ⅴ

56

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

747 749 749

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 747 749 749

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

環境に配慮したまちづくり

施策・方針

湧水・緑地の保全と再生

自然環境を守る仕組みづくり

自然環境を育てる仕組みづくり

自然環境をいかす仕組みづくり

公有地（緑地）の整備
計画的な生産緑地の追加指定

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

緑化普及啓発活動
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・緑化まつりの実施

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

対
象

緑化まつり来場者　展示会参加者　体験教室参加者

目
的

緑豊かなまちづくりを推進することにより、市民の緑化に対する意
識が高揚している。

5601

優
先
度 活

動
概
要

広く緑化意識の高揚を図るため、さつき盆栽・山野草の展示会や緑
の体験教室事業を実施するとともに、緑の募金に協力していただい
た方に苗木の配布を行う。

B
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- 181 - 単位（千円）

2,064 2,064 2,064

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,064 2,064 2,064

所管課

14,395 14,395 14,395

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 14,395 14,395 14,395

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5602 緑化助成金
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

保存樹木の助成（１本4,000円）

同左 同左

事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

対
象

保存樹木の所有者

目
的

市街地の貴重な緑を保全する。

緑の保護および緑化推進に関する条例に基づき、保存樹木につい
て4,000円／本の助成を行う。

C

取
組
①
②
③
④

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

都市緑地法に基づく市民緑地、特別緑地保全地区の維持・管理を
行う。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5603 湧水・緑地保全
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・特別緑地保全地区、市民緑地等につい
て、保全に必要な維持管理を実施する。
・市民協働型業務委託を推進し保全活動
を行う。

同左 同左

事業区分

経常的事業 都市整備課

事業概要

対
象

ふれあいの森利用者　ふれあいの森・特別緑地保全地区のボラン
ティア

目
的

湧水・緑地を保全することにより、安全で快適な都市環境を創造し、
市民に潤いと安らぎのある住環境を提供する。
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- 182 - 単位（千円）

5,000 2,000 0

特定財源 （Ａ） 2,500 1,000 0

一般財源 （Ｂ） 2,500 1,000 0

所管課

0 4,138 7,129

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 4,138 7,129

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 都市整備課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5605 緑地整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・交付金を活用して、緑地の安全対策を実
施する。

同左 －

事業概要

対
象

市民緑地などを利用する市民

目
的

市民緑地及び特別緑地保全地区等の緑地が将来にわたり安全で
快適に利用されているようにする。

優
先
度 活

動
概
要

市民緑地、特別緑地保全地区等の緑地の整備を行う。

B

取
組
④

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 都市整備課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5607 緑の基本計画策定
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

-

・緑の保全と創出を行うため基本計画を改
訂する。

同左

対
象

市内の緑地・湧水

目
的

みどり豊かな都市づくりをより積極的に進めるため基本計画を策定
し、緑の保全と創出を行う。

優
先
度 活

動
概
要

緑の保全と創出を行うための基本計画を定める。

B

取
組
①
②
③

5
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- 183 -

Ⅳ

ⅴ

57

取組

①

②

③

単位（千円）

2,115 2,125 2,115

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,115 2,125 2,115

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

環境に配慮したまちづくり

施策・方針

水環境の保全

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

浄化槽管理者への適正管理の呼びかけ

河川の水質保全

雨水の有効利用と地下浸透の促進

・浄化槽の維持管理
・河川水質等調査
・雨水貯留槽・浸透施設設置費補助
　　雨水貯留槽（戸建住宅　設置費用の
1/2 上限2万円、集合住宅　設置費用の
1/2 上限10万円）
　　雨水浸透施設（戸建住宅　設置費用の
1/2 上限5万円）

同左

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

環境公害を受けている市民、浄化槽管理者

目
的

衛生的で水の恵み豊かな生活環境が回復されているようにする。
雨水の有効利用を促進するため自然と調和した雨水の循環を図
る。

5701 水環境保全業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

浄化槽管理者への適正管理の呼びかけ、及び河川水質調査を定
期的に実施、監視を行い、健全な水環境の保全を図る。

B

同左

事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

対
象
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- 184 -

Ⅳ

ⅴ

58

取組

①

②

③

④

単位（千円）

162 257 162

特定財源 （Ａ） 143 142 142

一般財源 （Ｂ） 19 115 20

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

環境に配慮したまちづくり

施策・方針

生活環境保全の推進

市民参加による美化活動の推進

市民や事業者による環境活動の推進

動物の飼育管理の指導徹底

騒音公害などへの対応

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

環境保全対策業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・環境審議会の開催
・荒川クリーン協議会の開催

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

対
象

環境活動に関心のある市民、荒川河川敷で清掃活動をしているボ
ランティア

目
的

環境施策を推進する。また、荒川河川敷から不法投棄物や散乱ご
みをなくす。

5801

優
先
度 活

動
概
要

環境審議会の諮問事項として、環境保全に関する基本的事項につ
いて調査検討する。また、荒川河川敷の清掃活動をするにあたり、
国土交通省等の関係団体と調整を図り、一斉清掃を実施する。

B
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- 185 - 単位（千円）

1,895 1,898 1,898

特定財源 （Ａ） 760 760 760

一般財源 （Ｂ） 1,135 1,138 1,138

所管課

547 548 548

特定財源 （Ａ） 547 548 548

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5802 ポイ捨て・路上喫煙防止の啓発
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・美化推進活動の実施
・路上喫煙禁止路面表示シートの張替

同左 同左

事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

対
象

ポイ捨て及び路上喫煙をする市民、飼い犬のふんを放置する犬の
飼い主

目
的

ポイ捨て及び路上喫煙が防止され公共マナーが向上している。ま
た、飼い主が犬のふんの処理を適切に行っているようにする。

ポイ捨て及び路上喫煙防止の普及啓発として、ポイ捨て防止キャ
ンペーン（年４回、街頭ＰＲ）の事業等を実施する。

A

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

①犬の登録とともに「犬鑑札」を交付する。②毎年１回、集合狂犬病
予防注射を実施して「注射済票」を交付する。③猫の去勢不妊手術
補助金制度を普及する。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5804 猫去勢不妊助成・犬の登録等
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・犬の登録事務
・猫の去勢・不妊手術費補助
（去勢4,000円、不妊6,000円）

同左 同左

事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

対
象

犬の飼い主、猫の飼い主及び地域猫・野良猫の世話をしている者

目
的

狂犬病の発生や蔓延を防止する。また、猫の不必要な繁殖が抑制
され、公衆衛生の向上を図る。
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- 186 - 単位（千円）

4,022 4,033 4,027

特定財源 （Ａ） 160 160 160

一般財源 （Ｂ） 3,862 3,873 3,867

所管課

1,150 1,166 1,166

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,150 1,166 1,166

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 環境課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5805 公害対策業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・南部環境事務研究会の開催
・環境汚染に係る実態調査（沿道環境・臭
気調査）

同左 同左

事業概要

対
象

環境公害を受けている市民

目
的

衛生的で快適に暮らせるよう、生活環境が維持、改善する。

優
先
度 活

動
概
要

環境汚染に係る実態調査（沿道環境調査、臭気調査等）及び公害
に関する苦情処理を行う。

C

取
組
④

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 環境課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5807 害虫等駆除
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・スズメ蜂駆除
・ユスリカ駆除
・カラス営巣撤去

同左 同左

対
象

蜂及びカラスに営巣された世帯、ユスリカの発生により被害にあっ
ている市民、発生が予想される河川等

目
的

危険性の高いスズメ蜂や不快害虫であるユスリカの発生を抑制し、
安全な生活環境を確保する。

優
先
度 活

動
概
要

不快害虫やはち等の苦情相談及び駆除を実施する。また、ユスリ
カの薬剤散布を実施する場合は、生息状況調査の上、薬剤を適正
に使用する。

B

取
組
④

5
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Ⅳ

ⅵ

59

取組

①

②

③

④

単位（千円）

471 471 471

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 471 471 471

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

ごみ減量・分別・リサイクルの促進

施策・方針

ごみ減量・リサイクルの推進

廃棄物の発生抑制対策

廃棄物の資源化の促進

廃棄物のリユースの促進

事業系廃棄物の削減

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

資源ごみ等分別啓発
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

「資源とごみの分け方・出し方」の分別パ
ンフレットの配布、ホームページや広報等
で情報の提供や啓発を行う。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

事業概要

対
象

市民、イベント参加者、各種応募者、ごみ排出者

目
的

ごみ分別パンフレットの配布、各種３Ｒ推進運動の推進をすること
により、市民のごみ分別意識の啓発を図る。

5903

優
先
度 活

動
概
要

「資源とごみの分け方・出し方」の分別パンフレットの配布、ホーム
ページや広報等で情報の提供や啓発を行う。

B
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- 188 - 単位（千円）

3,781 3,782 3,782

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 3,781 3,782 3,782

所管課

859 875 889

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 859 875 889

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5904 リサイクル団体活動推進費助成
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

リサイクル活動推進団体の資源回収活動
に対し、回収した資源量に応じ、年４回補
助金を交付する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

事業概要

対
象

資源物を回収し、リサイクル業者に引き渡す活動を行う市民団体

目
的

再資源化に対する意識が向上し、積極的に活動に取り組んでいる
ようにする。

団体の資源回収活動に対し、回収した資源量に応じ、年４回補助
金を交付する。

B

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

リサイクル展示場の開場及び管理運営を行う。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

5905 リサイクル展示場管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

リサイクル展示場の開場及び管理運営を
行う。

同左 同左

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

事業概要

対
象

リサイクル展示場への来場者

目
的

リサイクル展示場への来場者の人数が増加することにより、市民の
廃棄物のリユース（再使用）に対しての意識啓発を図る。
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- 189 -

Ⅳ

ⅵ

60

取組

①

②

③

単位（千円）

317,254 319,948 319,934

特定財源 （Ａ） 78,061 78,061 78,061

一般財源 （Ｂ） 239,193 241,887 241,873

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

ごみ減量・分別・リサイクルの促進

施策・方針

廃棄物の適正処理の推進

廃棄物の適正な処理

老朽化した焼却施設の維持管理及び整備の検討

増加する不法投棄への対策

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

廃棄物収集運搬
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・家庭より排出される燃やすごみ、びん、
缶、プラスチック、ペットボトル、紙類、布
類、不燃ごみ、有害ごみ、粗大ごみ等を、
委託業務により収集し清掃センターへ搬
入する。
・ごみ集積所に置く資材を購入する。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

事業概要

対
象

家庭ごみを排出する世帯

目
的

効率的・衛生的にごみを収集することで、市民生活の衛生状況を向
上させる。

6001

優
先
度 活

動
概
要

家庭より排出される燃やすごみ、びん、缶、その他ごみ、有害ごみ、
プラスチック、ペットボトル、紙布類、粗大ごみを委託業者により収
集する。

C

- 189 -



- 190 - 単位（千円）

174,096 175,659 175,659

特定財源 （Ａ） 8,700 8,700 8,700

一般財源 （Ｂ） 165,396 166,959 166,959

所管課

32,615 32,615 32,615

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 32,615 32,615 32,615

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6002 廃棄物処理・資源化
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・清掃センターへ収集、搬入され中間処理
された廃棄物を、業務委託により適正に
最終処分、リサイクルする。

同左 同左

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

事業概要

対
象

市内から排出された廃棄物（焼却灰、不燃残渣、容器包装プラス
チック等）

目
的

安全、安定、効果的に処理・リサイクルをする。また、リサイクル量
を増やし最終処分場の埋立量削減を図る。

業務委託により対象物のリサイクルを安定的に行う。

B

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

し尿及び浄化槽世帯から排出される汚泥を適正処理するため、排
出人口・世帯数に応じて負担金を支出する。

C

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6003 朝霞地区一部事務組合負担金(し尿)
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・汚泥の受入れ処理を行う朝霞地区一部
事務組合に対し、排出人口及び世帯数に
応じた負担金を支出する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

事業概要

対
象

し尿及び浄化槽世帯から排出される汚泥

目
的

し尿及び浄化槽世帯から排出される汚泥が適正処理されているよ
うにする。
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- 191 - 単位（千円）

19,256 18,747 18,807

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 19,256 18,747 18,807

所管課

291,488 294,348 289,976

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 291,488 294,348 289,976

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6004 清掃センター管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

一般廃棄物を適切に処理するために、清
掃センター管理棟の維持管理を行う。

同左 同左

事業概要

対
象

市民の排出する一般廃棄物

目
的

遅滞なく、一般廃棄物の処理を行う。

優
先
度 活

動
概
要

一般廃棄物を処理するために、清掃センターの管理運営を適切に
行う。

A

取
組
②

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6005 焼却施設運転管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

新たな焼却施設の稼動まで、あと１０年間
現在の焼却施設を延命、運転管理を行う
必要があることから施設の維持管理に努
める.

同左 同左

対
象

市民の排出する一般廃棄物

目
的

遅滞なく、一般廃棄物の処理を行う。

優
先
度 活

動
概
要

一般廃棄物を処理するために、焼却施設運転管理を適切に行う。

A

取
組
②

5
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- 192 - 単位（千円）

192,390 227,947 227,947

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 192,390 227,947 227,947

所管課

2,135 2,139 2,139

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,135 2,139 2,139

所管課

6

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 資源リサイクル課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6006 焼却･粗大施設修繕整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

焼却施設の修繕工事について年度別定
期修繕工事を行い、施設の延命化に努め
る。

同左 同左

事業概要

対
象

市民の排出する一般廃棄物

目
的

遅滞なく、一般廃棄物の処理を行う。

優
先
度 活

動
概
要

一般廃棄物を処理するために、施設整備を適切に行う。

A

取
組
②

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 資源リサイクル課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6007 不法投棄対策
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・クリーン・オブ・和光（ごみゼロ運動）を実
施する（６月、１１月、３月）。　　　　　　　　　　
　　　　・ごみ集積所等にある不法投棄物
を撤去するとともに、業務委託により回収
された不法投棄物を適正に処理する。

同左 同左

対
象

市内の不法投棄物

目
的

不法投棄物の抑制を図るとともに、排出された不法投棄物の適正
な処理を行う。

優
先
度 活

動
概
要

ごみゼロ運動の実施、不法投棄看板の撤去、警察との連携による
不法投棄者への指導等不法投棄抑制対策及び各種業務委託によ
る不法投棄物の適正処理を行う。

B

取
組
③

7
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- 193 -

Ⅳ

ⅶ

61

取組

①

②

③

④

単位（千円）

282 261 261

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 282 261 261

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

活力ある産業の振興

施策・方針

市の特色を生かした地域ブランドの推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

地域ブランドの開発のための連携

地域ブランドや地域資源に関する情報収集

地域ブランドの浸透

農商工連携の推進

同左

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

市民が和光市の地域資源を発見し、地域ブランドが出来上がること
で、市に愛着を持つ。また、市外在住者が、和光市に興味を持ち観
光に来る。

6102 地域ブランド推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇和光ブランドの推進
・和光ブランド認定推進委員会開催
・和光シビルマリッジ実行委員会開催
・PR用パンフレット製作

同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

市民・市外在住者（観光客）

目
的

優
先
度 活

動
概
要

地域ブランドを開発するために情報収集を行い、地域ブランドの創
出や認定を実施する。

B

- 193 -



- 194 - 単位（千円）

1,879 121 121

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,879 121 121

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇イメージキャラクターPR推進
・イメージキャラクターイベント参加業務委
託

取
組
③

2

事業番号 事業名

目
的

和光市イメージキャラクター「わこうっち」、和光市キャラクター「さつ
きちゃん」を通じて和光市に愛着を持てるようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6103 イメージキャラクターＰＲ推進
財
源

「わこうっち」「さつきちゃん」の着ぐるみを活用し、和光市のPRを行
う。

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

市民、市外在住者
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- 195 -

Ⅳ

ⅶ

62

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

10,999 10,760 10,631

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 10,999 10,760 10,631

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

活力ある産業の振興

施策・方針

中小企業の育成支援

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

中小企業の経営支援

経営安定化につながる情報提供やサポート

地域貢献の推進

地域特性に応じた商業環境の整備
商工会との連携強化

同左

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

経営が安定し、発展している。

6201 中小企業資金融資
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇中小企業資金融資
・中小企業融資利子補給補助金
・工場等移転資金利子補給補助金
・損失補償金

同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

市内に居住し、又は法人登記し同一事業を１年以上営んでいる個
人事業者、中小企業者、小規模企業者

目
的

優
先
度 活

動
概
要

市内の中小企業が事業に必要な資金を金融機関から借り入れるこ
とができるよう、埼玉県信用保証協会の保証がある融資を、市が依
頼する。また、支払利子の１／２を利子補給補助金として交付す
る。B
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- 196 - 単位（千円）

12,070 13,000 12,070

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 12,070 13,000 12,070

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇商工団体活動支援
・商工会補助金

取
組
②
③
⑤

2

事業番号 事業名

目
的

和光市商工会の健全経営を通して、市内中小企業者及び小規模
事業者の経営を安定させ、活性化を図る。市内産業を発展させる。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6202 商工団体活動支援
財
源

商工会と連携した地域商業・工業・建設業への経営支援を行う。和
光市の顔として鍋文化プロジェクト事業の展開と「ニッポン全国鍋グ
ランプリ」のさらなる発展を目指す。また、創業経営相談を実施す
る。A

同左 同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

和光市商工会を通して、個人事業者、法人事業者及びその従業員
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- 197 -

Ⅳ

ⅶ

63

取組

①

②

③

単位（千円）

5,742 5,785 5,785

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 5,742 5,785 5,785

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

活力ある産業の振興

施策・方針

魅力ある新たな産業の推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

新産業地区への誘致

関係機関との連携による新たな産業の創出

新産業への経営支援

〇新産業創出育成支援
・インキュベーション・マネージャー業務委
託
・新事業創出型事業補助金

同左

取
組
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

和光理研インキュベーション入居企業及び市内事業者

目
的

新技術開発等により企業の成長を目指す。また市内事業者と連携
を図り事業を発展成功させる。プラザ卒業後は、市内に定着し、地
元での雇用創出を促し、地域の産業を活性化させる。

6301 新産業創出育成支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

インキュベーションマネージャー３名（中小機構１名、埼玉県１名、
和光市１名）を派遣し理研プラザ入居企業や地域企業への支援を
行う。また、和光理研インキュベーションプラザ入居企業に対して賃
料補助を行い経営基盤のサポートを行う。B

同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象
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- 198 -

Ⅳ

ⅶ

64

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

1,218 1,218 1,218

特定財源 （Ａ） 1,122 1,122 1,122

一般財源 （Ｂ） 96 96 96

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

活力ある産業の振興

施策・方針

都市農業の推進と担い手の育成

農業の担い手の育成と支援

担い手への農用地の利用集積

誰もが参加できる農業体験の実施

ニーズに応じた市民農園の設置
地場農産物提供の支援

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6401 農地環境保全対策
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

○農地保全対策
・景観作物や景観花壇管理に対する謝礼
・農業の有する多面的機能発揮促進補助
金

同左 同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

農業者、農業団体

目
的

農業環境の美化が促進され、営農環境が良好な状態となってい
る。

優
先
度 活

動
概
要

優良農地を保全するために農業団体による清掃活動等を支援す
る。また、営農環境保全のため、農業者に土砂流出防止作物を配
布する。

A
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- 199 - 単位（千円）

3,862 3,842 3,822

特定財源 （Ａ） 40 40 40

一般財源 （Ｂ） 3,822 3,802 3,782

所管課

4,311 4,296 4,296

特定財源 （Ａ） 4,298 4,296 4,296

一般財源 （Ｂ） 13 0 0

所管課

活
動
概
要

○農業用廃プラスチック収集処理
○補助金助成
・都市農業支援事業補助金
（補助率1/2または上限額の少ない方）
・都市農業推進協議会補助金
・農業後継者事業補助金
・農業近代化資金利子補給補助金

取
組
①
③
⑤

2

事業番号 事業名

優
先
度

①環境負荷を軽減する。②農作業での人手不足を解消する。③農
業後継者の生産技術が向上しているようにする。④農産物の地産
地消を推進する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6402 都市農業支援
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

農業者、市民

目
的

○市民農園の貸出
○農業体験センター及び市民農園の管理
・管理運営委託料等
・警備業務委託料等

①農業用廃プラスチックの収集処理を行う。②援農ボランティアを
農業者へ派遣する。③農業機器購入等に対し直接資金支援並び
に利子補給支援を行う。④農業後継者倶楽部事業としての収穫体
験事業等を支援する。C

取
組
④

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

市内農業者等が講師となる各種農業関連講座及び各種イベントを
実施する。また、市民に市民農園の貸し出しを行い、市民農園利用
者への農業相談を実施する。

都市農業のあり方や実態に対して理解を深める。また、農業を通じ
た市民との交流を促進する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6403 市民農園管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

市内在住者又は在勤者

目
的
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- 200 - 単位（千円）

1,076 627 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,076 627 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 産業支援課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6404 市民農園施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

○施設整備
・空調機交換工事

○施設整備
・便器交換工事
・洗場周り舗装、菅清掃

－

対
象

市内在住又は在勤者

目
的

優良農地を保全している。都市住民が憩い、ゆとりを感じている。
子供達が土に触れ教育の場となっている。

優
先
度 活

動
概
要

市民農園並びに農業体験センター施設の整備を行う。（市民農園
開設工事の実施）

A

取
組
④

4
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- 201 -

Ⅳ

ⅶ

65

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

78 78 78

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 78 78 78

所管課

基本目標

安らぎと賑わいある美しいまち【生活・環境・産業】

基本施策・基本方針

活力ある産業の振興

施策・方針

就労支援対策の推進

関係機関との連携による情報提供

事業者への意識啓発

就労意識の醸成や職業能力のスキルアップ

技能・技術向上の推進
勤労意欲の向上への支援

取
組
④

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6501 技能者表彰
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇技能者表彰
・記念品購入等

同左 同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

在勤者

目
的

健康で働くことで喜びや充実感を醸成している。

優
先
度 活

動
概
要

市内事業所で各職種に長年にわたり従事し、事業所の向上及び後
進の育成等に貢献した者を表彰する。具体的には、市内の各業種
組合等に推薦依頼、また、広報でも自薦他薦表彰者推薦をＰＲし、
書類審査のうえ表彰者を決定する。B
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- 202 - 単位（千円）

1 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 0 0

所管課

41,629 42,010 42,010

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 41,629 42,010 42,010

所管課

活
動
概
要

〇勤労者住宅資金貸付
・勤労者住宅資金貸付利子補給補助金

取
組
⑤

2

事業番号 事業名

優
先
度

勤労者住宅資金制度の廃止に伴う貸付利用者の金利負担の軽減
を図る。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6502 勤労者住宅資金貸付
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

A

－ －

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

貸付利用者

目
的

〇勤労福祉センター管理運営
・施設維持管理委託料等

平成１５年３月に勤労者住宅資金貸付規則が廃止されたことに伴
い、貸付利用者への利率軽減措置がなくなってしまうことから、負
担軽減のため利子補給を行う。

C

取
組
⑤

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

①利用促進を図るため、卓球、ヨガ、ボディシェイプ等の講座を開
催する。②アスレチックルームの筋力トレーニングに指導員を配置
する。③トレーニング後は入浴・サウナでリフレッシュができるように
する。④会議室、和室が併設されているので、会議等で利用でき
る。

いつでも気軽に利用でき、日常生活の中で、心身が健康調和で豊
かな状態になるようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6503 勤労福祉センター管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 産業支援課

事業概要

対
象

市民、在勤者

目
的

- 202 -



- 203 - 単位（千円）

19,144 18,417 18,634

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 19,144 18,417 18,634

所管課

1,911 6,314 1,031

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,911 6,314 1,031

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 産業支援課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6504 勤労青少年ホーム管理運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇勤労青少年ホーム管理運営
・各種施設維持管理委託料等
・低濃度PCB廃棄物処理業務委託

同左 同左

対
象

勤労青少年（３５歳以下）

目
的

社会人として健全に育成している。

優
先
度 活

動
概
要

勤労青少年が趣味、スポーツ、語学等の習得や余暇の活用などに
利用できるように、趣味、料理教室等の講座の開催と様々な余暇
の活用などのクラブ活動を支援する。また、若年者フリーターや就
職困難者等の相談や就職支援講座を実施して就職の支援を行う。B

取
組
⑤

4

5

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 産業支援課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6505 勤労福祉センター施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇勤労福祉センター施設整備
・男女浴槽漏水修繕
・女子超音波ポンプ修繕
・ろ過機ポンプ修繕

〇勤労福祉センター施設整備
・2階ホール・事務室系空調機修繕

〇勤労福祉センター施設整備
・アリーナ防犯カメラ修繕
・屋外駐車場防犯カメラ修繕

対
象

市民、在勤者

目
的

当該施設を安全・快適に利用できるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

老朽化が進んでいる勤労福祉センターの修繕を実施する。

B

取
組
⑤
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- 204 - 単位（千円）

1,032 3,219 1,386

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,032 3,219 1,386

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 産業支援課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6506 勤労青少年ホーム施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

〇勤労青少年ホーム施設整備
・体育室空調機更新工事

〇勤労青少年ホーム施設整備
・2階トイレ改修工事
・3階トイレ改修工事
・和室1.2空調機更新工事
・外階段塗装修繕

〇勤労青少年ホーム施設整備
・1階トイレ改修工事

対
象

勤労青少年（３５歳以下）

目
的

当該施設を利用できるようにする。

優
先
度 活

動
概
要

老朽化が進んでいる勤労青少年ホームの修繕を実施する。

B

取
組
⑤

6
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- 205 -

Ⅴ

ⅰ

66

取組

①

②

③

④

単位（千円）

2,904 2,785 2,785

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,904 2,785 2,785

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

市民・行政・企業などとの役割分担と協力

施策・方針

協働型社会の構築

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

相談しやすい環境づくり

協働に関する情報の共有

中間支援組織の育成

新たな協働システムの構築・推進

市民協働推進センターの運営
みんなの活動マルシェ～市民活動見本市
～の開催
協働推進懇話会の開催
講座・サロン等の開催
協働推進ワーキングの開催
市民活動交流会の開催
市民活動相談会の開催
市制施行50周年記念事業の開催

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

市民活動等を行っている市民が、さらに活動を行いたいと思う。市
民活動等に興味のある市民が、市民活動等を行う。市民活動団体
等が自立し、充実した団体運営・事業展開が行える。

6601 協働推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市民協働推進センターの運営
みんなの活動マルシェ～市民活動見本市
～の開催
協働推進懇話会の開催
講座・サロン等の開催
協働推進ワーキングの開催
市民活動交流会の開催
市民活動相談会の開催
市制施行50周年記念事業に関する実行
委員会の開催

市民協働推進センターの運営
みんなの活動マルシェ～市民活動見本市
～の開催
協働推進懇話会の開催
講座・サロン等の開催
協働推進ワーキングの開催
市民活動交流会の開催
市民活動相談会の開催

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

市民活動等を行っている市民・市民活動等に興味のある市民・市
民活動団体等

目
的

優
先
度 活

動
概
要

市民協働推進センターを中心に、市民活動等についての相談受
付、協働事業のコーディネート、市民活動等を担う人材の育成支
援、市民交流の場の提供、市民活動等の情報収集・発信を行う。

A
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- 206 - 単位（千円）

1,032 1,032 1,032

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,032 1,032 1,032

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

協働事業提案制度の募集及び実施

取
組
④

2

事業番号 事業名

目
的

複雑化する市域課題に対し、効果的かつ効率的に応えることので
きる「協働型まちづくり」を行政と共に担う。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6603 協働提案
財
源

和光市協働指針に基づき、行政及び地域活動団体や市民活動団
体などからの企画・提案をもとに、行政と団体がともに提案内容の
実現性を高め、事業の実施に力を合わせていく。また、選考を通過
した提案の事業内容等を成案化に向けて調整し、その翌年度に協
働事業として実現化する。B

同左 同左

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

地域活動団体、市民活動団体
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- 207 -

Ⅴ

ⅰ

67

取組

①

②

単位（千円）

254 284 254

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 254 284 254

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

市民・行政・企業などとの役割分担と協力

施策・方針

市民参加の推進

平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

市民参加の情報発信の充実

市民参加の機会拡大

・市民参加推進会議を年５回開催する。
・市民参加条例第６条第１項に該当する事
業の、事前・事後評価を行う。
・市民参加の課題についても、会議の中で
議論する。
・委員の任期の終わりに、市長に答申をす
る。

同左

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度

市民（政策等の性質及び市民参加の方法等によって「市民」は変容
することから、一律に定めない）

目
的

市民が市政に参加することにより、市民の知識・経験・創造性が生
かされたよりよいまちづくりを実現する。

6701 市民参加推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容優

先
度 活

動
概
要

市民参加推進会議において、市民の視点から市民参加実施状況・
実施予定の評価を行っている。また、より多くの市民の参加を推進
するため、市民参加の情報発信を行う。

B

同左

事業区分

経常的事業 政策課

事業概要

対
象
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- 208 -

Ⅴ

ⅰ

68

取組

①

②

③

単位（千円）

18 18 18

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 18 18 18

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

市民・行政・企業などとの役割分担と協力

施策・方針

さまざまな連携によるまちづくりの推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

国の機関などとの連携の強化

友好都市との交流の促進

広域行政の推進

同左

取
組
①
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

広域的な課題の解決を図る。また、国・県の各機関及び公共的事
業を担う企業等との連携を図る。

6801 広域行政・連携
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・和光市官民連携推進協議会を年１回開
催する
・埼玉県基地対策協議会の活動として、基
地対策に関する要望書の提出を行う
・朝霞区市長会定期総会において提案が
あった場合、部会を設置して協議を行う

同左

事業区分

経常的事業 政策課

事業概要

対
象

市民

目
的

優
先
度 活

動
概
要

朝霞地区四市、基地関係自治体などが連携を図り、共通の行政課
題の解決のため、検討協議し、解決に向け取り組む。なお、基地関
係については、国に対する要請等を行う。
また、国・県の各機関及び公共的事業を担う企業等と意見交換を
行い、市のまちづくりについて連携を図る。B
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- 209 - 単位（千円）

8 8 8

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 8 8 8

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市民まつり等イベントの参加や既存事業
を活かした交流活動を行う。

取
組
②

2

事業番号 事業名

目
的

異なる文化や風土、離れた立地などを相互に活用及び補完し、協
力し合える関係を築く。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6802 地域間交流
財
源

市民が友好都市等との交流事業を実施する際に、友好都市等との
調整を図り、交流事業を支援する。また、友好都市等及び交流の
取組の情報を広報紙やホームページを活用し、適切に市民に周知
する。B

同左 同左

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市民、和光市、友好都市（長野県佐久市、新潟県十日町市、栃木
県那須烏山市、埼玉県東松山市、）及び相互交流宣言を行った都
市（埼玉県小川町、埼玉県東秩父村、埼玉県寄居町）
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Ⅴ

ⅱ

69

取組

①

②

③

単位（千円）

0 0 224

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 0 224

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

行財政改革の徹底

施策・方針

計画的な行政経営

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

マネジメントシステムを徹底した行政経営

行政評価の制度の充実

優先度を明確にした施策・事業の実施

－

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

社会経済環境の変化や複雑化・多様化する市民ニーズに迅速か
つ的確に対応する。

6901 総合振興計画進行管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

第五次総合振興計画初年度となる。新た
なマネジメントシステムにおける進行管理
のあり方や、外部評価の実施方法につい
て検討する。

事業区分

経常的事業 政策課

事業概要

対
象

市民及び市職員

目
的

優
先
度 活

動
概
要

①行政評価システムにより事務事業の評価及び総合振興計画の
施策・方針の達成度等の評価を行う。②総合振興計画審議会によ
り総合振興計画の進行管理について外部の視点から評価を行う。
③行政評価結果をもとに次年度以降の施策の方向性を定め、実施
計画を策定する。なお、実施計画の策定に当たっては、外部評価に
よる指摘事項を反映させる。

B
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- 211 - 単位（千円）

1 20,507 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 20,507 0

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

第五次総合振興計画の策定に向け、総合
振興計画審議会の全体会を５回、部会を
２回開催する他、庁内で部長級、課長級、
主事～主査級のそれぞれの会議を立ち上
げ、現行計画の課題整理や施策骨子の
作成等具体的な議論を重ねる。さらに、随
時、パブコメの募集やワークショップの開
催等を行い、市民とともに作り上げる計画
となるよう工夫する。

取
組
①

2

事業番号 事業名

目
的

新たな行政課題や市民ニーズに対応し、平成33年度以降10年間
の本市の目指すべき都市像を示すため、第五次総合振興計画を
策定する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

6904 第五次総合振興計画策定
財
源

市民意識調査や審議会等の市民参加を取り入れ、平成32年度に
第五次総合振興計画を策定する。

A

引き続き、総合振興計画審議会及び庁内
会議において審議を行い、基本構想案を
策定する。総合振興計画審議会は全体会
を３回開催し、基本構想案の答申を行う。
基本構想案を９月議会に上程する。

－

事業区分

臨時的事業 政策課

事業概要

対
象

市民及び市職員
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- 212 -

Ⅴ

ⅱ

70

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

76,805 73,925 74,670

特定財源 （Ａ） 14,304 14,304 14,304

一般財源 （Ｂ） 62,501 59,621 60,366

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

行財政改革の徹底

施策・方針

効果的・効率的な行政サービスの提供

簡素で効率的な組織づくり

民間の積極的な活用

利用者の視点に立った窓口サービスの向上

多様な人材の確保
新たな行政改革の推進

取
組
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7001 戸籍住民基本台帳業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・戸籍法に基づく事務
・在留管理制度に基づく外国人住民に関
する事務
・住民基本台帳法に基づく事務
・一般旅券発給申請の受理、審査、交
付等の事務
・個人番号カードの交付、更新等の事務

同左 同左

事業区分

経常的事業 戸籍住民課

事業概要

対
象

和光市の住民基本台帳に記載されている（されていた）人、和光市
に本籍を有している（有していた）人

目
的

正確な身分関係・居住関係の公証により市民の利便性を向上す
る。

優
先
度 活

動
概
要

①戸籍法に基づく事務を行う（戸籍届出の受付審査、受理、戸籍記
載処理、戸籍謄抄本の交付）　②在留管理制度に基づく外国人住
民に関する事務を行う（特別永住許可、特別永住者証明書の交
付、在留カード所有者の住所変更等）　③住民基本台帳法に基づく
事務を行う（住民異動・印鑑登録・住民基本台帳ネットワークシステ
ム関連）　④一般旅券発給申請の受理、審査、交付等の事務を行
う　⑤個人番号カードの交付、更新等の事務を行う

A
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- 213 - 単位（千円）

3,030 4,100 14,336

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 3,030 4,100 14,336

所管課

6,500 6,500 6,500

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 6,500 6,500 6,500

所管課

活
動
概
要

・対象地域の現地調査による住居表示の
適切な管理
・住居表示台帳の整備
・街区表示板等の更新取

組
③

2

事業番号 事業名

優
先
度

整然とした住居表示を整備することで、郵便物や宅配便の誤配を
防いだり、緊急の場合の案内をわかりやすくするなど、公共の福祉
を向上させるため。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7002 住居表示維持管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

C

同左 同左

事業区分

経常的事業 戸籍住民課

事業概要

対
象

対象地域

目
的

・市民葬儀執行に際し、１件５万円を助成
する。

対象地域の現地調査による住居表示の適切な管理、住居表示台
帳の整備及び街区表示板等の更新を行う。

B

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

市民葬儀執行に際し、１件５万円を助成する。

市民の経済的負担を軽減し、心のこもった葬儀を安心して行うこと
ができるようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7003 葬儀費用助成
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

同左 同左

事業区分

経常的事業 戸籍住民課

事業概要

対
象

市委託葬儀社を利用して執り行われる葬儀で、和光市に住民登録
している死亡者若しくは施主。

目
的
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- 214 - 単位（千円）

0 482 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 482 0

所管課

事業概要

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 戸籍住民課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7009 土地区画整理事業に伴う住居表示整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

・対象地域の現地調査
・住居表示台帳整備
・街区表示板の作成・取付等、街区番号
の再設定に伴う住居表示変更に係る業務

－

対
象

土地区画整理事業地内

目
的

区画整理事業に伴い新たな街区が形成されるため、対象地域にお
ける住居表示の街区番号の再設定及び住居表示の変更を行い、
関係者に周知するとともに告示する。

優
先
度 活

動
概
要

対象地域の現地調査、住居表示台帳整備、街区表示板の作成・取
付等、街区番号の再設定に伴う住居表示変更に係る業務を行う。

取
組
③

8
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- 215 -

Ⅴ

ⅱ

71

取組

①

②

③

④
⑤

単位（千円）

46,179 39,117 34,638

特定財源 （Ａ） 33,355 33,355 33,355

一般財源 （Ｂ） 12,824 5,762 1,283

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

行財政改革の徹底

施策・方針

持続可能な財政運営

予算編成過程の公表

中長期財政計画の策定

和光市健全な財政運営に関する条例の運用

新地方公会計制度の利活用
入札制度の改革

取
組
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

賦課業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

安定的な自主財源を確保するため、課税
客体の正確な把握に努め、適正・公平な
課税を行う。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 課税課

事業概要

対
象

市内に住所を有する個人、市内に事務所等を有する法人、固定資
産（土地、家屋、償却資産）の所有者、市内を定置場とする軽自動
車の所有者及び市内に営業所があるたばこ小売販売業者へたば
こを売り渡した卸売販売業者

目
的

適正かつ公平な課税を行い、税財源を安定させる。

7101

優
先
度 活

動
概
要

税目毎に申告及び現地調査により課税客体を把握し、地方税法等
に基づき課税額を算出し、納税義務者に納税通知書を発送する。

B
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- 216 - 単位（千円）

72,621 73,426 74,486

特定財源 （Ａ） 65,360 65,360 65,360

一般財源 （Ｂ） 7,261 8,066 9,126

所管課

276 276 276

特定財源 （Ａ） 276 276 276

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

取
組
③

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7102 収納業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

口座振替の利用促進を図り納税に対する
利便性を確保するとともに、適正且つ効率
的な徴収を行い安定した税収の確保を図
る。初期の滞納者へは電話催告、催告書
送付及び納税相談を行い、納税意識を向
上させることにより年度内完結を図る。累
積滞納者に対しては財産調査を実施し差
押等滞納処分を実施する。

同左 同左

事業区分

経常的事業 収納課

事業概要

対
象

市税の納税義務者

目
的

収納率が向上している。

口座振替の利用促進を図り納税に対する利便性を確保するととも
に、適正且つ効率的な徴収を行い収納率向上を図る。未納者へは
電話催告、催告書送付及び納税相談を行い、納税意識を向上させ
ることにより年度内完結を図る。滞納者に対しては財産調査を実施
し差押等滞納処分を実施する。A

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

当初予算及び補正予算編成に係る歳入歳出調整後の歳入不足額
に充てるため基金の取崩しを行うとともに、基金運用利子及び前年
度歳計剰余金等を基金に積立する。

A

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7103 財政調整基金積立
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

基金運用利子分について基金積立を行う。

同左 同左

事業区分

臨時的事業 財政課

事業概要

対
象

財政調整基金

目
的

標準財政規模の１０％の基金残高を確保する。
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- 217 - 単位（千円）

5 5 5

特定財源 （Ａ） 5 5 5

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

21 21 21

特定財源 （Ａ） 21 21 21

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 財政課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7104 公共用地取得事業基金積立
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

基金運用利子分について基金積立を行う。

同左 同左

事業概要

対
象

和光市公共用地取得事業基金

目
的

公用地の取得に備えて事業の進捗に支障をきたさないよう、基金
残高を確保する。

優
先
度 活

動
概
要

財政状況や事業の進捗を勘案しながら、基金の積立を行う。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 財政課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7106 公共施設整備基金積立
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

基金運用利子分について基金積立を行う。

同左 同左

対
象

和光市公共施設整備基金

目
的

公共施設(学校教育施設を除く)の建設、改修、増設その他の整備
に必要な財源を確保する。

優
先
度 活

動
概
要

財政状況や事業の進捗を勘案しながら、基金の積立を行う。

B

取
組
③

5
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- 218 - 単位（千円）

2 2 2

特定財源 （Ａ） 2 2 2

一般財源 （Ｂ） 0 0 0

所管課

796 1,223 809

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 796 1,223 809

所管課

6

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 総務人権課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7109 まちづくり基金積立
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

現在、第四次総合振興計画により、寄附
者のあらゆる思いに応えられる使途となっ
ている。また、目的を定めて寄附を募るク
ラウドファンディングの手法を用いてより寄
附者を引き付けることができる寄附制度と
する。

同左 同左

事業概要

対
象

まちづくり条例基金

目
的

収受した寄附金を適正に管理し、運用する。

優
先
度 活

動
概
要

個人や団体から申し込みのあった寄附金を基金に積み立て、条例
で規定する6つの事業に要する費用に充てるまで、適正に管理し、
運用する。

B

取
組
③

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 財政課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7110 契約業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

恣意的な要因を排除し、公平性・透明性・
競争性の高い適正な入札・契約業務を行
い、安価で品質の高い工事、業務等の契
約を行う。

同左 同左

対
象

各契約案件に係る地域住民

目
的

恣意的な要因を排除し、公平性・透明性・競争性の高い適正な入
札・契約業務を行い、安価で品質の高い工事、業務等の契約を行
う。

優
先
度 活

動
概
要

電子入札共同システムの活用及び一般競争入札等入札制度を適
宜見直し、恣意的な要因を排除し、透明性の高い入札を行う。

B

取
組
⑤

7
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- 219 - 単位（千円）

324 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 324 0 0

所管課

0 275 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 275 0

所管課

8

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 財政課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7113 埼玉県電子入札共同システム更新
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

埼玉県電子入札共同システムの更新に伴
い、開発経費について埼玉県への支払い
を行う。

－ －

事業概要

対
象

各契約案件に係る地域住民

目
的

恣意的な要因を排除し、公平性・透明性・競争性の高い適正な入
札・契約業務を行い、安価で品質の高い工事、業務等の契約を行
う。

優
先
度 活

動
概
要

現行システムの契約が平成３１年９月で終了することから、平成３０
年度において次期システムの構築を行う。

B

取
組
⑤

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 財政課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7114 競争入札参加資格審査業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

市が発注する入札に参加しようとする業
者等を審査し、競争入札参加資格者名簿
に登録を行う。

－

対
象

入札参加資格申請提出事業者等

目
的

入札参加資格申請書を適正に審査し、入札参加登録業者を確定す
る。

優
先
度 活

動
概
要

２年に１回の定期受付に伴い、市が発注する入札に参加しようとす
る業者等を審査し、競争入札参加資格者名簿に登録を行う。

B

取
組
⑤

9
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- 220 -

Ⅴ

ⅱ

72

取組

①

②

③

単位（千円）

1,111 1,111 1,111

特定財源 （Ａ） 26 26 0

一般財源 （Ｂ） 1,085 1,085 1,111

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

行財政改革の徹底

施策・方針

市民の期待に応える職員の育成

職員能力の向上

適正かつ効果的な人事制度の確立

職員の心身の健康の維持増進

取
組
①

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

職員研修
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

各種研修の実施
　・一般研修
　　　階層別研修　
　　　専門研修
　･派遣研修
　　　自治大学校
　　　地域リーダー養成塾
　　　市町村職員中央研修所
　　　国土交通大学校　他
　・職場研修（OJT研修）
　・自主研修

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

経常的事業 職員課

事業概要

対
象

職員

目
的

職員一人ひとりが、能力や可能性を最大限に発揮できるようにす
る。また、職員の資質向上により、行政サービスにおける市民満足
度が向上する。

7201

優
先
度 活

動
概
要

内部や外部研修機関において、職位に応じた研修や専門性を高め
る研修、政策形成能力や行政経営能力を身に付ける研修を実施す
る。

B
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- 221 - 単位（千円）

4,171 4,372 4,201

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 4,171 4,372 4,201

所管課

9,327 9,370 9,370

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 9,327 9,370 9,370

所管課

取
組
③

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7202 職員福利厚生
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・互助会事業（体育事業・文化事業・民間
施設利用促進　事業・清掃活動等）の実
施
・永年勤続表彰（30年・20年・10年）の実施
･職員への作業着等の被服の貸与の実施

同左 同左

事業区分

経常的事業 職員課

事業概要

対
象

職員

目
的

職員が安心して仕事に専念し、職員の仕事に対する意欲が向上し
ている。

①互助会事業を通じた職員間の交流の促進や地域貢献を行う。
②職員表彰による意欲の向上を図る。
③被服貸与により現場での作業効率や安全性を高める。

B

取
組
③

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

①職員定期健康診断を実施する。
②衛生委員会を中心とした安全衛生推進事業を行う。
③産業医医療相談、メンタルヘルス相談、ストレスチェックを実施す
る。
④長時間労働是正の取組みを実施する。
⑤人間ドック受診促進のため受診料の助成を行う。
⑥公務災害補償を行う。

A

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7203 職員健康管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・職員定期健康診断の実施
・衛生委員会の定期開催及び衛生委員会
での審議等を踏まえた安全衛生推進事業
の実施
・産業医による医療相談、メンタルヘルス
相談、ストレスチェックの実施
・長時間労働者への医師による面接指導
の実施
・人間ドック受診料に対する助成の実施
・公務災害補償の実施

同左 同左

事業区分

経常的事業 職員課

事業概要

対
象

職員

目
的

職場の安全衛生を推進し、職員の健康管理に努めることにより、職
員が安心して公務に臨めるようにする。
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- 222 -

Ⅴ

ⅱ

73

取組

①

②

単位（千円）

16,101 223,439 163,567

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 16,101 223,439 163,567

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

行財政改革の徹底

施策・方針

市有施設の適切な保全

計画的な耐震改修の実施

適切な施設保全

取
組
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

庁舎施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平成２９年度策定の第１次和光市公共施
設マネジメント実行計画及び市有施設保
全計画等に基づき、施設整備費用の平準
化を図りながら維持保全工事を実施してい
く。

同左

平成32年度 平成33年度

同左

事業区分

投資的事業 総務人権課

事業概要

対
象

市職員及び施設利用市民

目
的

利用者の安全と安心が確保されている。また、ライフサイクルコスト
の低減が達成できている。

7301

優
先
度 活

動
概
要

市有施設保全計画を基に維持保全業務を適正化するのと同時に、
光熱水費の削減及び環境負荷の低減のため施設整備を実施する。

B
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- 223 - 単位（千円）

2,599 461 281

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 2,599 461 281

所管課

0 1 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 1 0

所管課

取
組
②

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7302 公共施設保全業務
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市公共施設マネジメント実行計画によ
り、計画的な施設保有に努め、施設の将
来を見据えた合理的な施設保全を行う。

同左 同左

事業区分

経常的事業 資産戦略課

事業概要

対
象

市職員及び施設利用市民

目
的

市有施設の利用における市民の安全と安心が確保されている。ま
た、ライフサイクルコストの低減が達成できている。

既存建築物耐震改修促進計画に基づき、既存未改修施設につい
て、今後の活用を総合的に検討した上で、必要なものについて計画
的に耐震改修を進める。また、公共施設等総合管理計画に基づき
施設の総合的かつ計画的な管理を推進する。B

取
組
②

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

平成２６年３月に市とＵＲ都市機構で締結した西大和団地再生事業
に関するまちづくり基本協定書に基づき、保育園併設型賃貸住宅の
整備を行うため、市有地を売却し、有効利活用を図る。なお、建替え
の際に市が事前に 保証した表示物件内容と現状が異なり、ＵＲ都
市機構の解体費用の増加が見込まれるときは、土地建物売買契約
書に関する確認書に基づき、市が解体工事に係る費用を負担する。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7303 公共用地整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平成26年3月に市とUR都市機構で締結し
た西大和団地再生事業に関するまちづくり
基本協定に基づき、保育園併設型賃貸住
宅の整備を行うため、市有地を売却し、有
効活用を図る。なお、建て替えの際に市が
事前に保証した表示物件内容と現状が異
なり、UR都市機構の解体費用の増加が見
込まれるときは、土地建物売買契約書に
関する確認書に基づき、市が解体工事に
かかる費用を負担する。旧ひろさわ保育園
用地については、平成32年に精算する予
定であるため、平成31年度はこの精算に
向けて、機構と協議を進めていくこととす
る。

平成26年3月に市とUR都市機構で締結し
た西大和団地再生事業に関するまちづくり
基本協定に基づき、保育園併設型賃貸住
宅の整備を行うため、市有地を売却し、有
効活用を図る。なお、建て替えの際に市が
事前に保証した表示物件内容と現状が異
なり、UR都市機構の解体費用の増加が見
込まれるときは、土地建物売買契約書に
関する確認書に基づき、市が解体工事に
かかる費用を負担する。

－

事業区分

臨時的事業 総務人権課

事業概要

対
象

売却予定の市有地

目
的

市有地の有効利活用を図る。
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- 224 - 単位（千円）

1 5,038 5,038

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 5,038 5,038

所管課

117,012 417,003 1,837,492

特定財源 （Ａ） 89,820 0 202,134

一般財源 （Ｂ） 27,192 417,003 1,635,358

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 資産戦略課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7304 公共施設マネジメント実行計画推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

公共施設の統廃合後の施設について、民
間活力によりどのような利活用方法が成
立するか、市場調査等を通じて事業モデ
ルを検討する。

同左 同左

事業概要

対
象

市職員及び施設利用市民

目
的

市民の利便性を損なうことなく機能を維持し、統廃合後の公共施設
の利活用を検討する。
また、保有総量の抑制を目的とし、税財源を投入しての維持管理は
中断し、公共施設としては役割を終えた統廃合後の施設への税財
源の投入を抑制し、民間活力により新たな施設の利活用を検討す
る。

優
先
度 活

動
概
要

公共施設マネジメント実行計画に基づく統廃合後の施設について民
間活力によりどのような利活用方法が成立するか、建築・都市計画
の各法規の洗い出し、どのような民間事業が成立するかといった市
場調査を通じて事業モデルを検討し、後の公募要領を作りやすくす
る。B

取
組
②

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

投資的事業 資産戦略課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7305 広沢複合施設整備
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

平成30年度に締結した事業契約に基づき
各種整備を進める。
東エリアの広沢学童クラブ及び防災備蓄
倉庫の整備を完了し、既存施設の解体に
着手する。

平成30年度に締結した事業契約に基づき
各種整備を進める。
南エリアの保健センター等の整備を完了
する。

平成30年度に締結した事業契約に基づき
各種整備を進める。
北エリアの総合児童センター及び市民
プールの整備を完了する。

対
象

広沢複合施設整備

目
的

既存児童センターの建て替え事業をきっかけとして、国有地を活用
し、児童センター、市民プール、学童クラブ、保健センター、児童発
達支援センター並びに認定こども園等を備えた複合施設を整備し、
にぎわい創出及び多世代交流拠点の充実を図る。

優
先
度

活
動
概
要

平成30年度に実施する事業者選定、事業契約の締結を踏まえ、総
合児童センター及び周辺公共施設の再整備に係る実施設計を進
め、施設整備事業に着手する。

A

取
組
②

5
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Ⅴ

ⅲ

74

取組

①

②

単位（千円）

23,530 22,186 28,742

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 23,530 22,186 28,742

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

透明性を高めた地域経営

施策・方針

積極的な広報活動と情報共有化の推進

各種媒体による情報提供

積極的な情報発信

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

広報活動推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

広報わこうの発行と市ホームページの管
理について引き続き行う。

広報わこうの発行を引き続き行う。また、
市ホームページのリニューアルに向けて、
プロポーザルの実施やサイト構築を進め
る。

平成32年度 平成33年度

広報わこうの発行と市ホームページの管
理について引き続き行う。事業区分

経常的事業 秘書広報課

事業概要

対
象

全市民

目
的

市民に行政情報を広く伝える。また、行政情報を求めている市民
が、必要なときに情報を入手できる環境を整える。

7401

優
先
度 活

動
概
要

広報紙を発行し、毎月１回、市内の全世帯・全事業所に配布する。
また、ホームページを運営し、市内外に向けて情報発信をする。

A
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- 226 - 単位（千円）

543 530 530

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 543 530 530

所管課

11,237 11,304 11,304

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 11,237 11,304 11,304

所管課

取
組
①

2

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7402 掲示板管理
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

広報掲示板の適正管理を進め、経年劣化
した板面の修繕を行う。

同左 同左

事業区分

経常的事業 秘書広報課

事業概要

対
象

市民、市民サークル・市民団体等

目
的

市民が、広報掲示板によって、行政情報を知りうるようにする。ま
た、市民サークルや市民団体が、広報掲示板を利用して、自らの広
報活動を行えるようにする。

市内各所に広報掲示板を設置･修繕をし、情報発信を行う。なお、
広報掲示板の利用を市民に開放し、市民活動の活性化を図る。

C

取
組
①

3

事業番号 事業名

優
先
度 活

動
概
要

市議会の本会議や委員会等の会議録を作成して公開する。同時に
インターネットによる会議録の閲覧、検索を可能にし、手軽に情報
収集が出来るようにする。さらに、本会議の録画映像を配信する。
また、年4回の定例会終了後、市議会だよりを発行して審議の概要
と議会活動の状況を周知するとともに、市議会ホームページで議会
の概要や活動を適宜周知する。

B

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7403 市議会情報提供
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

・会議録作成業務委託
（本会議及び委員会等の会議録を作成）
・会議録検索システム業務委託
（市ホームページにおいて定例会及び臨
時会の会議録並びに各常任委員会等の
記録提供）
・映像配信システム業務委託
（市議会の本会議における審議状況をイ
ンターネットを通じて動画配信）

同左 同左

事業区分

経常的事業 議会事務局

事業概要

対
象

市民、議員及び和光市の行政に関心のある人

目
的

市民などが市議会活動の見聞を通して、市政に関心を持つ。
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- 227 - 単位（千円）

320 320 320

特定財源 （Ａ） 200 200 200

一般財源 （Ｂ） 120 120 120

所管課

1 0 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1 0 0

所管課

4

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

経常的事業 秘書広報課

事業概要

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7404 シティプロモーション
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

和光市応援団長出演事業やバイク展示を
引き続き実施する。

同左 同左

事業概要

対
象

全国の一般の方

目
的

シティプロモーション活動を行い、市の知名度の向上及びイメージ
アップを図る。

優
先
度 活

動
概
要

和光市応援団長を活用し、イベント等で和光市を広くＰＲする。ま
た、市内事業者と協力し、和光市をＰＲする。

B

取
組
①
②

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度

事業区分

臨時的事業 秘書広報課

平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7405 市制施行５０周年記念シティプロモーション
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市制施行５０周年を迎えるにあたり、記念
映像等を作成し、和光市を広くＰＲする。

－ －

対
象

全国の一般の方

目
的

市制施行５０周年記念のプロモーション活動を行い、市民の愛着の
形成や市の知名度の向上及びイメージアップを図る。

優
先
度 活

動
概
要

市制施行５０周年を迎えるにあたって、記念映像等を作成し、和光
市を広くＰＲする。

B

取
組
①
②

5
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- 228 -

Ⅴ

ⅲ

75

取組

①

②

単位（千円）

67,652 68,235 67,169

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 67,652 68,235 67,169

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

透明性を高めた地域経営

施策・方針

電子市役所の推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

セキュリティの強化と情報技術への対応

システムの利便性の向上

OA機器のリース・保守・管理等を行い、執
務環境の効率化を進める。
前年度から引き続き、以下のシステム・機
器更改に係る事務を行う。
　・公共施設予約システム
　・庁内ネットワーク機器

取
組
①
②

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

インターネット経由で市民が市役所に来ることなく、行政手続や各
種申込みができるようにする。また、一般行政職員に一人一台のパ
ソコンを配置する。OA機器の安定稼動により効率的な執務環境の
維持管理を行う。

7501 ＯＡ化推進
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

OA機器のリース・保守・管理等を行い、執
務環境の効率化を進める。
以下のシステム・機器更改を検討し、事務
を進める。
　・公共施設予約システム
　・庁内ネットワーク機器

OA機器のリース・保守・管理等を行い、執
務環境の効率化を進める。
以下のシステム・機器更改を検討し、事務
を進める。
　・庁内サーバ・パソコン等更改
　・ネットワーク分離用機器

事業区分

経常的事業 情報推進課

事業概要

対
象

オンラインで手続を行う市民、OA機器、OA機器を利用した職員

目
的

優
先
度 活

動
概
要

各種システムのリース、保守、管理を行う。また、OA機器のリース、
保守、管理を行う。

B
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- 229 - 単位（千円）

97,860 105,684 105,684

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 97,860 105,684 105,684

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

住民情報電算システムのリース・保守・管
理等を行い、市民のデータを安全かつ効
率的に管理する。
平成31年11月に住民情報電算システム
の更改に係る事務を行う。

取
組
②

2

事業番号 事業名

目
的

市民の個人情報を含むデータを効率的かつ安全に管理する。ま
た、住民情報を処理する職員が効率的に事務処理を行うことがで
きるようにする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7503 住民情報電算システム
財
源

住民情報電算システムのリース、保守、管理を行う。

A

住民情報電算システムのリース・保守・管
理等を行い、市民のデータを安全かつ効
率的に管理する。

住民情報電算システムのリース・保守・管
理等を行い、市民のデータを安全かつ効
率的に管理する。
平成29年度から利用している生体認証シ
ステムの更改に係る検討を行う。
次期住民情報電算システムの更改のため
の情報収集及び検討を進める。

事業区分

経常的事業 情報推進課

事業概要

対
象

市の情報資産、職員
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- 230 -

Ⅴ

ⅲ

76

取組

①

②

③

単位（千円）

305 298 302

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 305 298 302

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

透明性を高めた地域経営

施策・方針

情報公開制度の利用の推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

情報公開制度の周知

情報公開請求に対する決定の迅速化

個人情報の保護

同左

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

公文書の管理、個人情報の管理が適切に行われ、市民の知る権
利の行使による公文書開示請求や個人情報の開示、訂正、削除請
求を適切に判断し、対応する。

7601 情報公開及び個人情報保護制度運営
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

情報公開・個人情報保護制度の適切な管
理。和光市個人情報審議会に対し意見の
諮問・答申を踏まえて個人情報を取り扱
う。

同左

事業区分

経常的事業 情報推進課

事業概要

対
象

市の保有する公文書の開示を希望する人、市の保有する自己情報
の開示、訂正、削除を希望する人

目
的

優
先
度 活

動
概
要

①情報公開・個人情報保護制度を市民に周知する。②市民からの
情報公開請求、個人情報（開示、訂正、削除）請求へ適切に対応す
る。③和光市個人情報保護審議会に対して意見を諮問し、答申を
踏まえて個人情報を取り扱う。B
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- 231 - 単位（千円）

1,625 1,507 1,525

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 1,625 1,507 1,525

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

ファイリングシステムに則り行政文書の適
切な管理・指導。保存文書の一部を外部
委託して費用対効果を図る。

取
組
②

2

事業番号 事業名

目
的

職員が個人情報を含む重要な行政文書を適切に管理し、事務の遂
行や情報の開示請求などに対し、必要な文書を必要なときにすぐ
に探し出し、使用できる状態を維持する。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7602 文書管理
財
源

ファイリングシステムのルールに則り文書を管理する。
費用対効果を踏まえ、保存文書の一部を外部に保管委託する。
文書管理システムの導入を検討する。

B

同左 同左

事業区分

経常的事業 情報推進課

事業概要

対
象

文書を作成、取得、検索、使用、廃棄する職員
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- 232 -

Ⅴ

ⅲ

77

取組

①

②

③

単位（千円）

74 74 74

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 74 74 74

所管課

基本目標

構想の推進に当たって

基本施策・基本方針

透明性を高めた地域経営

施策・方針

広聴活動の推進

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

多様で積極的な意見収集

庁内連絡体制の強化

公正・中立な機関による苦情の処理

同左

取
組
①
②
③

1

事業番号 事業名
年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

市政に対する意見等を述べる環境が整っている。また、意見等によ
り市政が改善している。

7701 行政苦情等調整
財
源

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

市民からの市政に関する苦情申立に対
し、公正・中立の立場の調整委員が事実
確認（申立人、行政双方から意見聴取等）
の上、調整処理を行うことにより、市民
サービスの向上を図る。

同左

事業区分

経常的事業 市民活動推進課

事業概要

対
象

市民、事業者

目
的

優
先
度 活

動
概
要

行政苦情等調整委員2名・予備調整委員1名により、市政に関する
市民の苦情等の申立てを公正かつ中立な立場で処理する。

B
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- 233 - 単位（千円）

0 50 0

特定財源 （Ａ） 0 0 0

一般財源 （Ｂ） 0 50 0

所管課

優
先
度 活

動
概
要

年
度
ご
と
の
取
組
内
容

－

取
組
①
②

2

事業番号 事業名

目
的

市民が、市政に対する意見等を自由に述べることができる環境を
整える。また、市民の意見等を踏まえ、業務改善をする。

年　　度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費　（Ａ）+（Ｂ）

7702 市長への手紙
財
源

市政に対する意見、要望、提案、苦情などを述べる機会として「市
長への手紙（紙ベース）」を提供する。なお、市長への提言・要望受
付については、「市長への手紙（Eメール版含む）」のほか、Ｅメール
での問合せの対応、どこでも市長室、市長と話そうを実施する。A

市長への手紙を印刷する。

－

事業区分

経常的事業 秘書広報課

事業概要

対
象

全市民
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